
 

 

2022 年度自己点検・評価結果の報告について 

 

早稲田大学は 2021 年度から毎年１回、各学部・研究科において自己点検・評価を行

い、その結果をもとに教育研究活動の改善・改革に努めることとなりました。 

 本来、各学部・研究科が自己点検・評価を行う項目は多岐にわたりますが、当面は、

2020 年度に受審した認証評価での指摘事項に対応するため、各学部・研究科が重点的に取

り組むべき課題を内部質保証に責任を負うべき組織である教務担当教務主任会で決定し、

各学部・研究科は提示された課題への取り組み状況について重点的に自己点検・評価を行

い、その結果を報告することとしました。2022 年度は、３つのポリシーに対する認証評価

における指摘事項への対応、各学部・研究科の卒業・修了要件となる学修成果の明示およ

び学修成果を可視化するための方法の明示を課題として決定しました。 

以下に掲載する「2022 年度自己点検・評価チェックシート」は、各学部・研究科ごとに

作成したものです。各学部・研究科における自己点検・評価の結果は、大学点検・評価委

員会にて評価し、その評価内容を本学の内部質保証の推進を担う教務担当教務主任会に報

告します。教務担当教務主任会では、評価内容に基づき改善方針案を検討します。 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：政治経済学部 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                 

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した 2022 年 5 月  会議名：学部運営委員会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☒明示している ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない 年  月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

学修成果 1 （“Philosophy, Politics and Economics (PPE)”の基礎知識） 

学生は論理的で批判的な思考（Philosophy）を通じて政治と経済の両現象に関わる課題を分析し、判断を下すための基礎的な知識を有している。 

 

学修成果 2 （学科別の中級基礎知識） 

学修成果１で得た知識の上に、学科別の以下の学修成果を積み上げる。 

・政治学科    ：学生は政治現象を経済現象との関連で理解し、数理的・経験的分析手法と政治哲学の理念にもとづいて分析できる。 

・経済学科    ：学生は経済現象を政治現象との関連で理解し、経済理論をもとにデータを分析できる。 

・国際政治経済学科：学生は政治現象と経済現象を合わせて理解し、社会の諸問題を政治学と経済学の両面から分析できる。 
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学修成果 3 （グローバルなコミュニケーション力） 

学生は幅広い教養と文化・地域の多様性を踏まえたコミュニケーション力を持ち、世界の様々な課題に取り組む姿勢を有している。 

 

学修成果 4 （問題発見・解決力） 

学生はデータ分析力を身につけ、新たな問題を言語化またはモデル化し、論理的に解を導くことができる。 

 

学修成果 5 （プレゼンテーション力） 

学生は導いた解を建設的に提案するプレゼンテーション力および論文作成力を有している。 

 

 

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☒設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☒学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☒学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☒測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☒明示している ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない 年  月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 

No. 学修成果 測定時期 測定方法 

1 

“Philosophy, Politics and Economics (PPE)”の基礎知識 

学生は論理的で批判的な思考（Philosophy）を通じて政治と経済の両現象に関わる

課題を分析し、判断を下すための基礎的な知識を有している。 

1～4 年次 

毎年度末 

直接評価：入門・必修科目の単位修得率 

間接評価：フォーカスグループインタビュー 

     授業評価アンケート 

学生生活・学修行動調査 
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No. 学修成果 測定時期 測定方法 

2 

学科別の中級基礎知識 

学修成果１で得た知識の上に、学科別の以下の学修成果を積み上げる。 

・政治学科    ：学生は政治現象を経済現象との関連で理解し、数理的・経験的

分析手法と政治哲学の理念にもとづいて分析できる。 

・経済学科    ：学生は経済現象を政治現象との関連で理解し、経済理論をもと

にデータを分析できる。 

・国際政治経済学科：学生は政治現象と経済現象を合わせて理解し、社会の諸問題を

政治学と経済学の両面から分析できる。 

2～4 年次 

毎年度末 

直接評価：学科別に対象学科目の中級基礎科目の単位修得率 

     政治学科    ：政治学科目 

     経済学科    ：経済学科目 

     国際政治経済学科：政治学科目・経済学科目 

間接評価：フォーカスグループインタビュー 

     授業評価アンケート 

学生生活・学修行動調査 

3 

グローバルなコミュニケーション力 

学生は幅広い教養と文化・地域の多様性を踏まえたコミュニケーション力を持ち、

世界の様々な課題に取り組む姿勢を有している。 

1～4 年次 

毎年度末 

直接評価：外国語科目の単位修得率 

グローバル科目の単位修得率 

政治経済学部副専攻「外国語地域副専攻」の修了

者数 

日本語学位プログラム生の英語開講科目の単位修

得率 

間接評価：フォーカスグループインタビュー 

     授業評価アンケート 

学生生活・学修行動調査 

     海外留学率 

4 

問題発見・解決力 

学生はデータ分析力を身につけ、新たな問題を言語化またはモデル化し、論理的に

解を導くことができる。 

1～4 年次 

毎年度末 

直接評価：分析手法・方法論科目の単位修得率 

間接評価：フォーカスグループインタビュー 

     授業評価アンケート 

学生生活・学修行動調査 

5 

プレゼンテーション力 

学生は導いた解を建設的に提案するプレゼンテーション力および論文作成力を有し

ている。 

2～4 年次 

毎年度末 

直接評価：演習系科目の単位修得率 

間接評価：フォーカスグループインタビュー 

     授業評価アンケート 

学生生活・学修行動調査 
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＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

ディプロマ・ポリシー 

 

2022 年 5 月 学修成果 1．PPE 及び 4．問題発見・解決力に記載の内容

に合わせて表現を修正 

新たに設定した学修成果に関連付けて

分かりやすく公表するため 

アドミッション・ポリシー 

 

2022 年 5 月 実態に即した表現に修正 3 つのポリシーの点検に際し、修正すべ

き表現が確認されたため 

 

 

   

 

※確認事項 3-1、3-2、3-3、3-4、3-5、3-6、3-7、3-8、3-9、3-10 は該当なし 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名： 法学部 

※学部・研究科ごとに作成してください。                             

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した ２０２２年４月、５月  会議名：法学部運営委員会 

☐確認していない  

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☐設定していない  

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなど、わかりやすく記述している 

（３）学修成果を明示している 
☒明示している ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示している学修成果 

⑴法に関する知識・理論を体系的に理解する力 

法学に関する多種多様な知識（判例を含む）および理論を体系的に理解する力 

⑵適切な法規範を発見し、それを合理的に解釈して適用する力 

多種多様な法規範の中から、解決すべき法的問題に関係する法規範を適切に探し出し、それを合理的に解釈したうえで、法的問題の基礎にある個別具体的な事

実に正しく適用することのできる力 

⑶事実を的確に把握し、それを法的に適切に評価・構成する力 

法的問題の基礎にある個別・具体的な事実を正確に捉え、その上で、それを法的観点から適切に評価し、かつ、構成することのできる力 

⑷新たに生起する問題を発見し、それを法的に適切に解決する力 
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 社会関係のグローバル化等により変動する事実・社会現象をより広い視野から適切に捉え、そこから新たに生じうる問題を法的観点から言語化またはモデル化

し、それを合理的に解決する解を論理的に説明して提案する力 

⑸新たな法規範を帰納し、将来に向けた適正な法的ルールを創造する力 

既存の法規範・法的ルール・法制度では適切に捉えきれず、解決することのできない課題を見出し、当該課題の基礎にある個別具体的な事実から新たな法規範

を帰納し、将来に向けた適正な法的ルールを創造する力 

⑹自律と寛容の精神 

自主独立の精神を持って自他の個性・価値観の相対性を認め、公正な視点で多様性を受容する姿勢 

⑺健全な批判精神 

社会の諸事象を多面的に捉え、既存の考え方・解決策を健全に批判し、将来志向の新たな提案を行う姿勢 

⑻コミュニケーション力 

 日本語のみならず、外国語の知識および運用力をも活かし、問題の解決を図るために、他者との意思疎通および相互理解を実現する力 

⑼国際性 

価値の多様性を尊重し、多様な価値観を有する世界の様々な人々と協働して、全地球的規模の問題や世界の各地で具体的に発生する様々な問題の解決に当たるこ

とができる姿勢 

 

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☒設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☒学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☒学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☒測定時期を明確にしている 

☒どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない 2022 年 10 月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 

 

明示予定のアセスメントポリシーは別紙の通りです。 
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＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

ディプロマ・ポリシー 

カリキュラム・ポリシー 

2022 年 5 月 ディプロマポリシーに学修成果を明示し、その過程で既

存の記載内容を見直した。学修成果の明示によりカリキ

ュラムポリシーもそれに対応する記載に変更した。 

ディプロマポリシー、カリキュラムポ

リシーについて、新たに設定した学修

成果に関連付けて分かりやすく公表す

るため 
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※以下は該当する学部・研究科のみ記載 

 

※確認事項 3-1、3-2、3-4、3-5、3-6、3-7、3-8、3-9、3-10 は該当なし 

確認事項 3-3   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応③  指摘事項： 学位授与方針に、修得すべき知識、技能、能力など当該学位にふさわしい学習 

                                     成果を示していない     

該当箇所： 法学部、政治学研究科博士後期課程ジャーナリズムコース、経済学研究科、文学研究科、教育学研究科（教職大学院を除く）、国際コミュニケーション

研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学位授与方針を公表している 
☒公表している ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

学修成果を明示したディプロマポリシー、そのディプロマポリシーに関連したカリキュラムポリシーを、法学部 Web サイトで公表した。 

https://www.waseda.jp/folaw/law/about/policy/ 
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◆アセスメント・ポリシー

学位・コース 学修成果 測定時期 測定方法※「複数の方法」かつ「直接評価1つ以上」が求められています どの水準をもって達成とするか 備考欄（自由記述欄としてご利用ください）

<学修成果１>法に関する知識・理論を体系的に
理解する力

１～４年次
直接評価：導入教育科目の履修成績，法律科目の履修成績
間接評価：主専攻法学演習での個別学生アンケート

直接評価：科目の合格水準
間接評価：成果を実感できる状態

<学修成果２>適切な法規範を発見し、それを合
理的に解釈して適用する力

１～４年次
直接評価：導入教育科目の履修成績，法律科目の履修成績
間接評価：主専攻法学演習での個別学生アンケート

直接評価：科目の合格水準
間接評価：成果を実感できる状態

<学修成果３>事実を的確に把握し、それを法的
に適切に評価・構成する力

１～４年次
直接評価：導入教育科目の履修成績，法律科目の履修成績，外国語科目の履修成
績、教養科目の履修成績
間接評価：主専攻法学演習や教養演習科目での個別学生アンケート

直接評価：科目の合格水準
間接評価：成果を実感できる状態

<学修成果４>新たに生起する問題を発見し、そ
れを法的に適切に解決する力

１～４年次
直接評価：導入教育科目の履修成績，法律科目の履修成績
間接評価：主専攻法学演習での個別学生アンケート

直接評価：科目の合格水準
間接評価：成果を実感できる状態

<学修成果５>新たな法規範を帰納し、将来に向
けた適正な法的ルールを創造する力

１～４年次
直接評価：導入教育科目の履修成績，法律科目の履修成績
間接評価：主専攻法学演習での個別学生アンケート

直接評価：科目の合格水準
間接評価：成果を実感できる状態

<学修成果６>自律と寛容の精神 １～４年次
直接評価：導入教育科目の履修成績，法律科目の履修成績，外国語科目の履修成
績、教養科目の履修成績
間接評価：主専攻法学演習や教養演習科目での個別学生アンケート

直接評価：科目の合格水準
間接評価：成果を実感できる状態

<学修成果７>健全な批判精神 １～４年次
直接評価：導入教育科目の履修成績，法律科目の履修成績，外国語科目の履修成
績、教養科目の履修成績
間接評価：主専攻法学演習や教養演習科目での個別学生アンケート

直接評価：科目の合格水準
間接評価：成果を実感できる状態

<学修成果８>コミュニケーション力 １～４年次
直接評価：導入教育科目の履修成績，法律科目の履修成績，外国語科目の履修成
績、教養科目の履修成績
間接評価：主専攻法学演習や教養演習科目での個別学生アンケート

直接評価：科目の合格水準
間接評価：成果を実感できる状態

<学修成果９>国際性 １～４年次
直接評価：導入教育科目の履修成績，法律科目の履修成績，外国語科目の履修成
績、教養科目の履修成績
間接評価：主専攻法学演習や教養演習科目での個別学生アンケート

直接評価：科目の合格水準
間接評価：成果を実感できる状態

法学部

別紙
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：教育学部 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した 2021 年 9 月 会議名：教授会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☒パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☒明示している ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

教育学部 ディプロマポリシー 一部抜粋 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

教育学部では、卒業時に身に着けておくべき能力を以下のように定める。  

学修成果 1  教育者（教員に限らず）としての資質を有し、学問的に裏打ちされた知識を基盤に物事を判断する力を有している。  

学修成果 2  下表に定める分野において、基礎的な原理、法則、理論を理解し応用することができる。  

学位：学科、専攻、専修  定める専門性  
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学士（教育学）：教育学科教育学専修・生

涯教育学専修・初等教育学専攻  
教育に関する事象を論理的に理解する考察力  

学士（心理学）：教育学科教育心理学専

修  
人間の心理・行動を多様な方法で理解する心学的考察力  

学士（文学）：国語国文学科・英語英文学

科  
人間社会の多様な文化を理解する言語･文学的考察力  

学士（地理学）：社会科地理歴史専修  世界の多様な自然・文化を理解する地理学的考察力  

学士（歴史学）：社会科地理歴史専修  世界の多様な社会・文化を理解する歴史学的考察力  

学士（公共市民学）：社会科公共市民学専

修  

多様な立場の個人や集団の関係を理解する社会科学的考

察力  

学士（理学）：理学科・数学科  自然や数理の世界を理解する科学的・数学的考察力  

学士（学術）：複合文化学科  人間社会の多様な文化を理解する多元的･多面的考察力  

  

学修成果３  問題発見・解決力：新たな問題を言語化またはモデル化し、解を提案、論理的に説明する力を身につけている。  

学修成果４  健全な批判精神：社会および自然界の事象を多面的に捉え、既存の問題設定や解を健全に批判し、建設的な提案を行う姿勢を身につけている。  

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

英語英文学科 

カリキュラム一部改正 

2023 年度 2023 年度入学者より英語英文学科の専門必修

科目のカリキュラムを一部改正する。 

英語英文学科の専門必修科目の一部として AWADE を導入することに

伴い、英語英文学科のカリキュラムの一部改正が必要なため。 

 

 

   

 

 

   

 

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☐設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☒設定していない 2022 年 11 月 設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☒学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☒学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☒測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない 2022 年 11 月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 
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※以下は該当する学部・研究科のみ記載 

 

※確認事項 3-1、3-2、3-3、3-4、3-6、3-7、3-8、3-9、3-10 は該当なし 

 

確認事項 3-5   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑤  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針を授与する学位ごとに定めていない。   

該当箇所： 教育学部、基幹理工学部、創造理工学部、先進理工学部、経済学研究科、法学研究科修士課程、教育学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、

先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科修士課程、人間科学研究科修士課程、経営管理研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応もし

くは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 
☒公表している ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：商学部 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                 

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した 2022 年 6 月  会議名：学部運営委員会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☐設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☒設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☐各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☐複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☐知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☐「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

以下の通り、学部運営委員会・カリキュラム委員会にてアセスメント・ポリシーの検討・設定を進めている。 

2022 年 6 月 22 日 商学部運営委員会「３つのポリシーの件」 

現行の３ポリシーについて確認するとともに、ディプロマ・ポリシーに関連付けた学修成果、ならびにアセスメント・ポリシーの策定を今後予定していることを 

説明した。 
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＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

    

 

※確認事項 3-1、3-2、3-3、3-4、3-5、3-6、3-7、3-8、3-9、3-10は該当なし 

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☐設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☒設定していない 2023 年 3 月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☐学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☐学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☐測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：社会科学部 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                 

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した  2021 年 １0 月  会議名：社会科学総合学術院教授会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない 2022 年 12 月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

社会科学部では、卒業時に身に着けておくべき能力を以下のように定める。  

学修成果 1 社会科学の基礎的理解①：未知の問題や将来の危機に対して、豊かな感性による洞察力、多様な価値観の理解力、問題発見力を身につけている。  

学修成果 2 社会科学の基礎的理解②：確かな現実認識と社会の本質を理解する分析能力を身につけている。  

学修成果 3 学際性：多領域の知を結集した問題解決能力と社会を切り拓く社会構想力を身につけている。  

学修成果 4 臨床性：理論と実践、思考と行動を往還しながら、矛盾や葛藤を自らが乗り越える主体的な自己修正力を身につけている。  

学修成果 5 国際性：多様な国、言語、価値、利害関係を背景とする主体とコミュニケーションできる国際的な表現力と協働力を身につけている。  

 

 

017



 

 

 

＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

カリキュラム 

 

2024 年度 AWADE を導入 カリキュラム上の必要性の検討によ

る。 

入試制度の変更 

 

2024 年度 全国自己推薦入学試験の出願資格における英語外部検定

試験の必須化 

学部理念の一つである「国際化」に対応

するため。 

入試制度の変更 

 

2023 年度 外国学生入試における英語外部検定試験を TOEFL に単

一化 

書類評価における公平性を保つため 

 

※確認事項 3-1、3-2、3-3、3-4、3-5、3-6、3-7、3-8、3-9、3-10 は該当なし 

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☐設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☒設定していない 2022 年 10~11 月 設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☐学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☐学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☐測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 

別紙のとおり検討中 
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箇所名：社会科学部 

 

アセスメント・ポリシーの検討状況の中間報告書 

 

◆明示している学修成果 

社会科学部では、卒業時に身に着けておくべき能力を以下のように定める。 

学修成果 1 社会科学の基礎的理解①：未知の問題や将来の危機に対して、豊かな感性による洞察力、多様な価値観の理解力、問題発見力を身につけている。 

学修成果 2 社会科学の基礎的理解②：確かな現実認識と社会の本質を理解する分析能力を身につけている。 

学修成果 3 学際性：多領域の知を結集した問題解決能力と社会を切り拓く社会構想力を身につけている。 

学修成果 4 臨床性：理論と実践、思考と行動を往還しながら、矛盾や葛藤を自らが乗り越える主体的な自己修正力を身につけている。 

学修成果 5 国際性：多様な国、言語、価値、利害関係を背景とする主体とコミュニケーションできる国際的な表現力と協働力を身につけている。 

 

◆学修成果の測定方法と課題 

 

・学修成果を測定するツールとして、社会科学部独自の「学際教育ルーブリック」を新たに設定する。ディプロマ・ポリシーをもとに評価指標と達成度を定義

し、学生による自己評価と、ゼミナール担当教員による直接評価を重ねることで、学生、教員、学部それぞれの効果創出をめざす。 

 

(1) 学際教育ルーブリックの構成 

① 指標評価 

ディプロマ・ポリシーから導出される複数の評価指標に対して、入学レベル、中途レベル、学士取得レベル、突出レベルの 4 段階に分けて達成度を測定

する。 

 

② 定性評価 

指標評価の裏付けとなる評価コメントや、今後に向けたフィードバックを適宜記載する。 

 

別紙 
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(2) 測定手順・測定時期 

① 学生は、1 年次のラーニング・コミュニティにて学際ルーブリックの使用方法を学ぶ。 

② 学生は、１年次～４年次の学期始・学期末に間接評価（自己評価）を行う。 

③ ゼミナール担当教員は、2 年次～4 年次の学年末にゼミナール等での取り組みをもとに直接評価を行う。 

 

   以上を踏まえ、知識集約型社会を支える人材育成事業「インテンシブ教育プログラム」補助金事業の一環で学際教育ルーブリックを試行導入した。 

2022 年 1 月にゼミナール担当教員・履修学生の評価を実施、2022 年 4 月に全学生の評価を実施した。 

 

(3) 継続検討事項 

① 本学部のゼミナールは社会問題/アプローチベースのいわゆる学際的な領域から、ディシプリンベースの専門性を重視する領域まで、多種多様な構成で
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ある。すべてのゼミナールでルーブリックの全指標を使用するか、あるいは指標や目標達成度をゼミナールごとに選択しうるものとするか等、今回の試

行導入を通じて検証する。 

ゼミナールを履修していない学生については、アセスメント・ポリシーの設定要否も含め、科目積み上げによる直接評価、あるいはインタビューその他

による間接評価を視野に今後継続的に検討する。 

② 試行導入した学際教育ルーブリックは４段階で設定したが、外部専門家等から５段階評価が望ましい旨の指摘があるため、評価段階の設定を見直す必要

がある。 

③ 成績・GPA の活用も検討課題である。当学部は学際的なカリキュラムを特色としており、学生の興味関心に応じた自由度の高いカリキュラム体系であ

る。そのため、各科目の成績・GPA と各学修成果との関連性の示し方を検討する必要がある。一案として、学生の履修指針として設定しているアカデミ

ックカテゴリーの活用が考えられる。 
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(4) 改訂版ルーブリック検討案 

 

  

022



 

 

  

023



 

 

  

024



 

 

  

025



 

 

026



 

２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：人間科学部 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☐確認した 年 月  会議名： 

☒確認していない 2022 年 12 月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☒明示している ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

①日本語の運用力、外国語の実践力の総合としての「言語力」を身につけている。 

②情報・データ等の収集・分析・表現能力の総合として「データ・リテラシー」を身につけている。 

③科学的・論理的な思考力と専門的知識や方法論を身につけている。 

④主観的経験や倫理的問題に対して、解釈学的方法を用いて考察できる。 

⑤具体的な「専門性」のもと、帰納的で検証可能な分析を行うことができる。 

⑥社会への開かれた関心と態度を身につけ、その多様性を理解し共感することができる。 

⑦人間的事象を複眼的な視点から捉え、そこに解決すべき課題を発見することができる。 

⑧多様な専門性を横断する「インターディシプリナリー」な視点から、現実を捉えることができる。 
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⑨課題探究(フィールドや実験)プロジェクトをマネジメントすることができる。 

⑩課題解決のためのアクション・プランをデザインすることができる。 

⑪研究成果や自らの考えを具体物として表現することができる。 

⑫自分とは異なる意見､価値観、感性、文化、言語を持つ他者と協働することができる。 

⑬様々な専門性をつないで「インタープロフェッション」を推進する知識や技能を身につけている。 

⑭社会的公正を尊重した倫理観を持ち、社会に貢献しようとする態度を身につけている。 

⑮科学の可能性と限界を理解し、現実への批判や反省を行うことができる 

⑯自律性・積極性・協調性を備え、自己教育を行うことができる。 

⑰自らのキャリア・プランをデザインすることができる。 

 

 

  

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☐設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☒設定していない 2022 年 12 月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☐学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☐学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☐測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒設定していない 2023 年 3 月  明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 
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＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

カリキュラム・シークエンス

図の公開方針の決定 

2022 年 3 月 人間科学部では 2013 年度の時点で、カリキュラム・シー

クエンス図という名称で、カリキュラムマップを作成し、

カリキュラムの議論の際に活用してきた。しかし、学生を

含め学生に対して非公開としてきた。これを見直し、今後

のカリキュラムポリシーの可視化やアセスメントポリシ

ーの制定の前提として、カリキュラムシークエンス図（カ

リキュラムマップ）を公開する方針とした。 

カリキュラムマップの公開、関連する

アセスメントポリシー設定のため。 

オンライン授業の実施方針

の制定 

2022 年 3 月 カリキュラムポリシーの一貫として、オンライン（オンデ

マンド、リアルタイム、ハイフレックス等）での授業実施

の条件や方針を定めた。 

関連するアセスメントポリシー設定の

ため。 

科目ゾーニング制度の修正 2022 年 3 月 2023 年度の 100 分授業に対応する科目ゾーニング（科目

区分毎の時間割設定の目安）を定めた。 

関連するアセスメントポリシー設定の

ため。 

 

※確認事項 3-1、3-2、3-3、3-4、3-5、3-6、3-7、3-8、3-9、3-10 は該当なし 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：スポーツ科学部 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                 

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した 2020 年  11 月  会議名：スポ科院教授会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☒明示している ☒要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

① リテラシー  

・外国語の実践的な総合力としての「言語力」を身につけている。 ・情報を読み解く「データ・リテラシー」を身につけている。  

② 専門性  

・スポーツ科学に関する専門的知識を習得している。 ・スポーツ科学分野における基礎的な原理・原則を理解し、応用することができる。  

③ コミュニケーション力  

・能力や素養を活かすために、他者との相互理解を実現する力を身につけている。 ・一元的な思想や価値観にとらわれないグローバルな視点を持ち、多様な人々と協働し

て地 球社会に貢献できる姿勢を身につけている。  

④ 独創性  
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・進取の精神をもって伝統の殻を破る新しい概念を構築する力を身につけている。 

 

 

  

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☐設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☒設定していない    2022 年  11 月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☐学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☐学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☐測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 
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＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

カリキュラム 

 

2023 年 4 月 現行の「スポーツ教養演習Ⅰ」「スポーツ教養演習Ⅱ」に

加え「スポーツ教養演習Ⅲ」（１単位）を必修科目に追加 

2023年度カリキュラム改定の基本コン

セプトである「初学者教育の充実」を達

成するために、リベラルアーツ教育の

充実として「スポーツ教養演習」を現行

の 2コマ構成から 3コマ構成に変更し、

履修者に仲間づくりやスポーツ科学の

基礎を理解させるだけでなく、幅広い

アカデミックスキル（対話、プレゼンテ

ーション、ライティング、ピアレビュ

ー、リーディング、情報交換スキル・リ

ーダーシップ等）を理解・体得させるカ

リキュラムに変更する。 

 

※確認事項 3-1、3-2、3-3、3-4、3-5、3-6、3-7、3-8、3-9、3-10 は該当なし 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート 学部・研究科名：国際教養学部 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                 

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した 2022 年 4 月  会議名：国際教養学部運営委員会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☒パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☐設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☒設定していない 2023 年 3 月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☐各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☐複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☐知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☐「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない 2023 年 3 月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 
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＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

※確認事項 3-1、3-2、3-3、3-4、3-5、3-6、3-7、3-8、3-9、3-10 は該当なし 

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☐設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☒設定していない 2023 年 3 月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☐学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☐学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☐測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない 2023 年 3 月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：文化構想学部 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した 2021 年 7 月  会議名：文学学術院教授会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 

☒設定している 

※詳細は別紙のとおり。 

⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない 2023 年 8 月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 
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＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

カリキュラム・ポリシー 

 

2022 年 4 月～ 部分的に字句の修正を行った。 より適切で解りやすい記載とするため。 

 

 

   

 

 

   

 

※確認事項 3-1、3-2、3-3、3-4、3-5、3-6、3-7、3-8、3-9、3-10 は該当なし 

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 

☒設定している 

※詳細は別紙のとおり。 

⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☒学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☒学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☒測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない 2023 年 8 月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 
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文化構想学部 アセスメントポリシー（最終案） 2022.04.17 

 

１．概要 

【目的】 

 学生の学修成果について、ディプロマポリシーで示された各項目を、以下のとおり検

証する。 

【実施体制】 

文化構想学部長を実施責任者とし、文化構想学部教務主任が実施する。 

【学修成果の測定方法】 

以下の学修成果について、別紙のアセスメント・チェックリストにより実施する。 

 

２．学修成果 

・（DP5に対応）あらゆる学問の基礎となるアカデミック・リテラシーを身につける。 

・（DP7に対応）幅広い視野と柔軟で豊かな発想力をともなう基礎的能力を身につける。 

・（DP8 に対応）自身の研究テーマを構想するための多角的な視点と大局的な視野を得

る。 

・（DP9に対応）他の学生や教員との討論・意見交換を通じて、独自性をもつ研究テーマ

を確立することができる。 

・（DP9 に対応）一定の学問的水準と独創性を備えた自己の見解を表明することができ

る。 

・(DP6 に対応) グローバル化を反映した幅広いトピックに対応できる日本語あるいは

外国語能力を習得する。 

・（DP6に対応）異文化理解力とコミュニケーション力を駆使しながら、自己の考えを表

明することができる。 

（DP3に対応）人と情報が地球規模で行き交うなかで、他者との協働を通じて、主体的

に生きていくことができる。 

・（DP1・2に対応）現代の世界が抱える諸課題を領域横断的に分析し、国内および国際

的な諸問題の解決に役立てることができる。 

・（DP4に対応）文学・哲学・歴史学・社会学をはじめとする人文社会科学全般にわたる

学識をもって、現代社会の持続的な発展に貢献することができる。 

 

３．アセスメント・チェックリスト（別紙） 
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学修成果アセスメント・チェックリスト案（文化構想学部） 2022/03/10 
 

1 

 

測定時期

（学修段階） 

測定方法 学修成果との関連 手法 評価者 結果の活用方法 

1 年次 必修基礎演習

の単位取得・成

績 

（DP5）あらゆる学問の基礎となるアカデ

ミック・リテラシーを身につける。 

成績評定* 

アンケート（未

進級者対象） 

学部 

担当教員 

学生 

・進級判定 

・未進級者には理由の報告を求め，

修学相談・指導を実施 

1～4 年次 基礎外国語・必

修英語・選択外

国語・選択英語

の単位取得・成

績 

（DP6）グローバル化を反映した幅広いト

ピックに対応できる日本語あるいは外国

語能力を習得する。 

（DP6）異文化理解力とコミュニケーショ

ン力を駆使しながら、自己の考えを表明す

ることができる。 

成績評定* 

アンケート（未

進級者対象） 

学部 

担当教員 

学生 

・進級判定（基礎外国語） 

・未進級者には理由の報告を求め，

修学相談・指導を実施 

・卒業判定 

1～4 年次 講義の単位取

得・成績 

（DP8）自身の研究テーマを構想するため

の多角的な視点と大局的な視野を得る。 

成績評定* 

 

学部 

担当教員 

・卒業判定 

2～4 年次 専門演習の単

位取得・成績 

（DP6）異文化理解力とコミュニケーショ

ン力を駆使しながら、自己の考えを表明す

ることができる。 

（DP7）幅広い視野と柔軟で豊かな発想力

をともなう基礎的能力を身につける。 

成績評定* 

 

学部 

担当教員 

・卒業判定 

 

 

2～4 年次 卒業に必要な

単位取得全般 

（DP6）グローバル化を反映した幅広いト

ピックに対応できる日本語あるいは外国

語能力を習得する。 

（DP6）異文化理解力とコミュニケーショ

ン力を駆使しながら、自己の考えを表明す

単位取得状況 

GPA 

アンケート（成

績不振者対象） 

学部 

学生 

・学年ごとに一定の基準を設けて未

達成者には理由の報告を求め，必要

に応じて修学相談・指導を実施 
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ることができる。 

（DP7）幅広い視野と柔軟で豊かな発想力

をともなう基礎的能力を身につける。 

（DP8）自身の研究テーマを構想するため

の多角的な視点と大局的な視野を得る。 

（DP9）一定の学問的水準と独創性を備え

た自己の見解を表明することができる。 

2 年次 ゼミ志望理由 

卒業研究計画 

（DP7）幅広い視野と柔軟で豊かな発想力

をともなう基礎的能力を身につける。 

（DP8）自身の研究テーマを構想するため

の多角的な視点と大局的な視野を得る。 

ゼミ志望理由書 

卒業研究計画書 

※既修科目と志望理

由・研究計画との関

連性を記載させる。 

学生 ・ゼミ選考 

・卒業研究指導教員決定 

3～4 年次 ゼミの単位取

得・成績 

（DP3）人と情報が地球規模で行き交うな

かで、他者との協働を通じて、主体的に生

きていくことができる。 

（DP9）他の学生や教員との討論・意見交

換を通じて、独自性をもつ研究テーマを確

立することができる。 

成績評定* 

 

学部 

担当教員 

・卒業判定 

4 年次 ゼミ論文・卒業

研究の評価 

（DP1・2）現代の世界が抱える諸課題を

領域横断的に分析し、国内および国際的な

諸問題の解決に役立てることができる。 

（DP9）一定の学問的水準と独創性を備え

た自己の見解を表明することができる。 

成績評定* 学部 

論系 

担当教員 

・卒業判定 
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4 年次 卒業・就職・進

学状況 

（DP1・2）現代の世界が抱える諸課題を

領域横断的に分析し、国内および国際的な

諸問題の解決に役立てることができる。 

（DP4）文学・哲学・歴史学・社会学をは

じめとする人文社会科学全般にわたる学

識をもって、現代社会の持続的な発展に貢

献することができる。 

就職・進学率 

就職・進学先 

大学 

学部 

・教職員に開示してカリキュラム改

革・学習環境改善の参考とする。 

「学部卒業予定

者の進路に関す

る調査」（4 年次

生対象のアンケ

ート） 

学生 

 

・教職員に開示してカリキュラム改

革・学習環境改善の参考とする。 

 

*本学部では，学部として成績評定にルーブリックを導入することはしない。ルーブリックは学修成果を複数の要素に分解して評価するものだが，

人文系の学修・研究においては，部分の総和がただちに全体になるわけではなく，たとえば，ある要素における突出した成果が，他の要素の達成

度如何にかかわらず全体としての高評価に結びつくことがしばしばあるからである。また，本学部で扱う学問分野はきわめて多岐にわたり，学横

断的・超領域的アプローチを指向するプログラムや科目も少なくない。したがって，個々の論系・プログラム・科目によって，成績評価の観点・

尺度は多様にならざるを得ないが，そうした細分化されたルーブリックを設計することは現実的に困難である。受講する学生にとっても，本学部

においては，必修科目が少なく，自身の属する学部・論系以外の科目を幅広く履修できるカリキュラムが組まれているため，多種多様なルーブリ

ックに一々対応することは，過重な負担となる。ただし，ルーブリックに代わるものとして，成績評定を学修成果アセスメントに用いるにあたっ

ては，当該科目群において求められる学修成果を教員に対して明示し，シラバス執筆・成績評定にあたって留意することを要請したい。 
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資料：文化構想学部ディプロマ・ポリシー 

 

学部の理念・目標 

（DP1）多元的・複合的な文化の様相と構造を解明し、表象の分析と文芸の創造に取り組み、

人間と社会の本質に迫ることによって、新しい時代にふさわしい文化を構想する。 

（DP2）文化学の叡智を現代の課題で照らし、これまでの学問領域を大胆に乗り越えて、広

領域的・学融合的アプローチを実践する。 

 

人材養成の方針 

（DP3）人と情報が地球規模で交流し、文化が複雑に絡まりあい、多面的な様相がみられる

時代を生き抜くための幅広い教養をもった人材を育成する。 

（DP4）柔軟で豊かな発想力を使って、新しい文化の世界をダイナミックに構想できる人材

を育成する。 

 

具体的な到達目標 

（DP5）「必修基礎演習」を通じて、専門学習に取り組むための基礎となるアカデミック・

リテラシーを身につける。 

（DP6）「必修英語」・「基礎外国語」などの履修を通じて、専門課程で充分に活用でき、ま

た様々な場面における幅広いトピックに対応できる外国語能力を身につける。 

（DP7）各論系に設置される「専門演習」の履修を通じて、文化研究の方法を実践的に学び、

専門研究に取り組むための基礎的な能力を養う。 

（DP8）「講義」・「選択英語」・「選択外国語」などを、論系の枠にとらわれずに自由に組み

合わせて履修することを通じて、ダイナミックな学問の広がりを体験し、基礎教養を深める

とともに、自らの研究テーマを構想するための広やかな視野を得る。 

（DP9）「論系ゼミ」または「卒業研究」のいずれかを選択し、学生相互の討論や教員によ

る指導を通じて自らの研究テーマを確立し、学修の集大成として、一定の学問的水準と独創

性を備えた「ゼミ論文」または「卒業研究」を作成・提出する。 

 

 

（注記）文化構想学部のディプロマ・ポリシー自体には番号等は振られていないが、アセス

メント・ポリシー策定にあたって、両者の対応関係を明示するため、ディプロマ・ポリシー

の各項目に「DP」および通し番号を付した。 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：文学部 

※学部・研究科ごとに作成してください。                               

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した 2021 年 7 月  会議名：文学学術院教授会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 

☒設定している 

※詳細は別紙のとおり。 

⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない 2023 年 8 月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 
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＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

カリキュラム・ポリシー 

 

2022 年 4 月～ 部分的に字句の修正を行った。 より適切で解りやすい記載とするため。 

カリキュラム・ポリシー 

アドミッション・ポリシー 

2023 年 4 月～ 部分的に字句の修正を行った。 より適切で解りやすい記載とするため。 

 

 

   

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 

☒設定している 

※詳細は別紙のとおり。 

⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☒学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☒学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☒測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない 2023 年 8 月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 
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※確認事項 3-1、3-2、3-3、3-4、3-5、3-6、3-7、3-8、3-9、3-10 は該当なし 
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2022.04.15 

 

【文学部】学修成果・アセスメントポリシー・測定方法（最終版） 

 

●学修成果 

１．学問の基礎となるアカデミック・リテラシーを習得する。 

２．人文社会科学の諸分野に幅広くふれ、基礎教養を深めるとともに、人間の本質を専門

的に探究するための確かな知識と論理を習得する。 

３．専門とする学問分野を体系的に深く学び、健全な批判精神を発揮しつつ、独自性のあ

る研究テーマを構想できる。 

４．自らの研究テーマを確立したうえで、問いを追究するための具体的な方法を実践し、

一定の学問的水準と独創性を備えた知見を表現することができる。 

５．必修外国語（英語）の習得によって、聞く・話す・読む・書くという基本的技能にも

とづいて、状況に応じた高度なコミュニケーションを実践できる。 

６．基礎外国語（フランス語・ドイツ語・ロシア語・中国語・スペイン語・イタリア語・

朝鮮語・アラビア語から１言語を選択）の習得によって、聞く・話す・読む・書くと

いう基本的技能にもとづいて、世界の多様性を把握し理解することができる。 

７．多角的な視点を通じて世界の広がりを理解し、多様な文化、多様な人間と協調して様々

な問題の解決に取り組むことができる。 

 

●アセスメントポリシー 

早稲田大学文学部は、学生の学修成果について、下記の観点から検証を行う。 

 入学時において、各種入学者選抜における成績や調査書の内容等を用いて、アドミッシ

ョン・ポリシーで求める資質・能力が備わっているかを把握するとともに、「人間とは何か」

を問うことへの関心を有していることを確認する。 

初年次教育における取り組みや成果を通じて、課題の理解能力、情報の収集能力（図書

館の使い方、インターネットの使い方、倫理の理解等）、情報整理の技術（定期刊行物の扱

い方、文章の読み方等）、自他の思考の区別の仕方、課題に対する考察の仕方、自らの考え

の形成と表現の方法等を習得していることを把握する。 

外国語教育における取り組みや成果を通じて、幅広いトピックに対応し、自己を表現で

きる高度な外国語の運用能力（とりわけ英語の運用能力）を習得していることを把握する。

さらに、複数の言語を学ぶことによって人間や文化の多様なあり方を知り、考え、理解し、

世界を多角的な視点で捉えることができる資質・能力を習得していることを把握する。 

専門教育における取り組みや成果を通じて、学問の内容や研究方法、自ら問題を発見し

解決していく思考力、テキストの読解や調査・実験によって得られる情報についての理解

力、自らの考えを論理的に表現できる文章力・プレゼンテーション力、他者と協調し議論

しながら多角的に問題を捉える力や態度等を習得していることを把握する。 

 卒業所定単位数のうち８単位を占める卒業論文の執筆とその成果を通じて、ディプロマ・

ポリシーで求める資質・能力が備わっているかを把握するとともに、課題に取り組む自主

性、知見を導出するための分析的思考力、論理構成力、表現力等を習得していることを把

握する。さらに、一つの知見を得ることによってさらに問いが広がることを知り、学びを

継続させることの必要性と喜びを理解する力を習得していることを把握する。 

 学修成果は、課題に設定された目標に対する到達の度合いによって測定され、授業ごと

に行われる成績判定を通して評価される。成績は、通常科目の場合は A+・A・B・C・F・
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G・H にて表示し、A+～C を合格、F～H を不合格とする。成果をもって評価を与える科

目の場合は P・Qにて表示し、Pを合格、Qを不合格とする。 

 

●学修成果を測定する方法 

学修段階 測定方法 学修成果との関連 

初年次教育 

必修基礎演習、基礎講義、選択基礎演習、

文学部共通科目等の授業における取り組

みや成果、および専門コースへの進級判

定を通じて、測定を行う。 

・学問の基礎となるアカデミック・リテラシーを
習得する。（１） 

・人文社会科学の諸分野に幅広くふれ、基礎教養
を深めるとともに、人間の本質を専門的に探究
するための確かな知識と論理を習得する。（２） 

・必修外国語の習得によって、聞く・話す・読む・
書くという基本的技能にもとづいて、状況に応
じた高度なコミュニケーションを実践できる。
（５） 

・基礎外国語の習得によって、聞く・話す・読む・
書くという基本的技能にもとづいて、世界の多
様性を把握し理解することができる。（６） 

外国語教育 

必修英語、基礎外国語、選択英語、選択外

国語等の授業における取り組みや成果を

通じて、測定を行う。 

・学問の基礎となるアカデミック・リテラシーを
習得する。（１） 

・人文社会科学の諸分野に幅広くふれ、基礎教養
を深めるとともに、人間の本質を専門的に探究
するための確かな知識と論理を習得する。（２） 

・必修外国語の習得によって、聞く・話す・読む・
書くという基本的技能にもとづいて、状況に応
じた高度なコミュニケーションを実践できる。
（５） 

・基礎外国語の習得によって、聞く・話す・読む・
書くという基本的技能にもとづいて、世界の多
様性を把握し理解することができる。（６） 

・多角的な視点を通じて世界の広がりを理解し、
多様な文化、多様な人間と協調して様々な問題
の解決に取り組むことができる。（７） 

専門基礎教育 

各コースの専門講義・専門演習、文学部

共通科目、全学オープン科目等の授業に

おける取り組みや試験ないしレポートの

成果を通じて、測定を行う。 

・学問の基礎となるアカデミック・リテラシーを
習得する。（１） 

・人文社会科学の諸分野に幅広くふれ、基礎教養
を深めるとともに、人間の本質を専門的に探究
するための確かな知識と論理を習得する。（２） 

・専門とする学問分野を体系的に深く学び、健全
な批判精神を発揮しつつ、独自性のある研究テ
ーマを構想できる。（３） 

専門教育 

各コースの専門講義・専門演習、文学部

共通科目、全学オープン科目、専門特殊

研究等の授業、およびフィールド実習、

ボランティア実践等における取り組みや

試験ないしレポートの成果を通じて、測

定を行う。 

・学問の基礎となるアカデミック・リテラシーを
習得する。（１） 

・専門とする学問分野を体系的に深く学び、健全
な批判精神を発揮しつつ、独自性のある研究テ
ーマを構想できる。（３） 

・自らの研究テーマを確立したうえで、問いを追
究するための具体的な方法を実践し、一定の学
問的水準と独創性を備えた知見を表現するこ
とができる。（４） 

・多角的な視点を通じて世界の広がりを理解し、
多様な文化、多様な人間と協調して様々な問題
の解決に取り組むことができる。（７） 

卒業論文研究 

専門演習（卒論）等の授業における取り

組みや成果、卒業論文の完成、および卒

業判定を通じて、測定を行う。 

・学問の基礎となるアカデミック・リテラシーを
習得する。（１） 

・専門とする学問分野を体系的に深く学び、健全
な批判精神を発揮しつつ、独自性のある研究テ
ーマを構想できる。（３） 

・自らの研究テーマを確立したうえで、問いを追
究するための具体的な方法を実践し、一定の学
問的水準と独創性を備えた知見を表現するこ
とができる。（４） 

・多角的な視点を通じて世界の広がりを理解し、
多様な文化、多様な人間と協調して様々な問題
の解決に取り組むことができる。（７） 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：人間科学部通信教育課程 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                 

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☐確認した 年 月  会議名： 

☒確認していない 2022 年 12 月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☒明示している ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

人間がより良く生きること（Well-Being） を追求するために必要な人間に関わる諸問題に対し、総合的・学際的にアプローチでき、それらを研究、教育、開発、実践

のかかわりの中で深く取り組むことができる。 取り組むべき問題の対象は、「環境」「健康・福祉」「情報」の学科ごとに異なるが、問題の取り組み方や問題の捉え方に

は共通する部分があり、学科横断的な取り組み方も必要になってくる。このような諸問題を解決する能力を獲得し、実社会で実践できる。 

 

具体的には以下の通り。 

 ・学生自身が「人間科学」を想像する 

 ・既存の学問の枠組みを超えた探求 

 ・実践的なデータ分析スキルの習得 
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 ・少人数クラスで研究手法を学ぶ 

 ・グローバルな視点とコミュニケーション 

 ・自身のフィールドに関連付けた問題発見・解決型学習 

 ・卒業研究を通して「人間科学」を深める 

 

 

＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

 

 

   

 

 

   

 

 

   

※確認事項 3-1、3-2、3-3、3-4、3-5、3-6、3-7、3-8、3-9、3-10 は該当なし 

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☐設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☒設定していない 2022 年 12 月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☐学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☐学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☐測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：基幹理工学部 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                 

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した    2022 年  7 月  会議名：基幹理工学部運営委員会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない    2022 年  11 月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

●学部 

学修成果１．理工系基礎科目を履修し、科学技術に関する広い知識を身につける。 

学修成果２．理工系基礎科目を履修し、人文・社会科学系の知識を含む幅広い教養を備える。 

学修成果３．各学科で必要とされる基礎的科学技術とその根幹にある数学、および両者の架け橋となる応用数理を軸とする教育研究のための基礎知識、スキル、

態度を身に着ける。 

学修成果４．各専門分野や新しい学問領域に取り組む能力を身につける。 

●数学科 

学修成果１．理工系基礎科目を履修し、現象の根源的な構造を解明し理論化する基礎的な数理能力を有し、社会および自然界の事象を多面的に捉えることが出来る。 

学修成果２．専門必修科目を履修し、厳密性を備えた論理的思考力・推論力を有し、新たな問題をモデル化し、解を提案、論理的に説明する力をつける。 
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学修成果３．代数・幾何・解析を中心とした純粋数学の基礎の修得し、社会および自然界の事象を数理的・多面的に捉えて応用することが出来る能力と態度を身につける。 

学修成果４．ゼミ科目を中心に履修し、主体的に問題を解決する能力と、分析力・思考力・推論力を活かした総合な知識と判断力を身につけ、それを多様な人々と協働し

て主体的に世界の様々な問題の解決に当たることができる。 

●応用数理学科 

学修成果１．理工系基礎科目を履修し、現象の根源的な構造を解明し理論化する基礎的な数理能力を有し、社会および自然界の事象を多面的に捉えることが出来る。 

学修成果２．専門必修科目を履修し、現象の数理的法則を理解し、数理的に記述・解析できる能力を有し、新たな問題をモデル化し、解を提案、論理的に説明する力をつ

ける。 

学修成果３．実験・実習科目の履修を通じて、エンジニアに必要とされる工学的または数理的な問題を解決に導く知識やスキルを修得し、社会および自然界の事象を数理

的・多面的に捉えて応用することが出来る能力と態度を身につける。 

学修成果４．数学と工学・技術を繋げることで、新しい視点により数学理論を創造する能力を身につけ、それを多様な人々と協働して世界の様々な問題の解決に当たるこ

とができる。 

学修成果５．研究に向けた専門性の高い数学・応用数理に対する知識・技術を修得する。 

●機械科学・航空宇宙学科 

学修成果１．機械科学・航空宇宙工学を学ぶ上で必須となる基礎的な知識を修得する． 

学修成果２．学部低学年において，材料力学，流体力学，熱力学，機械力学を始めとする各種力学の基礎を習得し，工学上の諸問題をモデル化して，解を提案，論理的に

説明する能力を身につける． 

学修成果３．学部高学年では，実験，実習，設計・製図に代表される実学教育を通して，技術者，研究者として社会で活躍するために必要な設計，開発および研究に関連

する専門知識やスキル，態度を身につける． 

学修成果４．卒業論文研究を通して，機械科学・航空宇宙工学の諸問題を主体的に解決する総合的な能力を身につける． 

学修成果５．機械科学・航空宇宙工学の広範な分野の中で，多様な人々と協働して問題解決にあたるために必要な高いコミュニケーション能力を志向し，努力する態度を

身につける． 

学修成果６．機械科学・航空宇宙工学の最先端分野における研究活動を通して，新しい概念や理論を構築できる高い応用力を身につける． 

●電子物理システム学科 

学修成果１．理学・工学：理工系基礎科目を履修し、数学と物理を基礎として、自然現象や工学システムを精確に記述でき、その機序を論理的に理解・説明することがで

きる。 

学修成果２．理学・工学：専門必修科目を履修し、基礎物性分野、エレクトロニクス分野、フォトニクス分野、情報システム分野の基礎理論と実装技術をミクロからマク

ロまで一貫した視点で捉えることができる。 

学修成果３．理学・工学：物理学および電子光技術を基軸として、主体的に課題を見出す力、多様な人々と協働して課題を達成できる力をつける。 

学修成果４．理学・工学：研究活動に取り組み、的確な数理モデルや実験を計画・実行でき、独創的な発明や発見を成し遂げようとする思考力をつける。 
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学修成果５．理学：卒業論文を履修し、物理学を基礎として自然科学の真理を探究するための基礎的な知識と能力をつける。工学：卒業論文を履修し、電子光技術を工学

的に応用できる基礎的な知識と応用力をつける。 

●情報理工学科 

学修成果１．コンピュータサイエンスの技術者として求められる専門的知識を身につける。 

学修成果２．コンピュータサイエンスにおける専門的知識と関連知識を活用し、社会の要求や問題を解決する実践的な手法を提案できる。 

学修成果３．論理的な記述力、口頭発表力、討議力、チーム力等のコミュニケーション能力を身につける。 

●情報通信学科 

学修成果１．情報通信技術の技術者として求められる通信ネットワーク技術、メディア・コンテンツ技術に関する専門的知識を身につける。 

学修成果２．情報通信技術における専門的知識と関連知識を活用し、社会の問題を解決する実践的な手法を提案できる。 

学修成果３．論理的な記述力、口頭発表力、討議力、チーム力等のコミュニケーション能力を身につける。 

●表現工学科 

学修成果１．科学技術と芸術表現を横断する知識や技術の基礎を理解できる。 

学修成果２．先進的なメディア表現を支える技術を応用・展開できる。 

学修成果３．国際的な動向を踏まえたメディアを制作・公開できるようになる。 

学修成果４．社会ニーズに応じた価値や仕組みを理解・設計できるようになる。 

学修成果５．科学技術と芸術表現を融合して問題解決を実践できるようになる。 
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＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

アドミッション・ポリシー 2022 年 7 月 

 

学術院共通部分 英語学位プログラム特別入試の廃止に

伴う修正 

カリキュラム 

 

2023 年度入学者より変更 英語学位プログラム Major in Mathematical Sciences、

Major in Computer Science and Communications 

Engineering の卒業要件 

カリキュラムの見直しによる変更 

アドミッション・ポリシー 

 

2024 年度入学者より変更 学術院共通部分 帰国生入試の廃止に伴う修正 

 

  

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☐設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☒設定していない    2023 年  6 月 設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☐学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☐学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☐測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 
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※以下は該当する学部・研究科のみ記載 

確認事項 3-2   2020 年度認証評価における指摘事項への対応②  指摘事項： 学位授与方針を授与する学位ごとに定めていない     

該当箇所： 基幹理工学部、創造理工学部、先進理工学部、経済学研究科、法学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、 

環境・エネルギー研究科修士課程、人間科学研究科修士課程 

（１）指摘事項への対応を行った 

☐前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☒前回報告以降に対応も

しくは修正 

2022 年  7 月  会議名：基幹理工学部運営委員会 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学位授与方針を公表している 
☐公表している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☒公表していない 公表予定時期：2022 年 11 月（予定）大学点検・評価委員会確認後 

（３）変更後の内容 

●学部 

早稲田大学の総合性・独創性を生かし、体系的な教育課程と、全学的な教育環境と学生生活環境のもとに、多様な学問・文化・言語・価値観の交流を育み、地球社会に主

体的に貢献できる人材を育成する。 

さらに現代社会においては、科学技術に関する広い知識と、人文・社会科学系の知識を含む幅広い教養を備え、将来への洞察力を持って時代を切り拓く人材の育成が求め

られている。また新しい時代の科学技術を確立するとともに、学問の枠組み・意味さらには学問とその活用の関係を再構築することが時代の大きな要請となっている。 

基幹理工学部では社会を支えるキー・テクノロジーである情報、機械、エレクトロニクス、物質・材料、エネルギーに関する基礎的科学技術とその根幹にある数学、およ

び両者の架け橋となる応用数理を軸とする教育研究を展開する。そして、幅広い教養の上に理工学の基礎を修得し、これをもとに各専門分野や新しい学問領域に取り組む

能力を涵養し、時代を切り拓き世界で活躍できる人材の育成を目指す。 

●数学科 

数学とは森羅万象を表現し、解明し、普遍的な理論を構築する学問であり、科学技術の理論的基盤となっている。そのため、数学は自然科学から社会科学に至る文化全般

と相互作用しながら発展しており、人類の歴史の一部といえよう。また、数学は、他の科学分野と異なり、理論が証明されたなら新しい理論の出現で否定されることは決

して起こらない最も普遍性と信頼性が高い学問である。数学科では、代数・幾何・解析・応用数学の４分野を柱として、基礎数学から高度な専門科目までを教育する。そ

して、純粋数学にとどまらず、自然・社会の諸現象を科学的に解明する能力、理論化するための数理的能力、さらには既存の概念を越えた独創的な理論を構築する思考力

を育成することを目指す。また、少人数教育を通して問題解決能力や総合判断力を磨きあげ、様々な科学分野や学問領域で活躍し、国際社会に貢献できる人材の育成を目

指す。 

●応用数理学科 

応用数理とは、数学と他の学問分野にまたがる横断的研究を通して、それらの境界領域上の未開拓分野を切り拓くものであり、あらゆる現象に潜む数理的な原理・構造の
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解明、及び、関連する数学の発展・創造を行うものである。応用数理学科では、数学の基礎を学習した上で、自然科学や社会科学，工学などに現れる現象の本質を数理的

に理解し、その土台のもとに多岐にわたる最先端の数理科学を吸収し、理と工の融合した能力を養うことを目指す。非線形系解析や数理物質学などの「現象数理」、数理統

計や確率解析などの「統計数理」、計算数理や情報理論などの「情報数理」を三つの柱とし、理論系科目だけでなく応用数理実験といった実験・実習科目までを幅広く履修

することにより、理学と工学の両方の分野の知識に基づいた創造性を育成する。そして、学術分野はもとより、産業界全般の様々なニーズに応えられる能力を養い、自ら

の力で新しい未来への扉を開きグローバルに活躍する人材育成に寄与すること。 

●機械科学・航空宇宙学科 

地球環境，エネルギー問題を抱える現代社会においては，環境，エネルギー，情報，生命および安全に関わる理工学の幅広い知識を体系的に理解し，その積極的な活用に

よって科学技術のより一層の洗練化と革新が希求されている．機械科学・航空宇宙学科では，自然科学と工学を融合した機械科学の基礎的な知識を幅広く修得し，それを

積極的に活用することによって問題の発見とそれに対する解決能力を身につけることを教育の目標とする．その上で，機械科学の諸分野と航空宇宙工学に代表される総合

的な理工学分野において，基礎および応用最先端の研究や技術開発へ挑戦することによって，新たな科学的価値の創造と技術革新に寄与できる技術者および国際的に活躍

できる真の人材を育成し，社会に貢献することを目的とする．この目的を実現するために，材料力学，流体力学，熱力学，機械力学を始めとする基礎力学の系統的修得と，

実験，実習，設計・製図に代表される基礎知識や技術に関する専門教育を必修科目として提供する．更に，機械科学と航空宇宙工学の広範囲に及ぶ専門選択科目群を用意

し，幅広い知識の習得も指向する．卒業論文の発表および審査において，機械科学および航空宇宙工学分野の基礎的知識と応用力，展開力を身に付けたと認められた場合

に，学士（工学）の学位を授与する． 

●電子物理システム学科 

電子物理システム学は、その基礎を物理学におき、電子と光を扱うための科学技術を分野横断的かつ体系的にまとめたものである。物理学は物質の構造、熱、および電磁

気的作用を中心にあつかう学問であり、恒久普遍的で自然科学の中心をなす。電子、光子、原子、分子間の電磁気的相互作用は、さまざまな自然現象となって現れる。電

子と光に関する科学技術は今日の高度情報化およびエネルギー利用の中核でもある。ミクロの世界で起こるさまざまな自然現象を理解するだけでなく、それを手に取って

扱えるサイズの材料や素子に具現化し役立てることで、安心・安全と豊かな暮らし、そして経済活動が成り立つ。電子物理システム学科では、基礎物性分野、エレクトロ

ニクス分野、フォトニクス分野、情報システム分野を柱として、物理学および電子光技術の基礎から応用までを教育する。そして、物理および電子光技術を基礎して、自

然現象を数理的に解明する力、実験の計画・実行力、さらには既存の概念を越えた独創的な発明や発見を成し遂げる思考力を育成することを目指す。また、少人数での実

験演習を通して課題達成力や総合判断力を磨きあげ、様々な科学分野や学問領域で活躍し、国際社会に貢献できる人材の育成を目指す。上記の４分野にわたる講義、演習、

実験科目を通して、物理学および電子光技術の基礎を修得する。さらに、４分野のいずれかの分野での研究を通して卒業論文をまとめる。審査を通して、物理学を基礎と

して自然科学の真理を探究する基礎的な知識と能力を有すると認められた場合に学士（理学）を、電子光技術を工学的に応用できる基礎的な知識と応用力を有すると認め

られた場合に学士（工学）を授与する。 

●情報理工学科 

コンピュータサイエンスは、情報の処理と応用をもって、自然現象や技術活動および社会活動を分析し、新たな仕組みや価値を創造して人々の生活や世界に変化をもたら

す学際的学問であり、ハードとソフトの両面をベースとした、情報の科学的基礎と工学的応用の一体化によって成り立つ。したがって同学問領域の修得を目指す学生は、

情報科学と情報工学の関係の深さと、それら基礎の重要性を認識する必要がある。情報理工学科では、（１）コンピュータサイエンスに関する高度な専門知識と、（２）こ
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れを実世界に役立てるための開発力、機動力、ならびに（３）発信力を併せもつ人材を社会に輩出する。 

●情報通信学科 

早稲田大学の総合性・独創性を生かし、体系的な教育課程と、全学的な教育環境と学生生活環境のもとに、多様な学問・文化・言語・価値観の交流を育み、地球社会に主

体的に貢献できる人材を育成する。情報通信学科では、以下の知識・能力を身に着けた人材に学位を与える。（１）情報通信技術の技術者として求められ専門的知識。（２）

習得した専門的知識と技術を活用することによって、社会の課題を解決する能力。（３）解決した手段を適切に表現し、人に伝えることができる能力。 

●表現工学科 

早稲田大学のディプロマ・ポリシーのもとに、科学技術と芸術表現の融合によって新たな問題解決や価値の創造に挑戦し得る知識と能力を持ち、科学技術を理解し国際的

な動向や社会ニーズを踏まえた上での表現やコミュニケーションの実践など、多岐にわたる分野で活躍できる資質や能力や態度を身につけ、卒業論文・作成としてまとめ

ることをもって、学士（工学）の学位を認める。 

 

確認事項 3-5   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑤  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針を授与する学位ごとに定めていない。   

該当箇所： 教育学部、基幹理工学部、創造理工学部、先進理工学部、経済学研究科、法学研究科修士課程、教育学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、

先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科修士課程、人間科学研究科修士課程、経営管理研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☐前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☒前回報告以降に対応もし

くは修正 

   2022 年  7 月  会議名：基幹理工学部運営委員会 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 
☐公表している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☒公表していない 公表予定時期：2022 年 11 月（予定）大学点検・評価委員会確認後 

（３）変更後の内容 

●学部 

基幹理工学部では、所属する 7 学科を数学系、工学系、メディア系に分類した学系別入試を採用している。1 年次の学生は学科に属さず、週 1 コマの学系別授業を除けば

学部共通のカリキュラムにより、理工系の幅広い基礎をしっかりと修得するとともに、将来どのような分野に進むべきかについて時間をかけて考えることができる。1 年

次のカリキュラムは複合領域科目、外国語科目（A 群科目）、数学、自然科学、実験・実習・制作、情報関連科目（B 群科目）および学系別の C 群専門科目により構成さ

れる。 

一定の条件を満たした 1 年次の学生は、2 年次から数学科、応用数理学科、情報理工学科、情報通信学科、機械科学・航空宇宙学科、電子物理システム学科、表現工学科

のうちの 1 学科に進級する。進級の際には、進級希望学科に応ずる振り分けが実施され、進級先の学科が決定される。2 年次カリキュラムにおいては各学科必修科目の比

率が高くなり、専門科目の履修が本格的に始まる。3，4 年次では、受身的な学習から一転して能動的な学習が中心となる。各学科ともに基本と応用を学びながら課題に取
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り組み、問題解決の能力を身に付けることができるカリキュラム体系となっている。 

●数学科 

１年次では基幹理工学部の共通科目として、数学・自然科学・実験・情報関連科目などの理工系学問の基礎を修得する。１年次、２年次に外国語を学び国際コミュニケー

ション能力を磨く。数学科に配属となる２年次から、代数、幾何、解析、応用数学の４部門を中心とした学習カリキュラムにより、数学の基礎から応用までの幅広い科目

を履修する。また、各年次に学生自らが発表を行うセミナー形式を導入している。２年次では、現代数学を理解するために必要な基礎科目を必修科目として設置し、どの

分野にでも進めるよう基礎力を身につける。３年次から、学生の適性・興味に合わせ専門科目を選択履修する。その際、選択必修科目制度を採り入れることで、専門分野

が偏らないように配慮している。また、応用数理学科設置科目も履修することで、純粋数学と理工学諸分野とを融合する数理能力を身につけることもできる。４年次に必

修科目として「数学講究」を設置し、研究室配属を行う。担当教員の指導のもと、少人数のセミナー形式を通して、各研究分野をより専門的に学ぶ。 

教育課程の構成及び学修成果との関連性 

Ａ群科目（複合領域・外国語）は１８単位、Ｂ群科目（数学・自然科学・実験・情報関連科目）は２９単位からなる。Ｃ群科目は専門教育科目であり、必修科目３０単位、

選択必修科目２０単位、選択科目２６単位からなる。専門教育科目における講義科目は代数、幾何、解析、応用数学という４部門を中心としており、演習・ゼミ科目とし

て「現代数学演習」「数学特別演習」「数学講究」が設置されている。B 群科目「数学 A2，B2」「基礎物理学 A,B」「化学」「理工学基礎実験」「C プログラミング」などの履

修により、基礎的な数理能力及び事象を多面的に捉える能力を習得する（学修成果１）。 

また、専門必修８科目（「代数学序論」「多変数解析」「位相入門」など）の履修により、論理的思考力や推論力を習得し、純粋数学の学ぶための土台を身につける（学修成

果２）。 

選択必修及び選択科目では、代数、幾何、解析を中心に純粋数学の基礎を身につけ、応用数学科目を通して、それら数学を応用する能力を取得する（学修成果３）。 

研究室配属では、セミナーにより問題解決能力・総合的判断力・協調性などを習得し、様々な学問領域で活躍し国際社会に貢献できる能力を養う（学修成果４）。 

●応用数理学科 

応用数理学科では、数学の理論的基礎を学習した上で、自然科学や社会科学、工学などに現れる現象を数理的に理解する力を身につけることを目標に科目が配置され、講

義、実験、演習科目に分かれている。2 年次には各分野に共通する数学的基礎の修得に重点がおかれる。数学系の理論科目が中心だが、プログラミングや回路理論、確率

統計の基礎といった情報関連の基礎も同時に学習する。3 年次以降は、分野毎に専門性の高い科目配置となり、熱・統計力学・電磁気学・量子力学といった物理系科目、

情報理論・学習理論・デジタル系といった情報数理系科目、数理統計・確率過程・経済やビジネス・金融の数理といった不確実性の数理を扱う科目などがバランスよく配

置され、幅広い応用分野を自由に学ぶことができる。このような理論科目とは別に、「応用数理実験」や「応用数理演習」を通して現実の問題に対する実践的な数理的対処

法を学ぶことも重視する。また、数学科設置の科目を履修することによって応用数学における数学的厳密性の追求も可能である。４年次には研究室配属を行い、きめ細か

な研究指導を通して研究の最前線に触れ、科学者・エンジニアとしての素養を身につける。 

教育課程の構成及び学修成果との関連性 

Ａ群科目（複合領域・外国語）は１８単位、Ｂ群科目（数学・自然科学・実験・情報関連科目）は２９単位からなる。Ｃ群科目は専門教育科目であり、必修科目３１単位、

選択必修科目２０単位、選択科目２５単位からなる。専門教育科目における講義科目は現象数理、統計数理、情報数理という３部門を中心としており、演習・ゼミ・実験

科目として「応用数理演習 A～C」「応用数理実験」「応用数理講究 A,B」が設置されている。B 群科目「数学 A2，B2」「基礎物理学 A,B」「化学」「理工学基礎実験」「C プ
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ログラミング」などの履修により、基礎的な数理能力及び事象を多面的に捉える能力を習得する（学修成果１）。 

また、専門必修８科目（「応用数理概論」「常微分方程式入門」「確率と統計の基礎」「プログラミング基礎 A」など）の履修により、現象の数理的法則を理解し、数理的に

記述・解析できる土台を身につける（学修成果２）。 

選択必修及び選択科目では、現象数理、統計数理、情報数理を中心に応用数理の基礎を身につけ、社会および自然界の事象を数理的・多面的に捉える（学修成果３）。 

研究室配属後のセミナーなどを通じて，新しい視点により数学理論を創造する能力を身につけ、研究に向けた専門性の高い数学・応用数理に対する知識・技術を修得する

（学修成果４，５）。 

●機械科学・航空宇宙学科 

機械科学・航空宇宙工学を学ぶ上で必須となる知識を修得する基礎科目から，専門知識を応用してシステム化する能力を修得する発展科目までを幅広く設置する．材料力

学，流体力学，熱力学，機械力学を始めとする基礎力学科目と，実験，実習，設計・製図に代表される実学科目を共に必修科目として履修することで，工学上の諸問題を

解決するための基礎知識や解析能力，思考力を涵養する．また，機械科学および航空宇宙工学の広範囲に及ぶ選択科目を多数配置し，幅広い工学知識の習得を目指す．さ

らに，最終学年では各専門分野での最先端研究に携わる卒業論文研究に着手することにより，学習した基礎知識を応用して諸問題を多面的かつ論理的に考える能力，課題

を発見して問題解決を図る能力，プレゼンテーション・コミュニケーション能力を育成する． 

●電子物理システム学科 

電子物理システム学科では、物理に立脚しつつ、電子光技術を工学的に活用するための知識と技能を教育する。基礎を重視したカリキュラムを構成するために、２年生の

専門科目をすべて必修科目とする。また、必修科目に対応する演習実験科目を設置することにより、実験と演習を通した基礎の定着に重きをおく。３年生以降では、必修

科目に加えて幅広い分野の科目から選択できる選択科目群を配置する。これにより、より高い専門性を獲得させ、同時に視野を広げさせる。４年生では、基礎物性分野、

エレクトロニクス分野、フォトニクス分野、情報システム分野のいずれかの分野の研究室に所属し、１年間の研究を通して卒業論文を完成させる。卒業論文の内容に応じ

て、理学と工学のいずれかの学位を授与する。 

●情報理工学科 

最先端のハード・ソフト・ネットワークとその活用技術がバランス良く習得できるシステムを用意している。世界標準とも言える IEEE/ACM Computing Curricula をベー

スとしつつ、コンピュータサイエンスの理論と実践についてバランス良く、自主性をもって習得できるカリキュラムを提供しており、個々人の能力を最大限に伸ばし世界

で活躍できる技術者の育成を目指している。 

●情報通信学科 

情報通信学科では、基礎知識を重視し、その上で応用技術を養成する。そのために 1 年次に理工系の幅広い基礎をしっかりと修得し、2 年次には、情報システム技術、通

信ネットワーク技術、メディア・コンテンツ技術の基礎に重点をおき、情報通信のコア科目を深く学ぶ。3 年次以降は、実際のシステムをベースに各専門技術に関する知

識をさらに深めるとともに、社会の要請に応えて各技術分野の特定の課題に取り組み、能動的に問題解決ができる応用能力を養う。対話型、問題発見・解決型教育に重点

を置くとともに、通信・放送事業者、電機メーカ、官庁から講師を招き実践的な知識の獲得機会を提供する。 

●表現工学科 

科学技術と芸術表現を横断する知識や技術の基礎から、それらを応用・展開する能力を習得する科目群を設置する。また、実習形式の科目を通して、メディアの制作・公
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※確認事項 3-1、3-3、3-4、3-6、3-7、3-8、3-9、3-10 は該当なし 

 

 

開や社会ニーズに応じた価値や仕組みを理解・設計する能力を習得する。さらに、卒業論文・制作を通して、科学技術と芸術表現を融合した問題解決能力を育成する。 

表現工学基礎(科学)や同(芸術)に代表される必須科目の履修により、工学・芸術の基礎を学習した上で、幅広い知識と創造力を身につける（学修成果 1）。 

さらに 40 以上の科目が設けられた専門選択科目の履修により、国際的な動向や社会ニーズを読み取り、新たな価値や仕組みを設計・応用できる能力を習得する（学修成

果 3、4）。 

講義形式の授業ばかりでなく、実習をともなう授業が多く設置されていることも特徴であり、これらの履修により技術を応用したり作品を展開する力を習得する（学修成

果 2）。 

キャリアデザイン、プロジェクト学習などの演習形式やプロジェクト参加形式の授業を 2 年次から配置し、これらの学習を基礎に 4 年次では卒業論文・制作を行なうこと

で、科学技術と芸術表現を融合して問題解決を実践できる総合的な能力を身につける（学修成果 5）。 

058



２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：創造理工学部 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                 

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した  2022 年 7 月 会議名：創造理工学部運営委員会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない 2022 年 11 月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

●学部 

学修成果１．理工系基礎科目を履修し、科学技術に関する広い知識を身につける。 

学修成果２．理工系基礎科目を履修し、人文・社会科学系の知識を含む幅広い教養を備える。 

学修成果３．各学科で必要とされる基礎的科学技術とその根幹にある基礎学問を軸とする教育研究のための基礎知識、スキル、態度を身に着ける。 

学修成果４．各専門分野や新しい学問領域に取り組む能力を身につける。 

●建築学科 

学修成果１．「早稲田建築」の伝統に学び、現代社会が建築・都市・環境に求めるものを知る 

学修成果２．地球的な視野と、地域に固有の歴史風土を理解する視点を、共に涵養する 

学修成果３．建築家および建築技術者の職能を理解し、社会に対する専門家としての倫理観を培う 
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学修成果４．建築・都市のデザインおよび芸術性に関する幅広い知識を身につける 

学修成果５．進取の精神をもって、先進的な知識を積極的に吸収する力を培う 

学修成果６．関連する諸分野の知識を統合し、創造的な空間の提案をする能力を培う 

学修成果７．異分野の専門家と協働し、問題を実践的に解決する能力を培う 

学修成果８．建築に関する自らのアイディアを広く社会に提案する能力を鍛える 

●総合機械工学科 

学修成果１．理工系基礎科目を履修し、数学、物理、化学等を中心に、機械工学の専門科目を学習するために必要な能力を有する。また理工系基礎実験科目を履修し、デ

ータ収集と整理、解析の基本的な能力と報告能力を有している。 

学修成果２．専門科目を履修し、機械工学の根幹を成す学理について講義科目で学ぶと同時に、ゼミ系科目、設計製図および専門実験実習系科目の履修を通じて学理を主

体的、実践的に適用・応用することにより、機械工学に関連する産業界において基本となる実務遂行に必要な習熟レベルを有している。 

学修成果３．卒業論文の研究を通じて、機械工学の学理を用いて課題を見いだし解決にあたるための態度、能力をみにつける。具体的な到達度として、（１）公知化された

従来の知見から必要な情報を収集することが出来、（２）これを整理して既に解明もしくは達成された事項と、未解明もしくは未達成である事項を区別出来、（３）学理に

基づいた論理的アプローチにより解明もしくは達成を試みることが出来、（４）成果を学術論文としての基本的なフォーマットに準じて客観性のある文書にとりまとめる

ことが出来、（５）指導教員および当学科の構成教員等に対して口頭で成果発表を実施することをもって学士（工学）を授与する。 

●経営システム工学科 

学修成果１．経営工学に関する基礎・応用技術 

学修成果２．統計技術，数理技術，情報技術，システム技術など机上で得た知識を応用できる能力 

学修成果３．研究室の専門分野に関するより専門的な知識 

学修成果４．経営システム工学演習，卒業研究演習，卒業論文で正解のないオープンエンドな課題に取り組むことで学ぶ問題発見能力，問題解決能力 

学修成果５．経営工学に関する基礎・応用技術を実務に活用する能力 

学修成果６．学修成果 1～5 を国際社会で生かす能力 

●社会環境工学科 

学修成果１．現象の根源的な構造を解明し理論化する数理能力を有し，複雑な要請や条件を「かたち」や制度にまとめあげる設計や計画能力の基礎を身につける． 

学修成果２．社会のあるべき姿の実現に向けた理論構築の基礎と実践が礎としてあり，さらにそれらを応用できる能力を身につける． 

学修成果３．自ら実験やフィールドワークを計画・遂行し，得られた結果を数理に基づき解析・分析する能力を有し，それを説明できるプレゼンテーション能力を身につ

ける． 

学修成果４．主体的に問題を解決する能力と，分析力・思考力・推論力を活かした総合判断力を身に着け，それを多様な人々と協働して世界の様々な問題の解決に当たる

ことができる． 

●環境資源工学科 
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学修成果１．地球的視点の育成:地球的視点，すなわち，地球の内部・表層・外部（大気）全体を見据えたグローバルスケールで，資源および環境問題を捉え，研究課題と

して卒業論文としてまとめ，また卒業論文審査などで自ら発信・伝達できる能力を獲得する． 

学修成果２．現場・実験（実学）の徹底:フィールドに赴いて主体的に考えながら調査し，様々な物理および化学計測を行い，サンプリングを適切に行うことができる能力

を養う．また，フィールドで採取した岩石・鉱物などの地球化学試料，大気・水・土壌などの環境試料，廃棄物，等の前処理法を含めて，非破壊および破壊の様々な機器

分析技術を習得する． 

学修成果３．データ解析能力の涵養得られたデータを「仮説発見型」と「仮説検証型」の二つの視点から解析する能力を身につける．さらに，資源探査・開発，リサイク

リング，気候変動など複雑な事象を定式化し，メカニズムの解明や将来挙動予測を適切に行うために必要となる基礎的なプログラミング・数値計算能力を身につける． 

学修成果４．コミュニケーション能力の修得フィールドスタッフ，学生同士・外部関係者との議論，さらに学会発表や学会活動，共同研究，研究室内でのグループ作業な

どを通じて積極的かつ主体的にコミュニケーション能力を涵養し，資源および環境問題におけるリーダーとして活躍する能力を修得する． 

学修成果５．国際性の修得海外資源の探査・開発，国境を越えた地球規模の環境問題などに対応すべく，海外調査，国際学会発表，留学生との交流，海外との共同研究な

どを通じて，世界で活躍できる国際性を養う． 

学修成果６．研究立案・評価能力の育成研究の遂行においては，その背景や社会的環境，研究意義を十分に把握し，それに則った研究計画の立案，成果の評価を行なえる

能力を身につける． 

 

 

 

 

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☐設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☒設定していない 2023 年 6 月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☐学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☐学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☐測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 
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＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

アドミッション・ポリシー 

 

2022 年 7 月 学術院共通部分 英語学位プログラム特別入試の廃止に

伴う修正 

カリキュラム 

 

2023 年度入学者より変更 英語学位プログラム Major in Mechanical Engineering、

Major in Civil and Environmental Engineering の卒業要件 

カリキュラムの見直しによる変更 

カリキュラム 

 

2023 年度入学者より変更 日本語学位プログラム総合機械工学科、社会環境工学科、

環境資源工学科の卒業要件 

カリキュラムの見直しによる変更 

アドミッション・ポリシー 

 

2024 年度入学者より変更 学術院共通部分 帰国生入試の廃止に伴う修正 
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※以下は該当する学部・研究科のみ記載 

確認事項 3-2   2020 年度認証評価における指摘事項への対応②  指摘事項： 学位授与方針を授与する学位ごとに定めていない     

該当箇所： 基幹理工学部、創造理工学部、先進理工学部、経済学研究科、法学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、 

環境・エネルギー研究科修士課程、人間科学研究科修士課程 

（１）指摘事項への対応を行った 

☐前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☒前回報告以降に対応も

しくは修正 

 2022  年 7 月  会議名：創造理工学部運営委員会 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学位授与方針を公表している 
☐公表している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☒公表していない 公表予定時期：2022 年 11 月（予定）大学点検・評価委員会確認後 

（３）変更後の内容 

●学部 

早稲田大学の総合性・独創性を生かし、体系的な教育課程と、全学的な教育環境と学生生活環境のもとに、多様な学問・文化・言語・価値観の交流を育み、地球社会に主

体的に貢献できる人材を育成する。 

いま世界では、人口、食料や環境、防災、資源・エネルギーなど広範かつ緊急な問題が浮上している。これらを乗り越えるには、政策、社会システム、科学技術などに基

づく幅広い対策が必要になっている。 

「創造」という語には夢とロマンがある。創造理工学部が目指す「創造」とは、社会が直面するさまざまな課題に科学技術の観点から具体的な解決策を提案することであ

る。 

このために、人間、生活、環境の 3 つのキーワードに基づき、科学技術の観点から人間生活と環境分野で発生している数々の問題を解決し、多様な価値観に基づく新しい

豊かさを創造できる人材を養成する。 

●建築学科 

本学科は、自然環境や歴史・風土と共生する豊かな生活環境を社会に提供していく立場から、地域固有の多様な伝統と文化に根ざした広義の「建築デザイン」を実践する

技術者を育成し、世界に誇れる建築文化を確立することをめざしている。「建築デザイン」とは芸術と工学を融合した総合的なデザインを意味する。そこには、地域を構成

する「人」「建築」「都市」「自然」が有機的に関連しあいながら、年月とともに調和のとれた生活環境を形成していくための、意匠設計、修復・保存再生、まちづくり等の

安全性と持続可能性を担保した多様な活動が含まれる。 

具体的には次に挙げる学修目標に到達した学生に，以下の学位を授与する。 

学士（建築学） 

早稲田大学建築学科では，我が国の自然環境や歴史，風土とも共生し，世界に誇れる建築文化を確立するために，豊かな生活環境を築き社会に提供していく立場から，世
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界の多様な地域に固有の伝統と文化に根ざす，広義の「建築デザイン」を実践する技術者の育成を目指している。学部卒業時点では，専門家としての基本的な知識や技術，

倫理観を培い，異分野の専門家と協働して自らのアイデアを社会に提案できる技術者の育成を目指す。 

●総合機械工学科 

機械工学を基軸とした学理とその応用によって、様々な機械を設計、生産するために必要な能力を身につけさせる。その為に、流体力学、材料力学、熱力学等をはじめと

する機械工学の根幹をなす学理、専門知識を習得させるべく教育を行う。ついで学理を活用する実践力を各種の実験実習科目を通じて身につけさせるべく教育を行う。

PBL(Project BasedLearning)、Seminar、Engineering Practice 等、主体性を要求するように設定した実践型の科目を通じて論理構成力、客観的表現力を習得させる。これ

らを総合し卒業論文とこれを執筆するための研究を通じて、問題を解決するための具体的な構想を考案し実施する能力を育てるべく指導を行う。学修成果の全てを満たす

ことにより学士（工学）を授与する。 

●経営システム工学科 

グローバル化の中，一層大規模複雑化している社会技術システムの構造や特性を理解し，数理・情報・システムなどのアプローチ技術を活用してその設計や評価を行うた

めの知識を備え，さらに現実的な問題に関する設計や評価を行うことができる実践的な能力を身につけた者に対して学士(工学)の学位を授与する． 

●社会環境工学科 

社会環境工学は，人間が人間らしく生きるための環境を創造する役割を担っており，社会が抱える課題こそが社会環境工学が向かい合うべきものである．現在の社会が文

化的な生活を維持し改善していこうとする中で，解決すべき問題が多岐にわたっていることにより，社会環境工学分野に求められる人材と職能も多様になっている．複雑

化する課題を多角的に見つめ解決していく使命を果たすため，関連する知識を正しく身に付けていることはもちろん，様々な社会的要請に対して，自ら問題点を発見し，

最適な方法・答えを提案できる術までを教育することになる．社会環境工学科では，社会環境工学に求められる使命にこたえられる，創造力，総合力，そして国際力を備

えた指導的人材を育成するため，社会基盤部門，環境防災部門，および計画・マネジメント部門のそれぞれの専門家が結集し，社会環境工学の基礎教育を講義・実験・演

習などの形で提供する．そして，最終学年では，教員の研究指導のもとで卒業研究・計画を行い，その成果を卒業論文としてまとめあげる．各部門において卒業論文の審

査を行い，社会環境工学の基礎的な知識と応用力を身につけていると判断された場合に，学位に相当する能力があると認め，学士（工学）の学位を授与する。 

●環境資源工学科 

地球的視点，技術者倫理，コミュニケーション能力，国際性を身につけ，多様な価値観に基づき，リーダーとして環境と調和した資源開発，様々な地域および地球全体の

環境問題の解決に貢献できる能力を習得する．カリキュラムに基づき学修を重ね，卒業論文をまとめ上げ，口頭発表審査を行い，各学修成果の習得度合い及び論文・発表

の内容を評価し，学位を授与・卒業を認定する． 

 

確認事項 3-5   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑤  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針を授与する学位ごとに定めていない。   

該当箇所： 教育学部、基幹理工学部、創造理工学部、先進理工学部、経済学研究科、法学研究科修士課程、教育学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、

先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科修士課程、人間科学研究科修士課程、経営管理研究科 

（１）指摘事項への対応を行った ☐前回報告で対応完了済 （２）を記入 
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☒前回報告以降に対応もし

くは修正 

 2022  年 7 月  会議名：創造理工学部運営委員会 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 
☐公表している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☒公表していない 公表予定時期：2022 年 11 月（予定）大学点検・評価委員会確認後 

（３）変更後の内容 

●学部 

地球的視点、技術者倫理、コミュニケーション能力などの習得を教育の基本とし、社会のリーダーとなり、また国際性の高い人材の養成を目的として、応用に配慮した体

験的学習を積極的に取り入れ、産業界とも連携しながら、教育課程を編成、実施する。 

具体的には、学部入学時から大学院進学を視野に入れたカリキュラム体系となっており、学部 1 年生に専門必修科目として「創造理工リテラシー」を設置し、技術者倫理、

リスクコミュニケーション、知的財産の基礎となる考え方を学ぶ。また、技術者・研究者として重要な「創造力」「発想力」「分析力」「展開力」を習得できるように、実践

的な課題に取り組むプロジェクト・ベースド・ラーニング等による演習、実験、インターンシップ、共同研究による双方向教育課程を設置、実施している。 

●建築学科 

世界の多様な地域固有の伝統と文化に根した、意匠設計のみならず、建築学の両輪をなす芸術と工学とを融合した広義の建築デザインを学ぶ。学部 1～3 年次では、建築

史、建築計画、都市計画、建築構造、建築環境設備および建築生産といった建築学全般の広範な知識を身につけ、これらの知識を設計演習や設計製図などの実技系科目を

通じて、より総合的な建築表現および創造的な建築を生み出す能力を培う。4 年次では、卒業論文と卒業計画の両方を履修し、学士課程の学習・研究の成果を評価する。 

●総合機械工学科 

１年次においては、機械工学の専門科目の理解に必要な、数学、物理、化学等の工学系基礎科目や外国語学の習得に加えて、一部に専門科目の導入となる概論や、必ずし

も専門的知識を要しないが機械工学的な素養をはぐくむための体験的な実習講義である PBL 等の科目を実施する。これらの科目の設置により工学者として必要な基礎教

育を実施するとともに専門科目の教育へ向けてスムーズな接続を図るようにする。２年次、３年次においては、機械工学の根幹を成す学理を習得させるための専門科目群

を重点的に設置している。かつ講義科目で習う機械工学の学理を学生自ら実地に適用するための実験実習科目群を設置することで、学理の習熟、体得を促すための教育を

実施する。また、実験実習科目群よりも相対的に主体性を重視した科目群である、Seminar、Engineering Practice を通じて、学理の適用にとどまらず課題設定および課題

解決のための実践力を養うべく教育を実施する。４年次では卒業論文研究を通じて、自主的に課題設定し、課題解決のアプローチを考案し、実施し、学術論文の標準的な

フォーマットに準じて報告可能な能力をつけさせるべく指導する。 

●経営システム工学科 

経営システム工学科では，社会における様々なシステムの企画，設計から活用，運用までの技術，それらへのアプローチ（基幹）技術として，数理・情報・システム理論

などの技術，さらにシステム構成要素である人，もの，お金，情報などの取り扱いの諸技術を深く学ぶ．これらを効果的・効率的に学ぶために，次に示すように，教育内

容，授業形態を工夫している．・ビジネスシステム，生産システム，流通システム，情報システムなどの各種マネジメントシステムの分析，設計，開発，および管理に必要
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※確認事項 3-1、3-3、3-4、3-6、3-7、3-8、3-9、3-10 は該当なし 

な基礎・応用技術の学習機会の提供．・多数の実験・演習形式の体験型授業の設置．・3 年生秋学期からの研究室配属，卒業研究の重視，大学院との一貫教育．・正解という

ものがないオープンエンドな課題についての演習，研究活動，企業や研究所などとの共同研究．・企業などの外部から著名な方を招いて講義を頂く招聘講師，特別講義，工

場見学・実習，共同研究などを通じて社会や企業など現場との連携の強化．・海外インターンシップを始めとする国際的視野に立った研修・学習プログラム．教育目標を達

成するため，必要となる共通的な基礎をまず習得させ，次にそれに基づき選択した専門分野の知識や技術を習得させ，さらにそれらを活用した問題解決の能力を育成する

というフローとなるように設計を行っている．具体的には DP1 および DP2 は共通的な基礎であり，A，B 群の科目ならびに C 群の必修科目がそれぞれ対応し 1，2 年次

で習得させる．DP3 はそれを踏まえた専門分野の知識や技術であり，3，4 年次で習得させる．DP4 はそれらを活用した問題解決の能力の育成に対応し，3 年秋学期から

4 年にかけてのゼミ活動と 4 年次での卒業研究で育成する．さらに，DP5 は,学部共通のリテラシ科目，学科の総論科目，外部講師の科目，3 年秋学期から 4 年にかけての

ゼミ活動と 4 年次での卒業研究で習得させる．DP6 は，DP5 と同様の科目に加えて，経営実践・海外プロジェクト，経営システム・国際プロジェクトなどのインターン

を実体験できる科目によって，さらに深く学べるように工夫している． 

●社会環境工学科 

社会環境工学科では，社会基盤整備のための基礎的な技術の継承に加え，新たな社会的要請にこたえるべくカリキュラムを準備している．まず，社会環境工学分野の技術

者が持つべき素養の基礎である，基礎的数学能力，自然科学，人文・社会科学，および社会環境工学の根幹をなす基礎理論体系を 1 年時に学ぶ．その後，幅広く社会環境

工学全般を学ぶことにより，多角的なものの見方，理論の深い理解ができる能力の育成，また，新たな価値意識を備えていく．2 年・3 年時には，知的総合力を持った技

術者として，社会基盤の整備や維持管理，また地球環境との調和に対する技術的側面から貢献するための専門必修・選択科目が提供される．さらには，社会環境工学に係

る国内外の様々な問題の解決に当たることができる技術者を養成するべく，自然・社会の諸現象を科学的に解明する能力，マネジメント能力あるいはプレゼンテーション

能力を 3 年時の実験・演習科目，および 4 年時の卒業論文等を通して養う。 

●環境資源工学科 

自然環境と調和した持続可能な地球資源システムを創造できる人材を育成する．自然環境を保全しながら合理的に資源を探査・開発し，効果的に資源を循環させるために

必要な知識を，地球・物質，資源・開発，素材・循環，人間・環境の複合的な視点から系統的に学習可能とする．カリキュラムとして，学部 1 年次には数学・物理・化学

および情報工学や理工学分野の基礎実験，そして外国語，一般教養科目を中心に基礎学力を養成し，2 年次以降はより高度な自然科学・実験に取り組みつつ，学科の専門

科目への取り組みを開始する．3 年次にはさらに深化した専門科目を履修し，同時に学科の全研究指導分野の実験に取り組む．この課程の中で，各学修成果を習得し，最

終的に 4 年次において卒業研究・論文を取りまとめる． 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：先進理工学部 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した  2022  年 7 月  会議名：先進理工学部運営委員会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない  2022  年 11 月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

●学部 

学修成果１．理工系基礎科目を履修し、科学技術に関する広い知識を身に着ける。 

学修成果２．理工系基礎科目を履修し、人文・社会科学系の知識を含む幅広い教養を備える。 

学修成果３．各学科で必要とされる基礎的科学技術とその根幹にある基礎学問を軸とする教育研究のための基礎知識、スキル、態度を身に着ける。 

学修成果４．各専門分野や新しい学問領域に取り組む能力を身に着ける。 

●物理学科 

学修成果１．専門必修科目を中心に履修し、物理学の基礎学力を習得する。 

学修成果２．理工系基礎科目を中心に履修し、化学・生命科学・情報学・数学などの関連分野を俯瞰できる基礎学力を習得する。 
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学修成果３．専門必修選択科目を中心に履修し、現代物理学の先端的知識と先端技術を習得する。 

学修成果４．ゼミ科目を中心に履修し、物理学的視点からの問題発見能力を習得する。 

学修成果５．卒業研究科目を中心に履修し、物理学的手法による問題解決能力を習得する。 

●応用物理学科 

学修成果１．専門必修科目を中心に履修し、物理学の基礎学力を習得する。 

学修成果２．理工系基礎科目を中心に履修し、化学・生命科学・情報学・数学などの関連分野を俯瞰できる基礎学力を習得する。 

学修成果３．専門必修選択科目を中心に履修し、応用物理学の先端的手法と先端技術を習得する。 

学修成果４．ゼミ科目を中心に履修し、物理学的視点からの問題発見能力を習得する。 

学修成果５．卒業研究科目を中心に履修し、物理学的手法による問題解決能力を習得する。 

●化学・生命化学科 

学修成果１．無機・分析化学分野の基礎的な知識や実験操作を自発的に習得し、無機・分析化学の実験や測定を適切に行うことができる。 

学修成果２．有機化学分野の基礎的な知識や実験操作を自発的に習得し、有機化学の実験や測定を適切に行うことができる。 

学修成果３．物理化学分野の基礎的な知識や実験操作を自発的に習得し、物理化学の実験や測定を適切に行うことができる。 

学修成果４．生命化学分野の基礎的な知識や実験操作を自発的に習得し、生命化学の実験や測定を適切に行うことができる。 

学修成果５．研究を通じて自ら問題を発見し解決する能力を身につける。 

●応用化学科 

学修成果１．化学についての基礎および専門知識を有している。 

学修成果２．化学の知識を活用して個々の課題に取り組む能力を有している。 

学修成果３．化学実験を安全に適切に実施し、化学を応用できる。 

学修成果４．社会課題解決のため化学の研究に主体的に従事できる。 

学修成果５．化学と他の幅広い学問を結び付けて応用できる。 

●生命医科学科 

学修成果１．分子・細胞レベルで生命現象を理解・探求する力を身につける。 

学修成果２．生命科学・医科学研究を推進する際の道具となる物理・化学・数学・情報科学の知識を身につける。 

学修成果３．理工学と生命科学の知識を統合し，先端バイオテクノロジーを理解する力を身につける。 

学修成果４．基礎医学と医工学を学び，病気の原因の探求や診断・治療技術を理解する力を身につける。 

学修成果５．最先端の生命医科学研究事例を理解し，自ら研究を展開する素養を身につける。 
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●電気・情報生命工学科 

学修成果１．電気工学を主として学ぶ者は、電力・エネルギー応用システムのための電気・エネルギー系の基礎的な知識と応用力を身に付けることができる。 

学修成果２．電子工学を主として学ぶ者は、ナノサイエンスや医用エレクトロニクスのための電子・材料系の基礎的な知識と応用力を身に付けることができる。 

学修成果３．情報学を主として学ぶ者は、システムデザインやデータサイエンスのための制御・情報系の基礎的な知識と応用力を身に付けることができる。 

学修成果４．生命系学問を主として学ぶ者は、生命科学や生物工学を理解するための生命システムの動作原理の基礎的な知識と応用力を身に付けることができる。 

学修成果５．本学科が編成する複数の専門分野にまたがって学ぶ者は、融合領域研究を推進するための俯瞰的な知識と応用力を身に付けることができる。 

学修成果６．本学科で学ぶ者は全て、学修態度・志向性について、研究倫理と幅広い教養を身に付けることができる。 

  

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☐設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☒設定していない  2023 年 6 月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☐学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☐学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☐測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 
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＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

アドミッション・ポリシー 

 

2022 年７月 学術院共通部分 英語学位プログラム特別入試の廃止に

伴う修正 

カリキュラム 

 

2023 年度入学者より変更 日本語学位プログラム化学・生命化学科、応用化学科、生

命医科学科の卒業要件 

カリキュラム見直しに伴う修正 

アドミッション・ポリシー 

 

2024 年度入学者より変更 学術院共通部分 帰国生入試の廃止に伴う修正 

 

 

※以下は該当する学部・研究科のみ記載 

 

確認事項 3-2   2020 年度認証評価における指摘事項への対応②  指摘事項： 学位授与方針を授与する学位ごとに定めていない     

該当箇所： 基幹理工学部、創造理工学部、先進理工学部、経済学研究科、法学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、 

環境・エネルギー研究科修士課程、人間科学研究科修士課程 

（１）指摘事項への対応を行った 

☐前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☒前回報告以降に対応も

しくは修正 

 2022 年 7 月  会議名：先進理工学部運営委員会 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学位授与方針を公表している 
☐公表している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☒公表していない 公表予定時期：2022 年 11 月（予定）大学点検・評価委員会確認後 

（３）変更後の内容 

●学部 

早稲田大学の総合性・独創性を生かし、体系的な教育課程と、全学的な教育環境と学生生活環境のもとに、多様な学問・文化・言語・価値観の交流を育み、地球社

会に主体的に貢献できる人材を育成する。本学部においては、先端理工学領域および学際的な分野でリーダーシップをとって活躍できる、幅広い教養を身に付け、
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高い公共性、倫理観を持ち、国際化や科学技術の進展など時代の変化に対応して積極的に社会貢献できる人材を各学科の理念・教育方針に基づき育成していくこ

とを目標としている。本学部の学生には先端的な科学技術領域で真に活躍できる人材となるべく、学部の段階において物理、化学、生命科学、電気・電子工学な

どの学問領域の基礎を十分修得し、それを基に高学年（大学院）においては専門的知識を修得、他分野に視野を広めていくことを求めている。各学科のこれまで

の実績から、卒業生の 7 割もしくはそれ以上が本学を中心とした大学院修士課程に進学すると見込んでいるため、本学部のカリキュラムは大学院進学を想定した

構成に主眼を置くが、進学の有無に関わらず、学部卒業段階で各学科の専門的内容の基礎および応用力を着実に修得させるよう構成されている。所属する学科が

定めるカリキュラムの履修方法および進級・卒業の要件に基づいて、定められた期間内に所定の単位を修めた学生に対して卒業が認定され、学士（理学）または

学士（工学）が授与される。 

●物理学科 

物理学科では、素粒子・宇宙物理、物性（凝縮系）物理、生物物理を中心とする幅広い分野における新しい未開拓の領域に挑戦することのできる能力の修得を目指して、

物理学の基礎学力および、化学・生命科学・情報学・数学など関連分野の基礎学力と広い視野を獲得する。その基礎学力に立脚して卒業生は現代物理学の先端的知識およ

び先端技術を習得し、現代物理学の未開拓領域において物理学的視点から問題点を発見し、物理学的手法を駆使して解決する力を身につける。 

●応用物理学科 

応用物理学科では、卒業生が既成概念にとらわれない自由な発想で新規の研究・技術開発等に対応できるように、物理学の基礎学力および、化学・生命科学・情報学・数

学など関連分野の基礎学力と広い視野を獲得する。その基礎学力に立脚して卒業生は応用物理学の先端的手法および先端技術を習得し、現代社会の様々な課題において物

理学的視点から問題点を発見し、物理学的手法を駆使して解決する力を身につける。 

●化学・生命化学科 

現代化学は原子、分子の立場から物質のもつ本質を解明しようとするものであり、自然科学の中心に位置づけられている。そのため、化学・生命化学科では、原子、分子，

電子の視点をもって，無機・分析化学，有機化学，物理化学，生命化学分野の基礎知識と実験法を習得し，“考え、実験する化学”（研究課題を見出して解決すること）を

実践する能力を育成し，自然科学の本質を探究する知識・能力を有し、倫理観を備えた卓越した人材の育成を行う。このような学修目標に到達した学生に、学士（理学）

授与する。 

●応用化学科 

応用化学の長い伝統を踏まえて体系的に整理された化学を修得し、具体的に演習を行うことにより化学を実践できる能力を培う。また、基礎から応用へと発展するよう設

計された実験に取り組み、化学を応用できるようになる。さらに化学分野の学理を研究し、独創の研鑽を重ねて、社会の持続的発展に貢献する能力を涵養し、化学を通し

て社会に役立つ人材となることが要求される。工学の基礎的な知識と応用力を身につけた者に対して学士（工学）の学位を授与する。 

●生命医科学科 

ミクロやナノといった分子レベルで事象を捉える学問である物理と化学を基盤とし，主に分子生物学を中心に生命現象を理解しながら生命科学，医科学，医工学の知識を

身につける。これらの知識を活かし，理工系と医学系の 2 つの分野を融合させた新たな分野の研究を展開する力を身につける。生命科学・医科学領域において自然科学の
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観点から真理を探究する基礎的な知識と能力を有すると認められた場合に、学士(理学)の学位を授与する。医科学・医工学領域において工学の基礎的な知識と応用力を有

すると認められた場合に、学士(工学)を授与する。 

●電気・情報生命工学科 

生命・電気・電子・情報という広範な学問領域を、共通基礎科目および各領域に特化した専門科目を履修することにより体系的にそれぞれの領域の本質に触れるとともに、

異なる分野の多様な思考プロセスを俯瞰することにより、既存の学問領域の垣根を越えた視点から物事を捉える能力を身に付ける。そして、教員の研究指導のもとで研究

を行い、研究成果を卒業論文としてまとめ あげる。卒業論文の審査を行い、電気工学、電子工学、情報工学の領域において工学の基礎的な知識と応用力を身につけると認

められた場合、あるいは、生命科学、情報科学の領域において、自然科学の観点から真理を探究するための基礎研究に必要な工学的な知識と能力を有すると認められた場

合に、学士（工学）を授与する。 

 

確認事項 3-5   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑤  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針を授与する学位ごとに定めていない。   

該当箇所： 教育学部、基幹理工学部、創造理工学部、先進理工学部、経済学研究科、法学研究科修士課程、教育学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、

先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科修士課程、人間科学研究科修士課程、経営管理研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☐前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☒前回報告以降に対応もし

くは修正 

 2022  年 7 月  会議名：先進理工学部運営委員会 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 
☐公表している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☒公表していない 公表予定時期：2022 年 11 月 大学点検・評価委員会確認後 

（３）変更後の内容 

●学部 

実績ある本学理工系カリキュラムを発展させ、基礎学力の修得とともに先進領域への展開を可能とする実践力の涵養を目的として、第一線級の若手研究者・技術

者の育成のための教育課程を編成する。物理学・化学・生命科学・数学・情報学などの「共通基礎」を横軸に、縦軸として各学科の専門分野に応じた対象と方法論

両面に関する「専門基礎」を厚く確実に修得させる。これらを基に、高学年次（主に卒業論文研究配属以降）には先端的な学際分野を学習できる機会を多く設け

るようにする。また、講義科目に加え、演習・ゼミナール・実験などの科目を多く配し、学理の基礎と応用を実践的に修得させる。さらに習熟度を確認するための

チェックポイントの設定などにより、各学科のカリキュラムに応じてきめ細かく学習プログラムの進捗を自己認識させ、修学意欲を高めるようにする。本学部に

は、A 群・B 群（自然科学基礎科目および実験・実習・制作）・C 群（専門教育科目）・D 群（保健体育・自主挑戦科目）の 4 系列に大別される学科目を設置す

る。A 群・B 群及び D 群は学部全体の共通科目からなり、C 群は各学科の特色に応じた専門科目からなる。 

072



 

 

※確認事項 3-1、3-3、3-4、3-6、3-7、3-8、3-9、3-10は該当なし 

●物理学科 

１年次および２年次では力学・電磁気学・量子力学など物理学における基礎的な科目を体系的に学習し、３年次以降でより専門的かつ最先端の科目を学習する。特に、実

践的な能力を涵養することを目指して、演習科目および実習科目を充実させている。物理学科の方針として、応用物理学科と協力して、基礎的な物理分野から応用的な分

野まで、幅広い研究分野から自由に選択できるカリキュラムを用意している。 

●応用物理学科 

１年次および２年次では力学・電磁気学・量子力学など物理学における基礎的な科目を体系的に学習し、３年次以降でより専門的かつ最先端の科目を学習する。特に、実

践的な能力を涵養することを目指して、演習科目および実習科目を充実させている。応用物理学科の方針として、物理学科と協力して、基礎的な物理分野から応用的な分

野まで、幅広い研究分野から自由に選択できるカリキュラムを用意している。 

●化学・生命化学科 

学部共通科目に加えて、学科４分野（物理化学、有機化学、無機・分析化学、生命化学）の専門科目（講義・演習・実験）を設置している。これらの科目を履修すること

により，各分野の基礎的な知識や実験法を習得する．低学年では基礎的な専門科目を、高学年ではより高度な専門科目を設置し、また、講義で学習した内容を演習と実験

で身につける教育体系になっている。そして、３年終了時に所定の単位を修得することを最終学年における卒業研究の着手条件としている。卒業研究を履修すると，自ら

研究課題を発見し，解決する能力を習得する。 

●応用化学科 

学部１～２年次の学部共通科目に加えて、専門科目（講義・演習・実験）を設置している。学部１～２年次の基礎的な専門科目にはじまり、学部３～４年次にはより高度

な専門科目を履修し、さらには最先端の研究に触れることができるカリキュラム構成にしている。講義科目により体系的に整理された基礎化学および専門化学を修得し、

具体的に演習を行うことにより化学を実践できる能力を培い、基礎から応用へと発展するよう設計された実験に取り組み化学を応用できるようになる。所定の単位を修得

することを最終学年における卒業研究の着手条件としている。卒業研究においては、問題発見能力、ならびにその解決能力を養う。 

●生命医科学科 

講義科目では、物理・化学・数学・情報科学・生命科学の基礎を十分に学んだ上で、理工学系、生命科学系、医学系の専門科目をバランスよく学ぶ。実験科目では、化学

物質や分析装置の取扱い、遺伝子・タンパク質の取扱い、細胞培養、動物実験の基本操作を学び、さらにバイオイメージングやバイオマテリアルを用いた最新のバイオテ

クノロジーを身につける。これらの知識と技術を活かし、卒業研究では実践的な研究を行い、その遂行能力を評価する。 

●電気・情報生命工学科 

生命・電気・電子・情報という広い学問領域の中で、自身の適性や修得すべき知識・技術を見出すことが可能となるように、研究分野と学科目との関連性を履修ロードマ

ップという形式で明示し、多様な科目の中から主体的に履修できるように設計している。 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：政治学研究科 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                 

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した 2022 年 6 月  会議名：政治学研究科運営委員会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 

☒公表されている ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☒その他（（2021 年 11 月の本研究科運営委

員会承認分については、研究科要項・HP・パンフレットで公表済。その後に受

領した大学総合研究センターからのレビュー結果を踏まえての修正版（2022

年 6 月の本研究科運営委員会承認分）については、2022 年 7 月末までに研究

科ＨＰへ、2023 年 5 月末までに研究科要項・パンフレットへ各々公表予定。） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☒明示している 

☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☒その他（2021 年 11 月の本研究科運営委

員会承認分についての大学総合研究センターからのレビュー結果を踏まえ

2022 年 6 月の本研究科運営委員会で修正版が承認された。2022 年 7 月末まで

に研究科ＨＰへ、2023 年 5 月末までに研究科要項・パンフレットへ各々公表

予定。） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 
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※各媒体への掲載予定時期については、上記「その他」を参照。 

１．修士課程 

（１）政治学コース 

No. 学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 

1 学生は、研究倫理と政治学方法論に関する専門知識を修得することができる。  
政治学方法論にかかわる必修科目の単位

修得率・科目別の成績内訳  

延長生率（実質延長生および実質正

規生を含む）・退学率 

2 
学生は、自身の研究分野において、論理的整合性を兼ね備えた修士論文を執筆すること

ができる。 
修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査  

3 
学生は、修得した専門知識（政治学および隣接する社会科学）を駆使して、進学先や

就職先等のニーズに応えられるレベルでの実証分析を行うことができる。 
修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査  

4 
学生は、多様な人々との学術的交流・協働により、政治に関する問題の解決にあたる姿

勢を身につけることができる。 
研究指導科目の単位修得率  学生生活・学修行動調査  

 

 

（２）グローバル公共政策コース 

No. 学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 

1  学生は、研究倫理と政治学方法論に関する専門知識を修得することができる。 
政治学方法論にかかわる必修科目の単位

修得率・科目別の成績内訳 

延長生率（実質延長生および実質

正規生を含む）・退学率 

2  
学生は、自身の研究分野において、論理的整合性を兼ね備えた修士論文を執筆すること

ができる。 
修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査 

3  
学生は、修得した専門知識（公共政策および政治学など隣接する社会科学）を駆使し

て、進学先や就職先等のニーズに応えられるレベルでの実証分析を行うことができる。 
修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査 

4  研究指導科目の単位修得率 研究指導科目の単位修得率 学生生活・学修行動調査 
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（３）ジャーナリズムコース 

No. 学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 

1  学生は、研究倫理と政治学方法論に関する専門知識を修得することができる。 
政治学方法論にかかわる必修科目の単位

修得率・科目別の成績内訳 

延長生率（実質延長生および実質正

規生を含む）・退学率 

2  
学生は、自身の研究分野において、論理的整合性を兼ね備えた修士論文を執筆するこ

とができる。 
修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査 

3  
学生は、修得した専門知識（ジャーナリズムおよび政治学など隣接する社会科学）を駆

使して、進学先や就職先等のニーズに応えられるレベルでの実証分析を行うことができる。 
修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査 

4  
学生は、多様な人々との学術的交流・協働により、政治に関する問題の解決に当たる姿

勢を身につけることができる。 
研究指導科目の単位修得率 学生生活・学修行動調査 

 

２．博士後期課程 

（１）政治学コース 

No. 学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 

1 

学生は、専門家グループの中で対等にディスカッションができるレベルで、各種理論のほか、

規範・数理・計量分析をはじめとする政治学方法論を修得し、そのうちひとつを専門として

教育することができる。  

◆査読付雑誌への論文公刊状況  

 

◆学会発表状況  

延長生率（実質延長生および実質

正規生を含む）・退学率  

2 
学生は、自身の研究分野において、国内外に通用する高い学術的価値等を備えた博士

学位請求論文を執筆することができる。  
博士学位取得率 学生生活・学修行動調査  

3 学生は、修得した深い専門知識を駆使して、最先端の政治学分析を行うことができる。  博士学位取得率 学生生活・学修行動調査  

4 
学生は、多様な人々との学術的交流・協働により、政治に関する問題の解決に当たるだ

けでなく、それを広く世の中にフィードバックする姿勢を身につけることができる。  
研究指導科目の合格率  学生生活・学修行動調査  

 

（２）グローバル公共政策コース 

No. 学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 
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1  

学生は、専門家グループの中で対等にディスカッションができるレベルで、それを具体的な

成果物としてまとめる能力を持ち、その際には規範・数理・計量分析をはじめとする政治

学方法論にもとづいたエビデンスベースの議論ができる。 

◆査読付雑誌への論文公刊状況 

◆学会発表状況 

延長生率（実質延長生および実質

正規生を含む）・退学率 

2  
学生は、自身の研究分野において、国内外に通用する高い学術的価値等を備えた博士

学位請求論文を執筆することができる。 
博士学位取得率 学生生活・学修行動調査 

3  
学生は、修得した深い専門知識を駆使して、公共政策をめぐる最先端の知的生産を行

うことができる。 
博士学位取得率 学生生活・学修行動調査 

4  
学生は、多様な人々との学術的交流・協働により、公共政策のあり方を世の中にあらわ

し、報道のあるべき姿を指し示すことができる。 
研究指導科目の合格率 学生生活・学修行動調査 

 

（３）ジャーナリズムコース 

No. 学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 

1  

学生は、専門家グループの中で対等にディスカッションができるレベルで、それを具体的な

成果物としてまとめる能力を持ち、その際には規範・数理・計量分析をはじめとする政治

学方法論にもとづいたエビデンスベースの議論ができる。 

◆査読付雑誌への論文公刊状況 

◆学会発表状況 

延長生率（実質延長生および実質

正規生を含む）・退学率 

2  
学生は、自身の研究分野において、国内外に通用する高い学術的価値等を備えた博士

学位請求論文を執筆することができる。 
博士学位取得率 学生生活・学修行動調査 

3  
学生は、修得した深い専門知識を駆使して、ジャーナリズムをめぐる最先端の知的生産を

行うことができる。 
博士学位取得率 学生生活・学修行動調査 

4  
学生は、多様な人々との学術的交流・協働により、ジャーナリズムのあり方を世の中にあら

わし、報道のあるべき姿を指し示すことができる。 
研究指導科目の合格率 学生生活・学修行動調査 
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確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☒設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☒学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☒学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☒測定時期を明確にしている 

☒どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☒明示している 

☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（2022 年 6 月の本研究科運営委員

会承認分について、2022 年 7 月末までに研究科ＨＰへ、2023 年 5 月末までに

研究科要項・パンフレットへ各々公表予定。） 

☐明示していない  

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 

※各媒体への掲載予定時期については、上記「その他」を参照。 

※以下、各課程・コースにおける測定時期は、2023年 3月～2023年 9月を予定。 

１．修士課程 

（１）政治学コース 

No. 学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 

1 学生は、研究倫理と政治学方法論に関する専門知識を修得することができる。  
政治学方法論にかかわる必修科目の単位

修得率・科目別の成績内訳  

延長生率（実質延長生および実質正

規生を含む）・退学率 

2 
学生は、自身の研究分野において、論理的整合性を兼ね備えた修士論文を執筆すること

ができる。 
修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査  

3 
学生は、修得した専門知識（政治学および隣接する社会科学）を駆使して、進学先や

就職先等のニーズに応えられるレベルでの実証分析を行うことができる。 
修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査  

4 
学生は、多様な人々との学術的交流・協働により、政治に関する問題の解決にあたる姿

勢を身につけることができる。 
研究指導科目の単位修得率  学生生活・学修行動調査  
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（２）グローバル公共政策コース 

No. 学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 

1  学生は、研究倫理と政治学方法論に関する専門知識を修得することができる。 
政治学方法論にかかわる必修科目の単位

修得率・科目別の成績内訳 

延長生率（実質延長生および実質

正規生を含む）・退学率 

2  
学生は、自身の研究分野において、論理的整合性を兼ね備えた修士論文を執筆すること

ができる。 
修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査 

3  
学生は、修得した専門知識（公共政策および政治学など隣接する社会科学）を駆使し

て、進学先や就職先等のニーズに応えられるレベルでの実証分析を行うことができる。 
修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査 

4  研究指導科目の単位修得率 研究指導科目の単位修得率 学生生活・学修行動調査 

 

 

（３）ジャーナリズムコース 

No. 学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 

1  学生は、研究倫理と政治学方法論に関する専門知識を修得することができる。 
政治学方法論にかかわる必修科目の単位

修得率・科目別の成績内訳 

延長生率（実質延長生および実質正

規生を含む）・退学率 

2  
学生は、自身の研究分野において、論理的整合性を兼ね備えた修士論文を執筆するこ

とができる。 
修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査 

3  
学生は、修得した専門知識（ジャーナリズムおよび政治学など隣接する社会科学）を駆

使して、進学先や就職先等のニーズに応えられるレベルでの実証分析を行うことができる。 
修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査 

4  
学生は、多様な人々との学術的交流・協働により、政治に関する問題の解決に当たる姿

勢を身につけることができる。 
研究指導科目の単位修得率 学生生活・学修行動調査 

 

２．博士後期課程 

（１）政治学コース 

No. 学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 
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1 

学生は、専門家グループの中で対等にディスカッションができるレベルで、各種理論のほか、

規範・数理・計量分析をはじめとする政治学方法論を修得し、そのうちひとつを専門として

教育することができる。  

◆査読付雑誌への論文公刊状況  

 

◆学会発表状況  

延長生率（実質延長生および実質

正規生を含む）・退学率  

2 
学生は、自身の研究分野において、国内外に通用する高い学術的価値等を備えた博士

学位請求論文を執筆することができる。  
博士学位取得率 学生生活・学修行動調査  

3 学生は、修得した深い専門知識を駆使して、最先端の政治学分析を行うことができる。  博士学位取得率 学生生活・学修行動調査  

4 
学生は、多様な人々との学術的交流・協働により、政治に関する問題の解決に当たるだ

けでなく、それを広く世の中にフィードバックする姿勢を身につけることができる。  
研究指導科目の合格率  学生生活・学修行動調査  

 

（２）グローバル公共政策コース 

No. 学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 

1  

学生は、専門家グループの中で対等にディスカッションができるレベルで、それを具体的な

成果物としてまとめる能力を持ち、その際には規範・数理・計量分析をはじめとする政治

学方法論にもとづいたエビデンスベースの議論ができる。 

◆査読付雑誌への論文公刊状況 

◆学会発表状況 

延長生率（実質延長生および実質

正規生を含む）・退学率 

2  
学生は、自身の研究分野において、国内外に通用する高い学術的価値等を備えた博士

学位請求論文を執筆することができる。 
博士学位取得率 学生生活・学修行動調査 

3  
学生は、修得した深い専門知識を駆使して、公共政策をめぐる最先端の知的生産を行

うことができる。 
博士学位取得率 学生生活・学修行動調査 

4  
学生は、多様な人々との学術的交流・協働により、公共政策のあり方を世の中にあらわ

し、報道のあるべき姿を指し示すことができる。 
研究指導科目の合格率 学生生活・学修行動調査 

 

（３）ジャーナリズムコース 

No. 学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 

1  

学生は、専門家グループの中で対等にディスカッションができるレベルで、それを具体的な

成果物としてまとめる能力を持ち、その際には規範・数理・計量分析をはじめとする政治

学方法論にもとづいたエビデンスベースの議論ができる。 

◆査読付雑誌への論文公刊状況 

◆学会発表状況 

延長生率（実質延長生および実質

正規生を含む）・退学率 
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＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

2  
学生は、自身の研究分野において、国内外に通用する高い学術的価値等を備えた博士

学位請求論文を執筆することができる。 
博士学位取得率 学生生活・学修行動調査 

3  
学生は、修得した深い専門知識を駆使して、ジャーナリズムをめぐる最先端の知的生産を

行うことができる。 
博士学位取得率 学生生活・学修行動調査 

4  
学生は、多様な人々との学術的交流・協働により、ジャーナリズムのあり方を世の中にあら

わし、報道のあるべき姿を指し示すことができる。 
研究指導科目の合格率 学生生活・学修行動調査 
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※以下は該当する学部・研究科のみ記載 

 

確認事項 3-4   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応④  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針を学位課程ごとに設定していない。    

該当箇所： 政治学研究科、法学研究科、文学研究科、商学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科、社会科学研究科、 

人間科学研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

確認事項 3-3   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応③  指摘事項： 学位授与方針に、修得すべき知識、技能、能力など当該学位にふさわしい学習 

                                     成果を示していない     

該当箇所： 法学部、政治学研究科博士後期課程ジャーナリズムコース、経済学研究科、文学研究科、教育学研究科（教職大学院を除く）、国際コミュニケーション

研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☐前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☒前回報告以降に対応も

しくは修正 

2022 年 6 月  会議名：政治学研究科運営委員会 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学位授与方針を公表している 

☒公表している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（2021 年 11 月の本研究科運営委

員会承認分についての大学総合研究センターからのレビュー結果を踏まえ

2022 年 6 月の本研究科運営委員会で修正版が承認された。2022 年 7 月末ま

でに研究科ＨＰへ、2023 年 5 月末までに研究科要項・パンフレットへ各々公

表予定。） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

【博士後期課程ジャーナリズムコース】 

「ジャーナリズム・コース（博士後期課程）」では、ジャーナリズムに関する専門研究者およびジャーナリスト養成教育を担う人材の養成を目標とする。そのために、学生

は学問的方法論の習得を行い、研究の主分野であるジャーナリズムを、政治や科学、メデイア、インターネットなど他の分野と連関させて論文構想としてまとめ、習得す

る。既存の殻を破り、新しい概念を構築する力を身に着けた上で先進的な実証研究を進め、博士論文審査に合格した者に「博士（ジャーナリズム）」が授与される。 
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☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 
☒公表している ☒要項 ☒HP ☒パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

 

確認事項 3-7   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑦  指摘事項：  学生の受け入れ方針を学位課程ごとに設定していないため、これを定め公表 

                                      するよう是正されたい。 

該当箇所： 政治学研究科博士後期課程、経済学研究科、法学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科、 

社会科学研究科、スポーツ科学研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☐前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☒前回報告以降に対応も

しくは修正 

2022 年 6 月  会議名：政治学研究科運営委員会 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学生の受け入れ方針を公表している 

☒公表されている ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☒その他（2021 年 11 月の本研究科運

営委員会承認分についての大学総合研究センターからのレビュー結果を

踏まえ 2022 年 6 月の本研究科運営委員会で修正版が承認された。2022

年 7 月末までに研究科ＨＰへ、2023 年 5 月末までに研究科要項・パンフ

レットへ各々公表予定。） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

【博士後期課程 政治学コース】 

博士後期課程では、経験的方法、数理分析、規範理論からなる政治学研究方法の基礎を修得し、そのどれかを用いた修士論文を完成する能力が求められる。英語力につい

ても専門の論文や書籍の読解を行い、アカデミックライティングにおいても十分に訓練を経て高い能力を持つことが期待される。これらは書面および面接において能力を

判定する。  

 

【博士後期課程 ジャーナリズムコース】 

博士後期課程においては、2 つの方法論科目（経験、規範）を含め、ディプロマシーポリシーに記載した修士号取得時の能力を備え、かつ国際的なジャーナリズム研究の
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※確認事項 3-1、3-2、3-5、3-6、3-8、3-9、3-10 は該当なし 

地平を切り開く先進的な研究に取り組むための専門性を有することが求められる。 

 

【博士後期課程 グローバル公共政策コース】 

博士後期課程に関して、上記の修士号取得の要件を満たし、公共政策研究の最先端に立つ研究者や、グローバルまたはローカルな現場の最先端で活躍する実務家になりう

る能力を備えていることが期待される。進学する者は修士課程在学中に方法論の科目を修得すること、作成した修士論文が政治学研究科の定める一定水準以上の評価を得

ること、博士論文完成に向けてフィージビリティのある研究計画を作成することが求められる。その要件を満たした者に入学が認められる。 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：経済学研究科 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                 

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した 2022 年 5 月  会議名：経済学研究科運営委員会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 

☒公表されている ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☒その他（2021 年 11 月 3 日に受領した大

学総合研究センターからのレビュー結果を踏まえての修正版（2021 年 11 月の

本研究科運営委員会承認分）については、研究科要項・HP・パンフレットで公

表済。その後、2022 年 4 月 14 日までに受領した大学総合研究センターからの

レビュー結果を踏まえての修正版（2022 年 5 月の本研究科運営委員会承認分）

については、2022 年 7 月末までに研究科ＨＰへ、2023 年 5 月末までに研究科

要項・パンフレットへ各々公表予定。） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している ☒明示している 

☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☒その他（2021 年 11 月 3 日に受領した大

学総合研究センターからのレビュー結果を踏まえての修正版（2021 年 11 月の

本研究科運営委員会承認分）については、研究科要項・HP・パンフレットで公

表済。その後、2022 年 4 月 14 日までに受領した大学総合研究センターからの

レビュー結果を踏まえての修正版（2022 年 5 月の本研究科運営委員会承認分）
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については、2022 年 7 月末までに研究科ＨＰへ、2023 年 5 月末までに研究科

要項・パンフレットへ各々公表予定。） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

※各媒体への掲載予定時期については、上記「その他」を参照。 

1. 修士課程 

(1) 経済学コース 

No. 経済

学研

究領

域 

経済

史研

究領

域 

学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 

1 ○ - 学生は、経済理論と計量分析に関する専門知識を修得することがで

きる。 

経済学関連必修科目の単位修得率・

科目別の成績内訳 

延長生率（実質延長生および実

質正規の延長生を含む）・退学

率 - ○ 学生は、経済史に関する専門知識を修得することができる。 経済史関連科目の単位修得率・科目

別の成績内訳 

2 ○ ○ 学生は、自身の研究分野において、論理的整合性を兼ね備えた修

士論文を執筆することができる。 

修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査 

3 ○ ○ 学生は、修得した専門知識を駆使して、進学先や就職先等のニーズ

に応えられるレベルでの経済分析を行うことができる。 

修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査 

4 ○ ○ 学生は、多様な人々との学術的交流・協働により、経済に関する問

題の解決に当たる姿勢を身につけることができる。 

研究指導科目の単位修得率 学生生活・学修行動調査 

 

(2) 国際政治経済学コース 

No. 学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 

1 学生は、経済理論・計量分析や政治分野に関する専門知識を修得することができる。 政治経済学関連必修科目の単位修得

率・科目別の成績内訳 

延長生率（実質延長生および実

質正規の延長生を含む）・退学

率 

2 学生は、自身の研究分野において、論理的整合性を兼ね備えた修士論文を執筆する

ことができる。 

修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査 

3 学生は、修得した専門知識を駆使して、進学先や就職先等のニーズに応えられるレベ

ルでの経済・政治分析を行うことができる。 

修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査 
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4 学生は、多様な人々との学術的交流・協働により、国際政治経済に関する問題の解

決に当たる姿勢を身につけることができる。 

研究指導科目の単位修得率 学生生活・学修行動調査 

2. 博士後期課程 

(1) 経済学コース 

No. 経済

学研

究領

域 

経済

史研

究領

域 

学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 

1 ○ - 学生は、専門家グループの中で対等にディスカッションができるレベル

で、経済理論や計量分析に関する深い専門知識や分析手法を修得

することができる。 

◆査読付雑誌への論文公刊状況 

◆学会発表状況 

延長生率（実質延長生および実

質正規の延長生を含む）・退学

率 

- ○ 学生は、専門家グループの中で対等にディスカッションができるレベル

で、経済史に関する深い専門知識や分析手法を修得することができ

る。 

◆査読付雑誌への論文公刊状況 

◆学会発表状況 

2 ○ ○ 学生は、自身の研究分野において、国内外に通用する高い学術的

価値等を備えた博士学位請求論文を執筆することができる。 

博士学位取得率 学生生活・学修行動調査 

3 ○ ○ 学生は、修得した深い専門知識を駆使して、社会の新しい価値の創

造に資するレベルでの経済分析を行うことができる。 

博士学位取得率 学生生活・学修行動調査 

4 ○ ○ 学生は、多様な人々との学術的交流・協働により、経済に関する問

題の解決に当たるだけでなく、それを広く世の中にフィードバックする姿

勢を身につけることができる。 

研究指導科目の合格率 学生生活・学修行動調査 

 

(2) 国際政治経済学コース 

No. 学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 

1 学生は、専門家グループの中で対等にディスカッションができるレベルで、経済理論・計

量分析や政治分野に関する深い専門知識や分析手法を修得することができる。 

◆査読付雑誌への論文公刊状況 

◆学会発表状況 

延長生率（実質延長生および実

質正規の延長生を含む）・退学

率 

2 学生は、自身の研究分野において、国内外に通用する高い学術的価値等を備えた博

士学位請求論文を執筆することができる。 

博士学位取得率 学生生活・学修行動調査 
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3 学生は、修得した深い専門知識を駆使して、社会の新しい価値の創造に資するレベル

での経済・政治分析を行うことができる。 

博士学位取得率 学生生活・学修行動調査 

4 学生は、多様な人々との学術的交流・協働により、国際政治経済に関する問題の解

決に当たるだけでなく、それを広く世の中にフィードバックする姿勢を身につけることができ

る。 

研究指導科目の合格率 学生生活・学修行動調査 

 

 

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☒設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☒学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☒学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☒測定時期を明確にしている 

☒どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☒明示している 

☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☒その他（2021 年 11 月 3 日に受領した大

学総合研究センターからのレビュー結果を踏まえての修正版（2021 年 11 月の

本研究科運営委員会承認分）については、研究科要項・HP・パンフレットで公

表済。その後、2022 年 4 月 14 日までに受領した大学総合研究センターからの

レビュー結果を踏まえての修正版（2022 年 5 月の本研究科運営委員会承認分）

については、2022 年 7 月末までに研究科ＨＰへ、2023 年 5 月末までに研究科

要項・パンフレットへ各々公表予定。） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 

※各媒体への掲載予定時期については、上記「その他」を参照。 

※以下、各課程・コースにおける測定時期は、2023年 3月～2023年 9月を予定。 

1. 修士課程 

(1) 経済学コース 
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No. 経済

学研

究領

域 

経済

史研

究領

域 

学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 

1 ○ - 学生は、経済理論と計量分析に関する専門知識を修得することがで

きる。 

経済学関連必修科目の単位修得率・

科目別の成績内訳 

延長生率（実質延長生および実

質正規の延長生を含む）・退学

率 - ○ 学生は、経済史に関する専門知識を修得することができる。 経済史関連科目の単位修得率・科目

別の成績内訳 

2 ○ ○ 学生は、自身の研究分野において、論理的整合性を兼ね備えた修

士論文を執筆することができる。 

修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査 

3 ○ ○ 学生は、修得した専門知識を駆使して、進学先や就職先等のニーズ

に応えられるレベルでの経済分析を行うことができる。 

修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査 

4 ○ ○ 学生は、多様な人々との学術的交流・協働により、経済に関する問

題の解決に当たる姿勢を身につけることができる。 

研究指導科目の単位修得率 学生生活・学修行動調査 

 

(2) 国際政治経済学コース 

No. 学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 

1 学生は、経済理論・計量分析や政治分野に関する専門知識を修得することができる。 政治経済学関連必修科目の単位修得

率・科目別の成績内訳 

延長生率（実質延長生および実

質正規の延長生を含む）・退学

率 

2 学生は、自身の研究分野において、論理的整合性を兼ね備えた修士論文を執筆する

ことができる。 

修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査 

3 学生は、修得した専門知識を駆使して、進学先や就職先等のニーズに応えられるレベ

ルでの経済・政治分析を行うことができる。 

修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査 

4 学生は、多様な人々との学術的交流・協働により、国際政治経済に関する問題の解

決に当たる姿勢を身につけることができる。 

研究指導科目の単位修得率 学生生活・学修行動調査 

 

 

2. 博士後期課程 

(1) 経済学コース 

No. 経済

学研

究領

経済

史研

究領

学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 
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域 域 

1 ○ - 学生は、専門家グループの中で対等にディスカッションができるレベル

で、経済理論や計量分析に関する深い専門知識や分析手法を修得

することができる。 

◆査読付雑誌への論文公刊状況 

◆学会発表状況 

延長生率（実質延長生および実

質正規の延長生を含む）・退学

率 

- ○ 学生は、専門家グループの中で対等にディスカッションができるレベル

で、経済史に関する深い専門知識や分析手法を修得することができ

る。 

◆査読付雑誌への論文公刊状況 

◆学会発表状況 

2 ○ ○ 学生は、自身の研究分野において、国内外に通用する高い学術的

価値等を備えた博士学位請求論文を執筆することができる。 

博士学位取得率 学生生活・学修行動調査 

3 ○ ○ 学生は、修得した深い専門知識を駆使して、社会の新しい価値の創

造に資するレベルでの経済分析を行うことができる。 

博士学位取得率 学生生活・学修行動調査 

4 ○ ○ 学生は、多様な人々との学術的交流・協働により、経済に関する問

題の解決に当たるだけでなく、それを広く世の中にフィードバックする姿

勢を身につけることができる。 

研究指導科目の合格率 学生生活・学修行動調査 

 

(2) 国際政治経済学コース 

No. 学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 

1 学生は、専門家グループの中で対等にディスカッションができるレベルで、経済理論・計

量分析や政治分野に関する深い専門知識や分析手法を修得することができる。 

◆査読付雑誌への論文公刊状況 

◆学会発表状況 

延長生率（実質延長生および実

質正規の延長生を含む）・退学

率 

2 学生は、自身の研究分野において、国内外に通用する高い学術的価値等を備えた博

士学位請求論文を執筆することができる。 

博士学位取得率 学生生活・学修行動調査 

3 学生は、修得した深い専門知識を駆使して、社会の新しい価値の創造に資するレベル

での経済・政治分析を行うことができる。 

博士学位取得率 学生生活・学修行動調査 

4 学生は、多様な人々との学術的交流・協働により、国際政治経済に関する問題の解

決に当たるだけでなく、それを広く世の中にフィードバックする姿勢を身につけることができ

る。 

研究指導科目の合格率 学生生活・学修行動調査 
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＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 
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※以下は該当する学部・研究科のみ記載 

確認事項 3-2   2020 年度認証評価における指摘事項への対応②  指摘事項： 学位授与方針を授与する学位ごとに定めていない     

該当箇所： 基幹理工学部、創造理工学部、先進理工学部、経済学研究科、法学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、 

環境・エネルギー研究科修士課程、人間科学研究科修士課程 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学位授与方針を公表している 

☒公表している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☒その他（2021 年 11 月 3 日に受領した

大学総合研究センターからのレビュー結果を踏まえての修正版（2021 年 11

月の本研究科運営委員会承認分）については、研究科要項・HP・パンフレッ

トで公表済。その後、2022 年 4 月 14 日までに受領した大学総合研究センタ

ーからのレビュー結果を踏まえての修正版（2022 年 5 月の本研究科運営委員

会承認分）については、2022 年 7 月末までに研究科ＨＰへ、2023 年 5 月末

までに研究科要項・パンフレットへ各々公表予定。） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

※各媒体への掲載予定時期については、上記「その他」を参照。 

「たくましい知性」と「しなやかな感性」を有し、より良き社会・世界の実現に貢献できる人材を作るという本学の方針に則り、経済学研究科が学位を授けるのは、広範囲に亘る経済学の

基礎知識と方法論を修得し（修士課程）、また、国内外に通用する高い学術的価値等を備えた、博士学位請求論文を執筆できるレベルの深い経済学と計量分析に関する専門知

識や分析手法を習得し（博士後期課程）、独立した研究者としての研究能力、あるいは高度専門職業人として活躍できる優れた技術を身につけ、多様な人々と協働しながら、自らの

研究力や技術を社会に還元できる者に対してである。特に、学位論文の審査においては、厳格な倫理性と強い責任感とをもって研究を行うことができることを重要な判定基準とする。 

修士課程経済学コースでは、学生は、経済学研究領域の場合は経済理論と計量分析、経済史研究領域の場合は経済史に関する専門知識を修得できると共に実証分析に習熟し、

修得した専門知識を駆使して、進学先や就職先等のニーズに応えられるレベルでの経済分析を行うことができ、自身の研究分野において、論理的整合性を兼ね備えた修士論文を執筆

することができると共に、多様な人々との学術的交流・協働により、経済に関する問題の解決に当たる姿勢を身につけることができることを目標とする。 

修士課程国際政治経済コースでは、学生は、経済理論・計量分析や政治分野に関する専門知識を修得できると共に実証分析に習熟し、修得した専門知識を駆使して、進学先や就

職先等のニーズに応えられるレベルでの経済・政治分析を行うことができ、自身の研究分野において、論理的整合性を兼ね備えた修士論文を執筆することができると共に、多様な人々と
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の学術的交流・協働により、国際政治経済に関する問題の解決に当たる姿勢を身につけることができることを目標とする。 

博士後期課程経済学コースでは、学生は、専門家グループの中で対等にディスカッションができるレベルで、経済学研究領域の場合は経済理論や計量分析、経済史研究領域の場合は

経済史に関する専門知識や分析手法を修得することができ、修得した深い専門知識を駆使して、社会の新しい価値の創造に資するレベルでの経済分析を行うことができ、自身の研究

分野において、国内外に通用する高い学術的価値等を備えた博士学位請求論文を執筆することができると共に、多様な人々との学術的交流・協働により、経済に関する問題の解決に

当たるだけでなく、それを広く世の中にフィードバックする姿勢を身につけることができることを目標とする。 

博士後期課程国際政治経済コースでは、学生は、専門家グループの中で対等にディスカッションができるレベルで、経済理論・計量分析や政治分野に関する深い専門知識や分析手法

を修得することができ、修得した深い専門知識を駆使して、社会の新しい価値の創造に資するレベルでの経済・政治分析を行うことができ、自身の研究分野において、国内外に通用する

高い学術的価値等を備えた博士学位請求論文を執筆することができると共に、多様な人々との学術的交流・協働により、国際政治経済に関する問題の解決に当たるだけでなく、それを

広く世の中にフィードバックする姿勢を身につけることができることを目標とする。 

 

 

確認事項 3-3   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応③  指摘事項： 学位授与方針に、修得すべき知識、技能、能力など当該学位にふさわしい学習 

                                     成果を示していない     

該当箇所： 法学部、政治学研究科博士後期課程ジャーナリズムコース、経済学研究科、文学研究科、教育学研究科（教職大学院を除く）、国際コミュニケーション

研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学位授与方針を公表している 

☒公表している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☒その他（2021 年 11 月 3 日に受領した

大学総合研究センターからのレビュー結果を踏まえての修正版（2021 年 11

月の本研究科運営委員会承認分）については、研究科要項・HP・パンフレッ

トで公表済。その後、2022 年 4 月 14 日までに受領した大学総合研究センタ

ーからのレビュー結果を踏まえての修正版（2022 年 5 月の本研究科運営委員

会承認分）については、2022 年 7 月末までに研究科ＨＰへ、2023 年 5 月末

までに研究科要項・パンフレットへ各々公表予定。） 

☐公表していない 公表予定時期： 
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（３）変更後の内容 

※各媒体への掲載予定時期については、上記「その他」を参照。 

「たくましい知性」と「しなやかな感性」を有し、より良き社会・世界の実現に貢献できる人材を作るという本学の方針に則り、経済学研究科が学位を授けるのは、広範囲に亘る経済学の

基礎知識と方法論を修得し（修士課程）、また、国内外に通用する高い学術的価値等を備えた、博士学位請求論文を執筆できるレベルの深い経済学と計量分析に関する専門知

識や分析手法を習得し（博士後期課程）、独立した研究者としての研究能力、あるいは高度専門職業人として活躍できる優れた技術を身につけ、多様な人々と協働しながら、自らの

研究力や技術を社会に還元できる者に対してである。特に、学位論文の審査においては、厳格な倫理性と強い責任感とをもって研究を行うことができることを重要な判定基準とする。 

修士課程経済学コースでは、学生は、経済学研究領域の場合は経済理論と計量分析、経済史研究領域の場合は経済史に関する専門知識を修得できると共に実証分析に習熟し、

修得した専門知識を駆使して、進学先や就職先等のニーズに応えられるレベルでの経済分析を行うことができ、自身の研究分野において、論理的整合性を兼ね備えた修士論文を執筆

することができると共に、多様な人々との学術的交流・協働により、経済に関する問題の解決に当たる姿勢を身につけることができることを目標とする。 

修士課程国際政治経済コースでは、学生は、経済理論・計量分析や政治分野に関する専門知識を修得できると共に実証分析に習熟し、修得した専門知識を駆使して、進学先や就

職先等のニーズに応えられるレベルでの経済・政治分析を行うことができ、自身の研究分野において、論理的整合性を兼ね備えた修士論文を執筆することができると共に、多様な人々と

の学術的交流・協働により、国際政治経済に関する問題の解決に当たる姿勢を身につけることができることを目標とする。 

博士後期課程経済学コースでは、学生は、専門家グループの中で対等にディスカッションができるレベルで、経済学研究領域の場合は経済理論や計量分析、経済史研究領域の場合は

経済史に関する専門知識や分析手法を修得することができ、修得した深い専門知識を駆使して、社会の新しい価値の創造に資するレベルでの経済分析を行うことができ、自身の研究

分野において、国内外に通用する高い学術的価値等を備えた博士学位請求論文を執筆することができると共に、多様な人々との学術的交流・協働により、経済に関する問題の解決に

当たるだけでなく、それを広く世の中にフィードバックする姿勢を身につけることができることを目標とする。 

博士後期課程国際政治経済コースでは、学生は、専門家グループの中で対等にディスカッションができるレベルで、経済理論・計量分析や政治分野に関する深い専門知識や分析手法

を修得することができ、修得した深い専門知識を駆使して、社会の新しい価値の創造に資するレベルでの経済・政治分析を行うことができ、自身の研究分野において、国内外に通用する

高い学術的価値等を備えた博士学位請求論文を執筆することができると共に、多様な人々との学術的交流・協働により、国際政治経済に関する問題の解決に当たるだけでなく、それを

広く世の中にフィードバックする姿勢を身につけることができることを目標とする。 

 

確認事項 3-5   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑤  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針を授与する学位ごとに定めていない。   

該当箇所： 教育学部、基幹理工学部、創造理工学部、先進理工学部、経済学研究科、法学研究科修士課程、教育学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、

先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科修士課程、人間科学研究科修士課程、経営管理研究科 

（１）指摘事項への対応を行った ☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 
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☐前回報告以降に対応もし

くは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 

☒公表している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☒その他（2021 年 11 月 3 日に受領した

大学総合研究センターからのレビュー結果を踏まえての修正版（2021 年 11

月の本研究科運営委員会承認分）については、研究科要項・HP・パンフレ

ットで公表済。その後、2022 年 4 月 14 日までに受領した大学総合研究セ

ンターからのレビュー結果を踏まえての修正版（2022 年 5 月の本研究科運

営委員会承認分）については、2022 年 7 月末までに研究科ＨＰへ、2023 年

5 月末までに研究科要項・パンフレットへ各々公表予定。） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

※各媒体への掲載予定時期については、上記「その他」を参照。 

経済学研究科では、経済・社会の問題を正確に分析し適切な処方箋を書くには、経済理論に裏付けられた厳密な思考が不可欠であるという理念の下に、基礎理論から応用・専門へと

展開されたカリキュラムが構成されている。基本的には、ミクロ経済学、マクロ経済学、統計・計量、経済史の学習を通じて、広範囲に亘る経済学の基礎知識と方法論を修得し、独立し

た研究者、高度専門職業人を育てる。修士課程、博士後期課程ともに、日本語話者と非日本語話者が分け隔てなく、講義や研究指導を受けることができる体制になっており、専門的

な知識や技能を常に多様性に開かれた環境で学ぶことが期待される。 

修士課程の経済学コースでは、標準として２年以上在籍し、ミクロ経済学、マクロ経済学、統計・計量、経済史が必修科目である。研究指導（指導教員が担当する演習科目は必

須）によって専門知識を実用化させ、それに基づいて修士論文を作成する。各自のテーマならびに将来設計に応じて共通基礎科目、随意科目、他研究科提供科目・他大学院提供科

目等で関連知識を習得する。さらに「経済学研究領域」および「経済史研究領域」からなる 2 つの研究領域に分かれ、学生の多様化した研究に対応する。また、修了算入単位として

32 単位以上を修得することが求められる。主な学修成果としては、学生は、修士課程 1年次の間に、充実した必修・コースワークの履修を通じて、経済学研究領域の場合は経済理論

と計量分析、経済史研究領域の場合は経済史に関する専門知識を修得することができると共に実証分析に習熟し、修士課程2年次修了までに、研究指導を通じて、修得した専門知

識を駆使しながら進学先や就職先等のニーズに応えられるレベルでの経済分析を行うことができ、自身の研究分野において、論理的整合性を兼ね備えた修士論文を執筆することができ

ると共に、様々なバックグラウンドを持つ者とのディスカッション等、多様な人々との学術的交流・協働により、問題解決に当たる姿勢を身につけることが期待される。 

 

修士課程の国際政治経済学コースでは、標準として２年以上在籍し、政治学研究方法、およびミクロ経済学、マクロ経済学、統計・計量系科目が必修である。これに共通基礎科目、

コア科目、随意科目などを自由に組み合わせることにより、研究を深める。また、政治学研究科・経済学研究科に属する複数教員による研究指導を実施する。政治と経済という分かちが
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たい分野を国際的な視野で分析・理解しながら、規範的なパースペクティブから実行可能な政策を検討・構想しうる力を育むためのカリキュラムを用意している。また、修了算入単位として

32 単位以上を修得することが求められる。主な学修成果としては、学生は、修士課程 1 年次の間に、充実した必修・コースワークの履修を通じて、経済理論・計量分析や政治分野に

関する専門知識を修得することができると共に実証分析に習熟し、修士課程2年次修了までに、研究指導を通じて、修得した専門知識を駆使しながら進学先や就職先等のニーズに応

えられるレベルでの経済・政治分析を行うことができ、自身の研究分野において、論理的整合性を兼ね備えた修士論文を執筆することができると共に、様々なバックグラウンドを持つ者との

ディスカッション等、多様な人々との学術的交流・協働により、問題解決に当たる姿勢を身につけることが期待される。 

 

博士後期課程経済学コースでは、修士課程経済学コースと同様に、２つの研究領域が設定される。修士課程との緊密な連携が図られ、研究の多様化・学際化・深化に対応した研究

指導体制を敷く。博士後期課程の教育の中心にあるのは、主・副研究指導教員制度である。この制度のもと、学生は、博士後期課程 1年次の間に、研究経過報告書を作成し、指導

教員の承認を経て本研究科に提出すると共に、各自のテーマによる高度な専門的研究を進める。博士後期課程 2 年次にも、研究経過報告書を本研究科へ同様に提出すると共に、

引き続き各自のテーマによる高度な専門的研究を進める。博士後期課程 3 年次には、各自のテーマによる高度な専門的研究をさらに推し進め、博士学位請求論文を執筆していく。主

な学修成果としては、学生は、本研究科に標準として３年以上在籍し、在籍3年目を一つの目安に、研究指導を通じて、専門家グループの中で対等にディスカッションができるレベルで、

経済学研究領域の場合は経済理論や計量分析、経済史研究領域の場合は経済史に関する深い専門知識や分析手法を修得することができると共に、修得した深い専門知識を駆使

して、社会の新しい価値の創造に資するレベルでの経済分析を行うことができ、自身の研究分野において、国内外に通用する高い学術的価値等を備えた博士学位請求論文を執筆する

ことができる。更に、様々なバックグラウンドを持つ者との定期的な研究ミーティングや議論および学会発表等、多様な人々との学術的交流・協働により、問題解決に当たるだけでなく、そ

れを広く世の中にフィードバックする姿勢を身につけることができることが期待される。具体的には、博士学位請求論文が、査読付き学術雑誌に公刊された原則 3 本以上の論文から構成

されていることで、論文執筆能力に対する本研究科の求める最低水準をクリアしていると判断する。最終的に、博士学位請求論文を執筆し、その審査に合格した者に博士学位を授与す

る。 

 

博士後期課程国際政治経済学コースでは、修士課程や政治分野との緊密な連携が図られ、研究の多様化・学際化・深化に対応した研究指導体制を敷く。博士後期課程の教育の

中心にあるのは、主・副研究指導教員制度である。この制度のもと、学生は、博士後期課程 1 年次の間に、研究経過報告書を作成し、指導教員の承認を経て本研究科に提出すると

共に、各自のテーマによる高度な専門的研究を進める。博士後期課程 2 年次にも、研究経過報告書を本研究科へ同様に提出すると共に、引き続き各自のテーマによる高度な専門的

研究を進める。博士後期課程 3 年次には、各自のテーマによる高度な専門的研究をさらに推し進め、博士学位請求論文を執筆していく。主な学修成果としては、学生は、本研究科に

標準として３年以上在籍し、在籍 3年目を一つの目安に、研究指導を通じて、専門家グループの中で対等にディスカッションができるレベルで、経済理論・計量分析や政治分野に関する

深い専門知識や分析手法を修得することができると共に、修得した深い専門知識を駆使して、社会の新しい価値の創造に資するレベルでの経済・政治分析を行うことができ、自身の研

究分野において、国内外に通用する高い学術的価値等を備えた博士学位請求論文を執筆することができる。更に、様々なバックグラウンドを持つ者との定期的な研究ミーティングや議論

および学会発表等、多様な人々との学術的交流・協働により、問題解決に当たるだけでなく、それを広く世の中にフィードバックする姿勢を身につけることができることが期待される。具体的

には、博士学位請求論文が、査読付き学術雑誌に公刊された原則 3 本以上の論文から構成されていることで、論文執筆能力に対する本研究科の求める最低水準をクリアしていると判
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断する。最終的に、博士学位請求論文を執筆し、その審査に合格した者に博士学位を授与する。 

 

確認事項 3-7   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑦  指摘事項：  学生の受け入れ方針を学位課程ごとに設定していないため、これを定め公表 

                                      するよう是正されたい。 

該当箇所： 政治学研究科博士後期課程、経済学研究科、法学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科、 

社会科学研究科、スポーツ科学研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学生の受け入れ方針を公表している 

☒公表されている ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☒その他（2021 年 11 月 3 日に受領し

た大学総合研究センターからのレビュー結果を踏まえての修正版（2021

年 11 月の本研究科運営委員会承認分）については、研究科要項・HP・パ

ンフレットで公表済。その後、2022 年 4 月 14 日までに受領した大学総合

研究センターからのレビュー結果を踏まえての修正版（2022 年 5 月の本

研究科運営委員会承認分）については、2022 年 7 月末までに研究科ＨＰ

へ、2023 年 5 月末までに研究科要項・パンフレットへ各々公表予定。） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

※各媒体への掲載予定時期については、上記「その他」を参照。 

経済学研究科では、現実の政治・経済・社会の問題やその歴史的展開に対する興味だけでなく、それらを理論的に解明しようとする姿勢を持った学生を選抜するという理念のもとに入学

試験が行われている。 

修士課程経済学コースでは、論理的思考力を持ち、様々なバックグラウンドを持つ人々とともに、数理的・統計的分析の方法で問題解決できる人物の養成を重視している。今日の多く

の社会問題では政治と経済が複雑に絡み合っており、政治学と経済学の共同なくしては根本的な解決策を提示することはできない。 

修士課程国際政治経済学コースでは、政治と経済の相互関連領域である政府や国際機関、あるいは国際関係、国家間経済関係などの専門知識を有し、様々なバックグラウンドを持
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※確認事項 3-1、3-4、3-6、3-8、3-9、3-10 は該当なし 

つ人々とともに、経済学だけでなく政治学をも縦横無尽に利用して、それらの領域における諸問題を論理的に説明できるとともに、解決のための処方箋を作成できる学生の養成を重視す

る。 

学生の希望するコースに当該学生が相応しいか否かを判断するために、語学スコアレポート・学歴確認フォーム・志望理由書および学部時代の成績証明書などを用いて複数教員による

書類審査を行い、学力水準を「三段階評価」にて判定する。必要に応じて複数教員による面接も実施し、経済学の必須知識と語学力を「五段階評価」にて判定を行う。最終的には本

研究科運営委員会において運営委員による合議にて入学の可否を決定する。経済学コース、国際政治経済学コースともに、入学時に必要とされる必須知識に違いはないため、コースご

とに入試の形態が異なることはなく、それぞれに必要な知識・スキルに関しては入学後のカリキュラムを消化することで得ることができる。 

博士後期課程の経済学コースでは経済理論や計量分析に関して、国際政治経済学コースでは更に政治分野に関して、国際的な学術貢献ができる研究者の養成を重視している。そ

のため特に重視されるのは専門分野において論文を執筆できるだけの基礎学力と、論文の題材を発見し、執筆させる知的好奇心、探究心、持続力である。前者の基礎学力としては論

理的思考能力、数理的・統計的思考能力、語学力などが問われる。 

博士後期課程志望者が上記のような能力を備えているのかどうかに関しては、各志望者の語学スコアレポート・修士論文・研究計画書などを用いて、複数の教員による書類審査を行

い、学習歴や学力水準を100点満点とした素点評価にて判定を行う。一次審査に通過した受験生に対して複数の教員による面接を行い、語学力や専門知識を二段階評価で判定を

行う。最終的には本研究科運営委員会において運営委員による合議にて入学の可否を決定する。 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：大学院法学研究科 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                 

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した ２０２２年４月、５月  会議名：法学研究科運営委員会 

☐確認していない  

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☐設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなど、わかりやすく記述している 

（３）学修成果を明示している 
☒明示している ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示している学修成果 

（１）博士後期課程（＝学位：博士（法学）） 

(1) （問題設定力）専門的知見に裏づけられた明確な問題意識に基づき、専攻分野における研究水準の発展に寄与する研究課題を設定したこと。 

(2) （研究創造性）専攻分野における国内外の研究状況を十分に踏まえて、これに新たな知見を加え、学術的な創造性に富む成果に達したこと。 

(3) （研究遂行力）本研究科が教育目標に沿って課するコース・ワークに即して計画的に研究を遂行するとともに、それによって得られた成果を口頭報告および論文執筆にお

いて明晰に言語化し、広く国内外に問うことができること。 

(4) （協働の姿勢）学術を通じて多様な背景をもつ人々と協働し、未知なる問題の解決に当たることで、世界の学界と提携して学術の進歩に寄与する研究を行うことができるこ

と。 

(5) （学術倫理）高度の法学的知識の獲得を常に追求し、高い学術倫理と知的誠実さをもって研究する態度を修学中に一貫してもつこと。 
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（２）修士課程（＝学位：修士（法学）） 

(1) （問題設定力）法的な思考様式に従うとともに、正確な学術的情報の調査に基づき、発展可能性のある研究課題を設定したこと。 

(2) （研究新規性）研究課題に関する従来の議論状況を適切に理解し、既存の研究に対して新規性のある知見を加えたこと。 

(3) （研究遂行力）本研究科が教育目標に沿って設定した科目を履修して所定の単位を取得することにより、法学研究の基礎となる専門的知見を修得するとともに、それによっ

て得た知見を討論や報告を通じて他者に提示し、学術的文書において論理的に表現することができること。 

(4) （協働の姿勢）専門的な知見によって法律家共同体の成員としての信認を得て、学術の発展や法務の実践にとって意味のある研究を行うことができること。 

(5) （学術倫理）高度の法学的知識の獲得を常に追求し、高い学術倫理と知的誠実さをもって研究する態度を修学中に一貫してもつこと。 

 

（３－１）修士課程（＝学位：修士（先端法学）） 知財 LL.M.コース 

(1) （専門的知識）知的財産法（特許法、著作権法、商標法、不正競争防止法等）に関する高度かつ専門的な知識を幅広く習得していること。 

(2) （分析・応用力）知的財産法上の諸問題を理論的に分析するのみならず、知的財産法学の背景にある哲学的な基礎理論を理解した上で、これを実務上の各論に応用して

論究する能力を身につけていること。 

(3) （創造性）知的財産法に関する従来の学説判例および特許庁等の行政実務を踏まえつつも、進取の精神を持って通説にとらわれずに新たな考えを創造する能力と姿勢を

身につけていること。 

(4) （コミュニケーション力・学術的発信力）社会の多様性と自他の個性を認めて、多様なバックグラウンドを有する他の参加者との議論を通じた相互理解を深めると共に、これ

を通じて得られた研究成果を学術論文にまとめて社会に発信する能力と姿勢を身につけていること。 

(5) （国際性）近時一層グローバル化が進展する知的財産法上の諸課題について、国際的に広い視野を持ちつつ他者と協働して問題解決に取り組むことができる能力と姿勢

を身につけていること。 

(6) （学術倫理）高度の法学的知識の獲得を常に追求し、高い学術倫理と知的誠実さをもって研究する態度を修学中に一貫してもつこと。 

 

（３－２）修士課程（＝学位：修士（先端法学）） アジア LL.M.コース 

(1) （問題発見力）法学の基礎知識または職業人としての活動経験を基に、それに加えて、グローバルおよび広域リージョン単位の法知識を修得し、企業活動や国際公務に

関係する先端的な法的問題を発見できる能力を獲得すること。 

(2) （問題設定力）正確な学術的情報の収集を行い、経済市場のグローバル化に伴い生起する、越境的な含意をもつ法的問題を自ら特定し、法的対応策を考究するために

課題を適切に設定できるようになること。 

(3) （分析解決力）他の広域リージョンの法や外国法との比較において、自らの属する広域リージョン法や自国法を相対化し、法的な分析を批判的に進め、現在または近未来
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の法的諸問題の妥当な解決を提言する能力を討論や報告において示すことができること。 

(4) （学術論文）自ら設定した法学課題について、独力で必要な学術的調査と考究を進め、その成果を明確な論拠をもって論理的に示す学術論文としてまとめ、企業法務や

国際公務などの実践に結びつける知見があることを示すこと。 

（学術倫理）高度の法学的知識の獲得を常に追求し、高い学術倫理と知的誠実さをもって研究する態度を修学中に一貫してもつこと。 

 

 

 

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☒設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☒学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☒学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☒測定時期を明確にしている 

☒どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない 2022 年 10 月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 

 

明示予定のアセスメントポリシーは別紙の通りです。 
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＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

ディプロマ・ポリシー 

カリキュラム・ポリシー 

アドミッション・ポリシー 

2022 年 6 月 各ポリシーについて、学位課程毎に設定した。 教育の内部質保証の一環として各ポリ

シーの検証、見直しを行ったため。 
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※以下は該当する学部・研究科のみ記載 

 

確認事項 3-2   2020 年度認証評価における指摘事項への対応②  指摘事項： 学位授与方針を授与する学位ごとに定めていない     

該当箇所： 基幹理工学部、創造理工学部、先進理工学部、経済学研究科、法学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、 

環境・エネルギー研究科修士課程、人間科学研究科修士課程 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒対応した 
２０２２年４月、５月  会議名：法学研究科運営委員会 

⇒(2)(3)を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学位授与方針を公表している 
☒公表している ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

学位授与方針を授与する学位ごとに定めて、当研究科の HP で公表した。（https://www.waseda.jp/folaw/glaw/about/policy/） 

 

確認事項 3-4   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応④  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針を学位課程ごとに設定していない。    

該当箇所： 政治学研究科、法学研究科、文学研究科、商学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科、社会科学研究科、 

人間科学研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 
☒公表している ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

教育課程の編成・実施方針を学位課程ごとに設定し、当研究科の HP で公表した。（https://www.waseda.jp/folaw/glaw/about/policy/） 
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※確認事項 3-1、3-3、3-6、3-8、3-9、3-10は該当なし 

確認事項 3-5   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑤  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針を授与する学位ごとに定めていない。   

該当箇所： 教育学部、基幹理工学部、創造理工学部、先進理工学部、経済学研究科、法学研究科修士課程、教育学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、

先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科修士課程、人間科学研究科修士課程、経営管理研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応もし

くは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 
☒公表している ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

教育課程の編成・実施方針を授与する学位ごとに定めて、当研究科の HP で公表した。（https://www.waseda.jp/folaw/glaw/about/policy/） 

確認事項 3-7   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑦  指摘事項：  学生の受け入れ方針を学位課程ごとに設定していないため、これを定め公表 

                                      するよう是正されたい。 

該当箇所： 政治学研究科博士後期課程、経済学研究科、法学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科、 

社会科学研究科、スポーツ科学研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学生の受け入れ方針を公表している 
☒公表されている ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

学生の受け入れ方針を学位課程ごとに設定し、当研究科の HP で公表した。（https://www.waseda.jp/folaw/glaw/about/policy/） 
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箇所名：法学研究科       

アセスメント・ポリシーの検討状況の中間報告書 

 

（１）博士後期課程（＝学位：博士（法学）） 

学修成果 測定時期 測定方法 どの水準をもって達成とするか 備考欄 

（問題設定力） 各審査実施時 
直接評価：計画書、博士論文審査 

間接評価： 
各審査の実施状況・合否結果によって測定 

直接評価に加えて、随時 FD を行い博士論文の水

準と成果について現状認識を共有し、博士後期課

程の教育内容および方法について必要な改革を

行う。 
（研究創造性） 各審査実施時 

直接評価：中間報告審査会、博士論文審査 

間接評価： 
各審査の実施状況・合否結果によって測定 

（研究遂行力） 
各試験・審査実

施時 

直接評価：外国語能力試験、中間報告審査会、博

士論文審査、論文の公表 

間接評価： 

各審査・試験の実施状況・合否結果によって測定 

（協働の姿勢） 各審査実施時 
直接評価：中間報告審査会、博士論文審査 

間接評価： 
各審査の実施状況・合否結果によって測定 

（学術倫理） 

研修受講時、博

士論文審査実施

時 

直接評価：研修の受講状況、博士論文審査 

間接評価： 

研修の受講状況、博士論文審査の合格率によって

測定 

 

（２）修士課程（＝学位：修士（法学）） 

学修成果 測定時期 測定方法 どの水準をもって達成とするか 備考欄 

（問題設定力） 
各学期末、修士

論文審査時 

直接評価：「法学研究の基礎」の受講成績、専修科

目および関連する科目の成績、修士論文審査 

間接評価： 

科目の合格水準、修士論文審査の水準 

「法学研究の基礎」の受講を推奨する。 

（研究新規性） 
各学期末、修士

論文審査時 

直接評価：専修科目および関連する科目の成績、

修士論文審査 

間接評価： 

科目の合格水準、修士論文審査の水準 

直接評価に加えて、随時 FD を行い修士論文の水

準と成果について現状認識を共有し、修士課程の

教育内容および方法について必要な改革を行う。 

（研究遂行力） 
各学期末、修士

論文審査時 

直接評価：専修科目および関連する科目の成績、

修士論文審査 

間接評価： 

科目の合格水準、修士論文審査の水準 

（協働の姿勢） 
各学期末、修士

論文審査時 

直接評価：専修科目および関連する科目の成績、

修士論文審査 

間接評価： 

科目の合格水準、修士論文審査の水準 

（学術倫理） 

関連科目履修学

期末、修士論文

審査時 

直接評価：「法学研究の基礎」の受講成績、修士論

文審査 

間接評価： 

関連科目の成績評価、修士論文の学術倫理充足性 

研究倫理講習の設置については今後の課題とし、

設置された後は、その受講状況を直接評価の資料

とする。 

別紙 
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（３－１）修士課程（＝学位：修士（先端法学）） 知財 LL.M.コース 

学修成果 測定時期 測定方法 どの水準をもって達成とするか 備考欄 

（専門的知識） １年次 
直接評価：関連科目の成績、リサーチペーパー審査 

間接評価：学生アンケート 
科目の合格水準 

 

（分析・応用力） １年次 
直接評価：関連科目の成績、リサーチペーパー審査 

間接評価：学生アンケート 
科目の合格水準 

 

（創造性） １年次 
直接評価：関連科目の成績、リサーチペーパー審査 

間接評価：学生アンケート 
科目の合格水準 

 

（コミュニケーシ

ョン力・ 

学術的発信力） 

１年次 
直接評価：関連科目の成績、リサーチペーパー審査 

間接評価：学生アンケート 
科目の合格水準 

 

（国際性） １年次 
直接評価：関連科目の成績、リサーチペーパー審査 

間接評価：学生アンケート 
科目の合格水準 

 

（学術倫理） １年次 
直接評価：関連科目の成績、リサーチペーパー審査 

間接評価： 
研修の受講状況、リサーチペーパーの合格水準 

 

 

 

（３－２）修士課程（＝学位：修士（先端法学）） アジア LL.M.コース 

学修成果 測定時期 測定方法 どの水準をもって達成とするか 備考欄 

（問題発見力） 1 年次・各学期末 
直接評価：必修選択科目の履修成績 

間接評価：学生期末アンケート 
科目の合格水準 

 

（問題設定力） 1 年次・各学期末 

直接評価：選択科目および必須選択科目の履修成

績 

間接評価：学生期末アンケート 

科目の合格水準 

 

（分析解決力） 1 年次・各学期末 
直接評価：選択科目の平常点 

間接評価：学生期末アンケート 
科目の合格水準 

 

（学術論文） 
1 年次（および 2

年次） 

直接評価：リサーチ・ペーパーの提出有無とその成

績 

間接評価：学生卒業時アンケート 

リサーチ・ペーパーの合格水準 

1年次提出者は 1年次に、2年次提出者は、2年次

に測定。「卒業時アンケート」は卒業後数年して

LLM 修了生への学修成果感を問うものを含む。 

（学術倫理） 1 年次 

直接評価：必修科目の成績および全科目平常点、

ターム・ペーパー、リサーチ・ペーパー 

間接評価：学生卒業時アンケート 

必修科目の合格水準、および平常点と各種ペーパ

ーの学術倫理充足性 

学術倫理の項目にいう必修科目の成績とは、Legal 

Research and Writing の成績をいう。また、学術倫

理の項目での Research paperは、その学術的な倫

理の充足性の評価をいう。学術論文としての内容

評価は「学術論文」の項目で評価する。 

 

 

106



 

 

２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：文学研究科 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した 2021 年 7 月  会議名：文学学術院教授会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 

☒設定している 

※詳細は別紙のとおり。 

⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☐「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない 2023 年 8 月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 
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＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

ディプロマ・ポリシー 

カリキュラム・ポリシー 

アドミッション・ポリシー 

2023 年 4 月～ 部分的に字句の修正を行った。 より適切で解りやすい記載とするため。 

 

 

   

    

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 

☒設定している 

※詳細は別紙のとおり。 

⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☒学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☒学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☒測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない 2023 年 8 月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 
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※以下は該当する学部・研究科のみ記載 

 

確認事項 3-4   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応④  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針を学位課程ごとに設定していない。    

該当箇所： 政治学研究科、法学研究科、文学研究科、商学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科、社会科学研究科、 

人間科学研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 
☒公表している ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

確認事項 3-3   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応③  指摘事項： 学位授与方針に、修得すべき知識、技能、能力など当該学位にふさわしい学習 

                                     成果を示していない     

該当箇所： 法学部、政治学研究科博士後期課程ジャーナリズムコース、経済学研究科、文学研究科、教育学研究科（教職大学院を除く）、国際コミュニケーション

研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学位授与方針を公表している 
☒公表している ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 
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（３）変更後の内容 

 

※確認事項 3-1、3-2、3-3、3-5、3-6、3-7、3-8、3-10は該当なし 
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大学院文学研究科アセスメントポリシー 

 

学修成果 

修士課程 

１ 人文学のそれぞれの分野における高度に専門的な文献を読み解き、健全な批判精神を

持って分析し、新たなテーマを発見していく。 

２ 実験やフィールドワークを行う分野においては、目的にかなった研究方法を立案実施

し、そこで集めたデータを的確に分析・検証し、知見を得る。 

３ 先行研究から得た学識に、新たな知見を加え、的確な表現で説得力のある論文にまと

める。 

４ 多面的な様相を持つ現代社会のなかで、能力や素養を活かすべく他者との相互理解を

実現し、自らの学問的発見を積極的に発信しつつ、専門的な貢献を行う。 

 

博士課程 

１ 修士課程で得た知識をさらに深め、より広い視野から新たな問題を発掘し、充分な研究

の蓄積を経て、それぞれの学問分野に寄与できるような論理的かつ実証的な論文をま

とめる。 

２ 研究者として自立し、計画的に行動を進めると同時に、広範囲における学問的発信と交

流を行っていく。 

３ 独創性を持ち、現代における複雑で学際的な問題系にも柔軟に対応していく。 

４ 健全な批判精神を持ち、社会および自然界の事象を多面的に捉え、既存の問題設定に対

して建設的な提案を行う。 

 

アセスメントポリシー 

 本研究科では、学生の学修成果について、下記の観点から検証を行う。 

 入学時において、各種入学者選抜における成績や調査書の内容、面接等によって、「学問

の独立」の教育理念にかない、一定の高い基礎学力を持ち、かつ知的好奇心が旺盛で、進取

の精神に富む、勉学意欲の高い学生であることを確認する。 

 修士課程においては、将来、専門的職業を担いうるような知性と教養を身につけており、

人文系研究をなすに相応しい日本語または外国語能力を有し、所定単位を修得し、修士論文

を提出し、最終試験（口述試験）に合格したことを確認する。 

 博士後期課程においては、複数指導教員の下で自らの研究計画を練り上げ、それに基づき、

学会（国際学会を含む）等での研究発表ならびに学術誌への論文投稿に取り組みながら、研

究能力を研鑽し、特に学術上の価値を有する博士学位請求論文を提出し、審査（論文審査委

員会、学位委員会、教授会）に合格したことを確認する。 
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測定時期・測定する学修成果・測定方法 

 外国語教育、専門教育の学修成果は、課題に設定された目標に対する到達の度合いによっ

て測定され、授業ごとに行われる成績判定を通して評価される。成績は、通常科目の場合は

100 点満点にて表示し、60 点以上を合格、59 点以下を不合格とする。成果をもって評価を

与える科目の場合は P・Q にて表示し、P を合格、Q を不合格とする。修士論文の学修成果

は、研究指導、口頭発表、論文執筆、口述試験などの各段階での成果を評価し、最終的に総

合評価する。博士論文の学修成果は、研究指導、口頭発表、論文執筆、公開審査などの各段

階での成果を評価し、最終的に総合評価する。 

 

●学修成果を測定する方法 

学修段階 測定方法 学修成果との関連 

外国語教育 

大学院の外国語科目として用意されてい

る授業における取り組みや成果を通じ

て、測定を行う。 

１ 人文学のそれぞれの分野における高度に専門
的な文献を読み解き、健全な批判精神を持って
分析し、新たなテーマを発見していく能力。 

専門教育 

各コースの専門講義・専門演習、およびフ

ィールド実習等における取り組みや試験

ないしレポートの成果を通じて、測定を

行う。 

１ 人文学のそれぞれの分野における高度に専門
的な文献を読み解き、健全な批判精神を持って
分析し、新たなテーマを発見していく能力。 

２ 実験やフィールドワークを行う分野において
は、目的にかなった調査を立案実施し、そこで
得られたデータを的確に分析し、研究に活用す
る能力。 

４ 多面的な様相を持つ現代社会のなかで、能力や
素養を活かすべく他者との相互理解を実現し、
自らの学問的発見を積極的に発信しつつ、専門
的な貢献を行う能力。 

修士論文 

研究指導等における取り組みや成果、口

頭発表、修士論文の基礎となる論文の執

筆や投稿、修士論文の完成、および口述試

験を通じて、測定を行う。 

１ 人文学のそれぞれの分野における高度に専門
的な文献を読み解き、健全な批判精神を持って
分析し、新たなテーマを発見していく能力。 

２ 実験やフィールドワークを行う分野において
は、目的にかなった調査を立案実施し、そこで
得られたデータを的確に分析し、研究に活用す
る能力。 

３ 先行研究から得た学識に、新たな知見を加え、
的確な表現で説得力のある論文にまとめる高い
言語能力。 

４ 多面的な様相を持つ現代社会のなかで、能力や
素養を活かすべく他者との相互理解を実現し、
自らの学問的発見を積極的に発信しつつ、専門
的な貢献を行う能力。 

博士論文 

研究指導等の授業における取り組みや成

果、学会（国際学会を含む）等での研究発

表、学術誌への論文投稿、博士論文の完

成、および公開審査を通じて、測定を行

う。 

１ 修士課程で得た知識をさらに深め、より広い視
野から新たな問題を発掘し、充分な研究の蓄積
を経て、それぞれの学問分野に寄与できるよう
な論理的かつ実証的な論文をまとめる能力。 

２ 研究者として自立し、計画的に活動を進めると
同時に、広範囲における学問的発信と交流を行
っていける能力。 

３ 独創性を持ち、現代における複雑で学際的な問
題系にも柔軟に対応していける能力。 

４ 健全な批判精神を持ち、社会および自然界の事
象を多面的に捉え、既存の問題設定に対して建
設的な提案を行う能力。 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：商学研究科 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                 

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した 2021 年 12 月  会議名：商学研究科運営委員会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない 2023 年 4 月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

商学研究科では、各課程の修了時に身につけておくべき能力を以下のように定める。 

 

＜修士課程＞ 

学修成果１：自らの専門領域に関する専門知識および分析技法を習得している。 

学修成果２：研究を進めるにあたって必要なコミュニケーション能力を有している。 

学修成果３：専門領域における内外の学術研究を理解している。 

学修成果４：独自性のある研究を実施できる。 
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＜博士後期課程＞ 

学修成果１：自らの専門分野に関する極めて深い知識と高度な分析能力を備えている。 

学修成果２：国内外の研究者と研究上必要なコミュニケーションがとれ、自らの研究成果を適切に発信できる。 

学修成果３：専門領域における内外の学術研究を踏まえて、自らの研究を遂行できる。 

学修成果４：自立した研究者に期待される高いレベルの研究を実施できる。 

 

 

＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

 

 

   

 

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☐設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☒設定していない 2023 年 3 月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☐学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☐学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☐測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない 年  月  明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 

以下の通り、各会議体にてアセスメント・ポリシーの検討・設定を進めている。 

2022 年 7 月 6 日 商学研究科カリキュラム委員会 「アセスメント・ポリシー設定の件」 
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※以下は該当する学部・研究科のみ記載 

確認事項 3-4   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応④  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針を学位課程ごとに設定していない。    

該当箇所： 政治学研究科、法学研究科、文学研究科、商学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科、社会科学研究科、 

人間科学研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 
☒公表している ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

 

※確認事項 3-1、3-2、3-3、3-5、3-6、3-7、3-8、3-10 は該当なし 

 

確認事項 3-9   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑨  指摘事項：  研究指導計画として研究指導の方法及びスケジュールを定めていないため、こ

れを定めあらかじめ学生に明示するよう是正されたい。                                    

該当箇所： 商学研究科修士課程、商学研究科博士後期課程、基幹理工学研究科修士課程、基幹理工学研究科博士後期課程、創造理工学研究科修士課程、創造理工

学研究科博士後期課程、先進理工学研究科修士課程、先進理工学研究科博士後期課程、環境・エネルギー研究科修士課程、環境・エネルギー研究科博

士後期課程、人間科学研究科修士課程、人間科学研究科博士後期課程、スポーツ科学研究科修士課程及びスポーツ科学研究科博士後期課程 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)を記入 ※変更後の内容を別途ご提出ください 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の研究指導計画を公表している 
☒公表されている ☒要項 ☐HP ☒パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：教育学研究科 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した 2021 年 ９月  会議名：大学院教育学研究科運営委員会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☒パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☒明示している ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

大学院教育学研究科 ディプロマポリシー 一部抜粋 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

大学院教育学研究科（修士課程・博士後期課程）では、修了時に身に付けておくべき能力を以下のように定める。  

学修成果 1 高度な専門性と実践性、さらには豊かな人間性や社会貢献性を兼ね備えている。  

学修成果 2  下表に関する分野および学生本人の研究分野において、修士課 程の学生は修士課程論文  

審査基準に定める事項を、博士後期課 程の学生は博士課程論文審査基準に定める事項を身に付けている。  

学位：専攻  研究指導分野  
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修士（教育学）： 学校教育専攻  教育学、教育史、教育哲学、教育内容・方法、学校経営学、 比較教

育学、教育行財政学、教育工学、初等教育学、臨床 心理学、教育評

価・測定、障害・神経心理学、学校心理学、 発達・教育心理学、特別

支援教育学、教育社会学、社会教 育学、生涯教育学  

修士（教育学）： 国語教育専攻  国語科教育、日本語学、国文学  

修士（教育学）： 英語教育専攻  英語科教育、英語学、イギリス文学、アメリカ文学  

修士（教育学）： 社会科教育専

攻  

社会科教育、歴史学、地理学、政治学、経済学、社会学、 メディア・コ

ミュニケーション学  

修士（教育学）： 数学教育専攻  数学科教育  

修士（理学）： 数学教育専攻  解析学、解析学・応用解析学、代数学、幾何学、情報数学、 確率

論、トポロジー  

  

学位：専攻  研究指導分野  

博士（教育学）： 教育基礎学専攻  教育学、初等教育学、教育心理学、社会教育学  

博士（学術）： 教育基礎学専攻  教育学、初等教育学、教育心理学、社会教育学  

博士（教育学）： 教科教育学専攻  国語科教育学、国語科内容学、英語科教育学、英語科内容学、 

社会科教育学、社会科内容学、数学科教育学  

博士（理学）： 教科教育学専攻  数学科内容学  

博士（学術）： 教科教育学専攻  国語科教育学、国語科内容学、英語科教育学、英語科内容学、 

社会科教育学、社会科内容学、数学科教育学、数学科内容学  

  

学修成果 3 構想・構築力：進取の精神を持って、伝統の殻を破る新しい概念を構築する力を身に付けている。  

学修成果４ 健全な批判精神：社会および自然界の事象を多面的に捉え、既存の問題設定や解を健全に批判し、建設的な提案を行う姿勢を身に付けている。  

 

（中略） 
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大学院教育学研究科（専門職学位課程）では、修了時に身に付けておくべき能力を以下のように定める。  

学修成果 1 高度な専門性を有する教員としての専門的知識を習得している。  

学修成果 2 高度な専門性を有する教員として、学校における指導的役割を果たすことができる。  

学修成果 3 コミュニケーション力：能力や素養を活かすために、他者との相互理解を実現する力を身に付けている。  

学修成果 4 健全な批判精神：社会および自然界の事象を多面的に捉え、既存の問題設定や解を健全に批判し、建設的な提案を行う姿勢を身に付けている。  

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 

 

＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

 

 

   

 

 

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☐設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☒設定していない 2022 年 11 月 設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☒学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☒学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☒測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない 2022 年 11 月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 
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※以下は該当する学部・研究科のみ記載 

 

 

確認事項 3-3   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応③  指摘事項： 学位授与方針に、修得すべき知識、技能、能力など当該学位にふさわしい学習 

                                     成果を示していない     

該当箇所： 法学部、政治学研究科博士後期課程ジャーナリズムコース、経済学研究科、文学研究科、教育学研究科（教職大学院を除く）、国際コミュニケーション

研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学位授与方針を公表している 
☒公表している ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

 

確認事項 3-5   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑤  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針を授与する学位ごとに定めていない。   

該当箇所： 教育学部、基幹理工学部、創造理工学部、先進理工学部、経済学研究科、法学研究科修士課程、教育学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、

先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科修士課程、人間科学研究科修士課程、経営管理研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応もし

くは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 
☒公表している ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 
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※確認事項 3-1、3-2、3-4、3-6、3-7、3-9、3-10は該当なし 

 

確認事項 3-8   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑧  指摘事項： 人材養成に関する目的その他の教育研究上の目的に関し、学ぶ内容や開設科目 

                                     の説明にとどまる例がみられるので、改善が求められる。                                     

該当箇所： 基幹理工学研究科電子物理システム専攻、教育学研究科教育学専攻 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の人材養成に関する目的その他の教育研究上の目的を

公表している 

☒公表されている ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：人間科学研究科 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                 

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☐確認した 年 月  会議名： 

☐確認していない 2022 年 12 月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☒明示している ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

①日本語の運用力、外国語の実践力の総合としての「言語力」を身につけている。 

②情報・データ等の収集・分析・表現能力の総合として「データ・リテラシー」を身につけている。 

③科学的・論理的な思考力と専門的知識や方法論を身につけている。 

④主観的経験や倫理的問題に対して、解釈学的方法を用いて考察できる。 

⑤具体的な「専門性」のもと、帰納的で検証可能な分析を行うことができる。 

⑥社会への開かれた関心と態度を身につけ、その多様性を理解し共感することができる。 

⑦人間的事象を複眼的な視点から捉え、そこに解決すべき課題を発見することができる。 

⑧多様な専門性を横断する「インターディシプリナリー」な視点から、現実を捉えることができる。 
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⑨課題探究(フィールドや実験)プロジェクトをマネジメントすることができる。 

⑩課題解決のためのアクション・プランをデザインすることができる。 

⑪研究成果や自らの考えを具体物として表現することができる。 

⑫自分とは異なる意見､価値観、感性、文化、言語を持つ他者と協働することができる。 

⑬様々な専門性をつないで「インタープロフェッション」を推進する知識や技能を身につけている。 

⑭社会的公正を尊重した倫理観を持ち、社会に貢献しようとする態度を身につけている。 

⑮科学の可能性と限界を理解し、現実への批判や反省を行うことができる 

⑯自律性・積極性・協調性を備え、自己教育を行うことができる。 

⑰自らのキャリア・プランをデザインすることができる。 

 

 

 

 

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☐設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☒設定していない 2022 年 12 月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☐学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☐学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☐測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒設定していない 2023 年 3 月  明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 
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＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

カリキュラム・シークエンス

図の公開方針の決定 

2022 年 3 月 人間科学部では 2013 年度の時点で、カリキュラム・シー

クエンス図という名称で、カリキュラムマップを作成し、

カリキュラムの議論の際に活用してきた。しかし、学生を

含め学生に対して非公開としてきた。これを見直し、今後

のカリキュラムポリシーの可視化やアセスメントポリシ

ーの制定の前提として、カリキュラムシークエンス図（カ

リキュラムマップ）を公開する方針とした。 

カリキュラムマップの公開、関連する

アセスメントポリシー設定のため。 

オンライン授業の実施方針

の制定 

2022 年 3 月 カリキュラムポリシーの一貫として、オンライン（オンデ

マンド、リアルタイム、ハイフレックス等）での授業実施

の条件や方針を定めた。 

関連するアセスメントポリシー設定の

ため。 

科目ゾーニング制度の修正 2022 年 3 月 2023 年度の 100 分授業に対応する科目ゾーニング（科目

区分毎の時間割設定の目安）を定めた。 

関連するアセスメントポリシー設定の

ため。 
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※以下は該当する学部・研究科のみ記載 

確認事項 3-1   2020 年度認証評価における指摘事項への対応①   指摘事項：学位授与方針を学位課程ごとに設定していない      

該当箇所：基幹理工学研究科、社会科学研究科、環境・エネルギー研究科、人間科学研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学位授与方針を公表している 
☒公表している ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

 

 

 

確認事項 3-2   2020 年度認証評価における指摘事項への対応②  指摘事項： 学位授与方針を授与する学位ごとに定めていない     

該当箇所： 基幹理工学部、創造理工学部、先進理工学部、経済学研究科、法学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、 

環境・エネルギー研究科修士課程、人間科学研究科修士課程 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学位授与方針を公表している 
☒公表している ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 
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確認事項 3-4   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応④  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針を学位課程ごとに設定していない。    

該当箇所： 政治学研究科、法学研究科、文学研究科、商学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科、社会科学研究科、 

人間科学研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 
☒公表している ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

2022 年度の対応として、まずアドミッション・ポリシーを変更し、【使命と教育理念】において学位課程ごとにカリキュラム編成の方針を記載した。 

 

 

確認事項 3-5   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑤  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針を授与する学位ごとに定めていない。   

該当箇所： 教育学部、基幹理工学部、創造理工学部、先進理工学部、経済学研究科、法学研究科修士課程、教育学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、

先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科修士課程、人間科学研究科修士課程、経営管理研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応もし

くは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 
☒公表している ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

2022 年度の対応として、まずアドミッション・ポリシーを変更し、【使命と教育理念】において学位課程ごとにカリキュラム編成の方針を記載した。 
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※確認事項 3-3、3-6、3-7、3-8、3-10 は該当なし 

 

 

確認事項 3-9   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑨  指摘事項：  研究指導計画として研究指導の方法及びスケジュールを定めていないため、こ

れを定めあらかじめ学生に明示するよう是正されたい。                                    

該当箇所： 商学研究科修士課程、商学研究科博士後期課程、基幹理工学研究科修士課程、基幹理工学研究科博士後期課程、創造理工学研究科修士課程、創造理工

学研究科博士後期課程、先進理工学研究科修士課程、先進理工学研究科博士後期課程、環境・エネルギー研究科修士課程、環境・エネルギー研究科博

士後期課程、人間科学研究科修士課程、人間科学研究科博士後期課程、スポーツ科学研究科修士課程及びスポーツ科学研究科博士後期課程 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)を記入 ※変更後の内容を別途ご提出ください 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の研究指導計画を公表している 
☒公表されている ☒要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：社会科学研究科 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                 

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した 2021 年 6 月  会議名：研究科運営委員会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない 2022 年 12 月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

修士課程  

社会科学研究科（修士課程）では、修了時に身に着けておくべき能力を以下のように定める。  

学修成果 1  自分の専攻する専門分野において高度な知識を持ち、新たな発想や深い洞察を展開する能力を身につけている。  

 現代日本学研究  

：人文科学と社会科学を対話させながら、近代以降日本が蓄積してきた多様な学知を総合的に捉え、普遍性を有する世界の公共財としての「現代日本学」を構築し、広く現代日本を発

信できる。  

 グローバル市民社会研究  
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：各国の市民社会の現状を法的側面、政治的側面、文化的側面から検討し、市民生活における制度のあり方を考察することにより、世論の合意形成と政策手段について、理論的、実践

的に研究し、21 世紀の市民社会のあり方をグローバルな視点から探究できる。  

 国際協力研究  

：国家間の関係に力点をおいてきた国際関係研究をグローバルな視点に転換させ、理論研究および生活実践の場を地球共同体に求め、平和な世界を実現するための国家、地球間関係

のあり方を理解し、紛争解決、平和構築、国際協力を学際的に研究できる。  

 サスティナブル開発研究  

：人間の経済、社会活動と自然、環境との調和の視点から、未来の地球規模の問題を解決することを目標とし、理論的、実践的、学際的に提言を行うことができる。  

 公共・社会政策研究  

：現代社会の公共領域、産業組織における政策形成のあり方、政策主体、具体的な政策手段について研究し、グローバル化の進展と経済・産業構造や社会構造の変化を適切に把握

するなかで、政策の形成と展開を追究できる。  

学修成果 2  広く他の分野においても課題を理解し、批判しうる力量を身につけている。  

学修成果 3  さまざまな領域の知をコーディネートして、総合的な視野に立った問題の発見・設定と考察・解決ができる能力を身につけている。  

  

博士課程  

社会科学研究科（博士後期課程）では、修了時に身に着けておくべき能力を以下のように定める。  

学修成果 1  自分の主とする専門分野で有する高度な知識をより深め、新たな発想力や深い洞察力を基にして専門知識と融合させ、独創的な研究能力を身につけている。  

 現代日本学研究  

：人文科学と社会科学を対話させながら、近代以降日本が蓄積してきた多様な学知を総合的に捉え、普遍性を有する世界の公共財としての「現代日本学」を構築し、広く現代日本を発

信できる。  

 グローバル市民社会研究  

：各国の市民社会の現状を法的側面、政治的側面、文化的側面から検討し、市民生活における制度のあり方を考察することにより、世論の合意形成と政策手段について、理論的、実践

的に研究し、21 世紀の市民社会のあり方をグローバルな視点から探究できる。  

 国際協力研究  

：国家間の関係に力点をおいてきた国際関係研究をグローバルな視点に転換させ、理論研究および生活実践の場を地球共同体に求め、平和な世界を実現するための国家、地球間関係

のあり方を理解し、紛争解決、平和構築、国際協力を学際的に研究できる。  

 サスティナブル開発研究  

：人間の経済、社会活動と自然、環境との調和の視点から、未来の地球規模の問題を解決することを目標とし、理論的、実践的、学際的に提言を行うことができる。  
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 公共・社会政策研究  

：現代社会の公共領域、産業組織における政策形成のあり方、政策主体、具体的な政策手段について研究し、グローバル化の進展と経済・産業構造や社会構造の変化を適切に把握

するなかで、政策の形成と展開を追究できる。  

学修成果 2  幅広い分野における課題への理解、批判力に基づき、さまざまな領域の知をコーディネートして、総合的な視野に立った問題の発見・設定と独創的且つ革新的な考察・解決ができ

る能力を身につけている。 

 

 

＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

入試制度の変更 

 

2023 年度 科目等履修生の受入れについて、履修可能科目数を各学

期 7 科目から 2 科目に変更 

授業に与える影響を考慮したため。 

入試制度の変更 

 

2023 年度 外国学生入試を一般入試に統合し、推薦状の提出を一律

不要化 

留学生にとってわかりにくかった受入

チャネルを一本化するため。 

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☐設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☒設定していない  2022 年 10~11 月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☐学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☐学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☐測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 
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※以下は該当する学部・研究科のみ記載 

確認事項 3-1   2020 年度認証評価における指摘事項への対応①   指摘事項：学位授与方針を学位課程ごとに設定していない      

該当箇所：基幹理工学研究科、社会科学研究科、環境・エネルギー研究科、人間科学研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学位授与方針を公表している 
☒公表している ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

 

 

 

確認事項 3-4   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応④  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針を学位課程ごとに設定していない。    

該当箇所： 政治学研究科、法学研究科、文学研究科、商学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科、社会科学研究科、 

人間科学研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 
☒公表している ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 
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※確認事項 3-2、3-3、3-5、3-6、3-8、3-9、3-10は該当なし 

確認事項 3-7   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑦  指摘事項：  学生の受け入れ方針を学位課程ごとに設定していないため、これを定め公表 

                                      するよう是正されたい。 

該当箇所： 政治学研究科博士後期課程、経済学研究科、法学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科、 

社会科学研究科、スポーツ科学研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学生の受け入れ方針を公表している 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：アジア太平洋研究科 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                 

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した 2021 年   7 月  会議名：アジア太平洋研究科運営委員会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☐設定していない 年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなど、わかりやすく記述している 

（３）学修成果を明示している 
☒明示している ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない   

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

アジア太平洋研究科修士課程では、広い視野に立って豊富な学識を有し、国際関係学分野における高度な専門性を要する職業等に必要な課題解決能力を身につけた学

生に「修士（国際関係学）」の学位を授与する。このことを踏まえ、アジア太平洋研究科では、修士課程修了時に身につけておくべき能力を以下のように定める。 

 

学修成果１ アジア太平洋地域及びグローバルな国際社会を俯瞰的に理解し、地域研究、国際関係、国際協力・政策研究の分野に関する課題解決を行うために必要な専門

的知識を習得している。 

学修成果２ アジア太平洋地域を中心とした地域研究、国際関係、国際協力・政策研究の分野に関する課題解決を行うための基となる分析能力を身につけている。 

学修成果３ アジア太平洋地域及びグローバルな国際社会の歴史的背景と政治・経済・社会・文化等の多様性を理解・受容し、自律と寛容の精神をもって多様な人々と協

働することのできる国際的コミュニケーション能力を身につけている。 
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学修成果４ アジア太平洋地域及びグローバルな国際社会の平和と持続的な発展・地球規模課題の解決に向け、貢献しようという姿勢を身につけている。 

 

アジア太平洋研究科の博士後期課程を修了した者には、アジア太平洋地域を中心とした地域研究、国際関係、国際協力・政策研究の分野について研究者として自立し

て研究活動を行うために必要な高度の研究能力を身につけた学生に「博士（学術）」の学位を授与する。上記を踏まえ、アジア太平洋研究科では、博士課程修了時に身に

つけておくべき能力を以下のように定める。 

 

学修成果１ アジア太平洋地域及びグローバルな国際社会を俯瞰的に理解し、地域研究、国際関係、国際協力・政策研究の分野に関して、自立して研究活動を行うために

必要な高度な専門的知識を習得している。 

学修成果２ アジア太平洋地域を中心とした地域研究、国際関係、国際協力・政策研究の分野に関して、自立して研究活動を行うための基となる、国際水準の理論的・実

証的研究能力を身につけている。 

学修成果３ アジア太平洋地域及びグローバルな国際社会の歴史的背景と政治・経済・社会・文化等の多様性を理解・受容し、国際社会の様々な人々・組織と協力・協働

して研究を行い、研究成果を国際社会に有効にフィードバックできるような国際的コミュニケーション能力を身につけている。 

学修成果４ アジア太平洋地域及びグローバルな国際社会を俯瞰的に理解し、その平和と持続的な発展・地球規模課題の解決に向け、研究活動を通じて貢献しようという

姿勢を身につけている。 

 

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☒設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☒学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☒学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☒測定時期を明確にしている 

☒どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない   2022 年 12 月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 

別紙１に記載 
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＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

カリキュラムポリシー 

 

2021 年 10 月（再修正） 

2021 年 12 月（再々修正） 

確認事項 3-6 へ記載いたしました。  

カリキュラムポリシー 

 

 

2022 年 12 月(予定) 

 

研究倫理に関する科目（2 単位） 

↓ 

研究倫理に関する科目（1 単位） 

本変更については確認事項 3-6 へも記載しております。 

2022 年 12 月の研究科運営委員会で承認予定です。 

GECで開講している研究倫理に関する

科目の単位数が 2022 年 4 月より変更

になったため。 

 

 

 

   

  

134



 

※以下は該当する学部・研究科のみ記載 

確認事項 3-6   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑥  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針に、教育課程の編成に関する基本的な考え方を示 

                                      していないため、適切な方針を定めるよう是正されたい。 

該当箇所： 日本語教育研究科博士後期課程、アジア太平洋研究科博士後期課程 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 
☒公表している ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 年 月 

（３）変更後の内容 

大学院アジア太平洋研究科国際関係学専攻修士課程・博士後期課程では、「地域研究」「国際関係」「国際協力・政策研究」の 3 つの領域を設け、学生は一つの領域に中心

を置きながら、他の領域の科目も履修することにより、躍動するアジア太平洋地域を多様な角度から観察・分析することのできる専門性を体系的に習得できるよう、カリ

キュラムが構成されています。また、発足当初から日本語と英語の 2 言語教育制度を導入しています。本研究科は国内外の関連機関との広範なネットワークを有すること

から、日本におけるアジア太平洋研究・教育の拠点となっており、学生・教員に加え、学外のパートナーとも教育・研究において連携するトライアングル・メソッドを実

践しています。 

 

修士課程は、授業科目とプロジェクト研究によってカリキュラムが構成されています。専門知識・分析手法を習得するために、主に 1 年次に、共通基礎科目・専門基礎

科目・発展科目・自由科目といった授業科目を、修了に必要な 22 単位（11 科目相当）以上履修します。さらに、習得した分析手法を応用し課題解決能力を高め、併せて

国際的に多様な背景を持った教員・学生が協働することによって学生の国際的コミュニケーション能力を高め、専任教員の指導や学外パートナーとの連携により国際課題

解決に対する貢献姿勢を育むため、各指導教員が修士論文や研究全般についての指導を行う演習・プロジェクト研究が必修となっています。これを 1 年次・2 年次を通じ

て履修し、修士論文を執筆・提出し、審査を受け、合格することで、修了に必要な 8 単位を取得します。 

 

博士後期課程では、高度な専門知識と国際水準の理論的・実証的能力を身につけ、自立して研究活動を行えるようになるために、1 年次から演習形式で各指導教員が博士

学位論文の執筆を指導するプロジェクト研究が必修となっています。博士後期課程のプロジェクト研究でも、国際的に多様な背景を持った学生との協働や外国研究者との

交流・国際学会への参加や発表を通じて、研究成果を国際社会に有効にフィードバックできるような国際的コミュニケーション能力を高め、専任教員の指導や学外パート

ナーとの連携により、研究を通じた国際課題解決に対する貢献姿勢を育むことが想定されています。また、研究倫理に関する科目（2 単位）を履修することが必修となっ
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ています。博士後期課程では、1 学期在学の後、主・副研究指導教員による論文指導委員会を設立し、さらに 1 学期後、研究計画書を提出します。その後、中間発表会で

の発表・審査を経て、博士学位論文の完成を目指します。論文提出にあたっては、博士査読誌に自著論文が 1 本以上掲載されていることを要件とします。博士学位論文は

外部の審査員を含めた委員会体制によって審査されます。 

 

 

※確認事項 3-1、3-2、3-3、3-4、3-5、3-7、3-8、3-9、3-10 は該当なし 
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箇所名：アジア太平洋研究科 

 

アセスメント・ポリシーの検討状況の中間報告書 

 

 

 

修士 

カリキュラム・マップ 

 

 

 

 

 

 

修士論文

（学修成果２）

発展科目

（学修成果１）

（学修成果４）

共通基礎科目

専門基礎科目

（学修成果１）

プロジェクト研究

（学修成果２）

（学習成果３）
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アセスメント・ポリシーのイメージ図 

 

 

 

 学修成果 達成目標 

学修成果１ アジア太平洋地域及びグローバルな国際社会を俯瞰的

に理解し、地域研究、国際関係、国際協力・政策研究の

分野に関する課題解決を行うために必要な専門的知識

を習得している。 

共通基礎科目・専門基礎科目と発展科目を修得すること

によって、問題解決を行うために必要な専門知識を身に

つける。 

（共通基礎科目・専門基礎科目：0.5） 

（発展科目：0.5）＊＊ 

学修成果２ アジア太平洋地域を中心とした地域研究、国際関係、国際

協力・政策研究の分野に関する課題解決を行うための基と

なる分析能力を身につけている 

プロジェクト研究で指導を行い、質の高い修士論文を完

成させることで課題解決を行うための基となる分析能

力を身につける。 

評価方法 

１．修士プロジェクト研究の成績による評価 
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２．3 名の専門家による修士論文の審査：ルーブリック

評価 

学修成果３ アジア太平洋地域及びグローバルな国際社会の歴史的背景

と政治・経済・社会・文化等の多様性を理解・受容し、自律

と寛容の精神をもって多様な人々と協働することのできる

国際的コミュニケーション能力を身につけている。 

多彩な教員および学生のバックグラウンドを持つアジ

ア太平洋研究科の国際的な環境を活用し、科目学習とプ

ロジェクト研究を通じて、国際コミュニケーション能力

を身につける。 

（卒業時のアンケートを活用する。 

※卒業時のアンケートにて、「入学時と比べて、どの

ように変化したか、改善したか」を聞く。） 

学修成果４ アジア太平洋地域及びグローバルな国際社会の平和と持続

的な発展・地球規模課題の解決に向け、貢献しようという

姿勢を身につけている。 

国際的な環境を活用し、多様な授業の履修を通じて、ア

ジア太平洋地域及びグローバルな国際社会の平和と持続的

な発展・地球規模の課題解決に向け貢献しようという姿勢

を身につける。 

（卒業時のアンケートを活用する） 

 

＊＊学修成果１： 

共通基礎科目・専門基礎科目のウエート：1／2 

発展科目のウエート：1／2 

算出方法 

A  共通基礎科目・専門基礎科目（素点）の平均点＊0.01＊0.5 

B 発展科目（素点）の平均点＊＊0.01＊0.5 

学修成果： A＋B＝１ 
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博士 

カリキュラム・マップ 

 

 

 学修成果 達成目標 

学修成果１ アジア太平洋地域及びグローバルな国際社会を俯瞰的に

理解し、地域研究、国際関係、国際協力・政策研究の分野

に関して、自立して研究活動を行うために必要な高度な専

門的知識を習得している 

プロジェクト研究の履修を通じて、自立して研究活動を

行うために必要な高度な専門的知識を習得する。 

（博士後期課程プロジェクト研究の成績による評価） 

学修成果２ アジア太平洋地域を中心とした地域研究、国際関係、国際

協力・政策研究の分野に関して、自立して研究活動を行う

ための基となる、国際水準の理論的・実証的研究能力を身

につけている 

中間発表、博士論文審査において、研究科以外の専門家

を交えて審査を行う。 

（ルーブリック評価） 

Project Research Seminar

(学修成果１）

Guidance Committte

Research Plan

Interim Presentaation

(学修成果２）

Doctoral Thesis 

Submission

PhD

(学修成果４）

Journal Publication 

(学修成果３） 
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学修成果３ アジア太平洋地域及びグローバルな国際社会の歴史的背

景と政治・経済・社会・文化等の多様性を理解・受容し、

国際社会の様々な人 ・々組織と協力・協働して研究を行い、

研究成果を国際社会に有効にフィードバックできるよう

な国際的コミュニケーション能力を身につけている 

多彩なバックグラウンドを持つ教員および学生によっ

て構成されるアジア太平洋研究科の国際的な環境を活

用し、プロジェクト研究等への参加を通じて、国際コミ

ュニケーション能力を身につける。 

（博士号取得時のアンケートを活用。 

 ※研究指導終了退学者は、退学時にアンケートを実

施）  

学修成果４ アジア太平洋地域及びグローバルな国際社会を俯瞰的に

理解し、その平和と持続的な発展・地球規模課題の解決に

向け、研究活動を通じて貢献しようという姿勢を身につけ

ている 

国際的な環境を活用し、プロジェクト研究等への参加を

通じて、アジア太平洋地域及びグローバルな国際社会の平

和と持続的な発展・地球規模の課題解決に向け貢献しよう

という姿勢を身につける。 

（博士号取得時のアンケートを活用。 

 ※研究指導終了退学者は、退学時にアンケートを実

施） 
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ルーブリック案 

 

① 着眼点、方法、内容、結論等におけるアイディア、独創性 ５・４・3・２・１ 

② 論文のテーマ設定の妥当性、重要性 ５・４・3・２・１ 

③ テーマに応じた論文の構成の妥当性 ５・４・3・２・１ 

④ 先行研究のサーベイをふまえた専門分野における貢献度 ５・４・3・２・１ 

⑤ データや資料に裏付けられた実証性 ５・４・3・２・１ 

⑥ 論旨展開における論証力、説得力 ５・４・3・２・１ 

⑦ 専門用語や概念の使い方における正確さ、妥当性、充分性 ５・４・3・２・１ 

⑧ 論文のテーマに応じた明快かつ正確な文章力 ５・４・3・２・１ 

⑨ 引用の仕方、注の付け方、資料の利用の仕方、文献リストの作り方における正確さ、妥当性、充分性  ５・４・3・２・１ 

⑩ 地域研究、国際関係、国際協力・政策研究における論文としての卓越性 ５・４・3・２・１ 

 

５：優れている 

４：やや優れている 

３：普通 

２：やや劣っている 

１：劣っている 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：大学院日本語教育研究科 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した 2022 年 6 月更新分 会議名：日本語教育研究科専任教員会議 運営委員会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 

☒公表されている ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他 

（2022 年 6 月更新分は、2022 年 10 月本部会議確認後 HP 公表予定） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☐複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他 

☒明示していない 2022 年 10 月本部会議確認後 HP 公表予定。 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

【修士課程】 

日本語教育研究科は、修士課程において、日本語教育学の高度な専門性と実践力を身につけた学生に「修士（日本語教育学）」の学位を授与する。  

上記を踏まえ、日本語教育研究科では、修士課程修了時に身につけておくべき能力を以下のように定める。  

学修成果 1   専門知識：日本語教育学に関する専門知識を身につけている。 

学修成果 2   実践能力：日本語教育に関わる諸活動を実践することができる。 

学修成果 3   問題発見・解決力：新たな問題を言語化またはモデル化し、日本語教育学としての解を追究し、論理的に説明する力を身につけている。 
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学修成果 4   コミュニケーション力：個人、地域社会の言語問題を発見、検討するため、他者との相互理解を実現する力を身につけている。 

学修成果 5   国際性：国内外の言語的・文化的多様性を理解し、多様な人々と協働して世界の様々な問題を解決できる力を身につけている。 

 

【博士後期課程】 

日本語教育研究科は、博士後期課程において、日本語教育学の高度な専門性と実践力，および日本語教育学をさらに発展できる研究能力を身につけた学生に「博

士（日本語教育学）」の学位を授与する。  

上記を踏まえ、日本語教育研究科では、博士後期課程修了時に身につけておくべき能力を以下のように定める。  

学修成果 1   専門知識：日本語教育学に関する高度な専門知識と研究手法を身につけている。 

学修成果 2  実践能力：日本語教育に関わる諸活動や研究活動を実践することができる。 

学修成果 3   問題発見・解決力：新たな問題を言語化またはモデル化し、日本語教育学の学術的研究課題として立ち上げ、解決する力を身につけている。 

学修成果 4   コミュニケーション力: 個人、地域社会の言語問題を解決するため、他者との相互理解を実現する力を身につけている。 

学修成果 5   国際性: 国内外の言語的・文化的多様性を理解し、多様な人々と協働し新たな価値を創出しながら、世界の様々な問題を解決できる力を身につけ

ている。 

 

 

 

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☒設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☒学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☐学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☒測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない 2022 年 10 月本部会議確認後 HP 公表予定。 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 

2022 年 6 月 21 日運営委員会確定のアセスメントポリシーは、別紙の通り。 
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＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

ディプロマポリシー 

 

2022 年 6 月 修士課程部分における前文削除。 博士後期課程との表記統一性のため 

カリキュラムポリシー 

 

2022 年 6 月 

 

カリキュラム科目群（科目名含む）追記。 

学修成果に言及し加筆修正。 

学修成果、アセスメントポリシー策定

との整合性確保のため 

アドミッションポリシー 

 

2022 年 6 月 

 

入試制度変更（国内・国外入試区分の廃止）該当部分。 入試制度変更の反映 
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※以下は該当する学部・研究科のみ記載 

確認事項 3-6   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑥  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針に、教育課程の編成に関する基本的な考え方を示 

                                      していないため、適切な方針を定めるよう是正されたい。 

該当箇所： 日本語教育研究科博士後期課程、アジア太平洋研究科博士後期課程 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 
☐公表している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☒公表していない 2022 年 10 月本部会議確認後 HP 公表予定。 

（３）変更後の内容 

   カリキュラムポリシー 博士後期課程部分の加筆 

“博士後期課程においては、多様な言語観･能力観･教育観の共存する日本語教育界に身を置きつつ博士論文の作成が可能な教育カリキュラムをデザインしてい

る。具体的には、単位取得を要件としないため、博士後期課程に在籍しながら国内外の日本語教育現場で実践を積むことができる。主指導教員のほかに２名の副

指導教員をおく３名体制をとることにより、多角的な視点から研究指導を受けることができる。また、日本語教育の理論、および、実践について、自ら必要とす

るタイミングに応じて教育機会を受けられるよう、修士課程の授業科目を自由に履修できる制度をとっている。博士論文の作成には、「専門知識」「実践能力」

「問題発見・解決能力」「コミュニケーション力」「国際性」のすべての能力が必要とされるが、この制度により各々の学生の必要に応じて柔軟に対応する。”  

 

 

※確認事項 3-1、3-2、3-3、3-4、3-5、3-7、3-8、3-9、3-10 は該当なし 
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箇所名：日本語教育研究科 

アセスメント・ポリシーの検討状況 

 

これまで検討してきたアセスメント・ポリシーは以下のとおりである。 

 

【修士課程】 

専門知識：日本語教育の基本的な専門知識については 2 つの必修科目（1-2 期）の履修が課せられており、同科目の成績によって評価される。その他、個別領域の

専門知識については、1-3 期の間に専門科目を 3 科目（以上）の履修が推奨されており、同科目の成績によって評価される。 

実践能力：異なるタイプの実践科目を 3 科目以上の履修が課せられており、1-3 期に 1 科目ずつ履修することが推奨されている。日本語教育における実践能力は、

実践活動過程における自己評価、ピア評価、教師評価によって評価される。 

問題発見・解決力：修士論文作成の過程で提出される成果物（1 期目終了時「研究計画」、2 期目終了時「2 期目研究ノート」、3 期目終了時「3 期目論文」、4 期目終

了時「修士論文」）により評価される。 

コミュニケーション力：日本語教育研究科の授業は、議論に基づくアクティブ・ラーニングが標準であり、コミュニケーション力は授業の過程で養成され、そのパ

フォーマンスとして評価される。 

「国際性」：日本語教育学は、外国語教育学としての性質上、国際性を前提にしており、また、日本語教育研究科の修士課程の約半数が留学生であることからも、

通常の教室環境において国際性が存在する。このような環境において、国際性は各授業への参加の過程で養成され、そのパフォーマンスとして評価される。 

 

測定時期 学修成果 測定方法 備考 

1~3 期 専門知識 直接評価：必修科目、理論科目等の成績 
理論科目：必修 2 科目（日本語教育学入門、日

本語教育学研究方法論）+3 科目 

1~3 期 実践能力 
直接評価：実践科目等の成績、実践中の自己評価、ピア評価、

教師評価 

実践科目：3 科目 

1~4 期 問題発見・解決力 直接評価：演習科目等での取り組みで評価 
研究計画、2 期目研究ノート、3 期目論文 

中間発表、3 期目発表 

1~4 期 コミュニケーション力 直接評価：科目の成績 
授業でのディスカッションの参加度、実践科目

のコーディネートなど 

1~4 期 国際性 直接評価：科目の成績、海外実践の参加 授業でのディスカッションの参加度など 

修了時 測定可能な学修成果を記載 直接評価：修士論文の評価 基準の明記 

別紙 
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【博士後期課程】 

博士後期課程においては、すべての学修成果項目（「専門知識」「実践能力」「問題発見・解決能力」「コミュニケーション力」「国際性」）は、博士論文作成の過程で求

められる成果物（「研究発表」「研究論文」など）、および、半年に一回提出される「研究経過報告」によって、総合的に評価される。 

 

測定時期 学修成果 測定方法 備考 

１~6 期 専門知識 

直接評価：研究発表、研究論文、予備審査会の評価 

間接評価：博士ポートフォリオ 

半年に一回の研究経過報告（博士ポートフォリ

オ） 

研究指導 

１~6 期 実践能力 

１~6 期 問題発見・解決力 

１~6 期 コミュニケーション力 

１~6 期 国際性 

修了時 測定可能な学修成果を記載 直接評価：博士論文の評価  

 

148



 

２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：情報生産システム研究科 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                 

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した 2022 年 9 月  会議名：IPS 研究科運営委員会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☐複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☐知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☐「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☒明示している ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月  明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

学修成果（修士課程） 

1) 学生は論理的に思考し問題を解決する力を身につける。 

2) 学生は、専門とする研究分野の最新の知識を身につける。 

3) 学生は、研究者・技術者として活躍できる能力を身につける。 

 

学修成果（博士後期課程） 

1) 学生は、自身が専門とする研究分野とその関連分野についての専門知識を身につける。 

2) 学生は、査読のある国際的な学会レベルの研究を行い、発表・討議の能力を身につける。 
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3) 学生は、健全な批判精神と高い倫理観を持ち、自立的に課題を設定し、研究を遂行し論文を作成できる能力を身につける。 

 

 

 

 

＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

ディプロマ・ポリシー 

 

2022 年 9 月  学修成果との関連性を明確にするた

め。 

 

 

 

 

 

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☐設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☒設定していない    2023 年 7 月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☐学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☐学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☐測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない 2024 年 3 月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 
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※確認事項 3-1、3-2、3-3、3-4、3-5、3-6、3-7、3-8、3-9 は該当なし 

確認事項 3-10   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑩  指摘事項： 研究指導の方法は示しているものの、スケジュールを学生に明示しておらず 

研究指導計画として不十分であるため是正されたい。                                    

該当箇所： 情報生産システム研究科修士課程及び情報生産システム研究科博士後期課程 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)を記入  ※変更後の内容を別途ご提出ください 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の研究指導計画を公表している 
☒公表されている ☒要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：法務研究科 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した  2021 年 12 月  会議名：法務研究科教授会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☐「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☒明示している ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

学修成果①  

進取の精神を持って、伝統の殻を破る新しい概念を構築する力 

学修成果② 

自主独立の精神を持って自他の個性を認め、公正な視点で多様性を受容する姿勢 

学修成果③ 

法律学の専門知識、批判的・創造的な思考力、社会に生起する事象の調査能力、および法的問題の分析能力を駆使し、問題を解決する能力 

学修成果④ 

新たな時代を切り拓いて正義を体現する法の担い手として、複雑で多様化した現代社会における様々な課題に敢然と挑戦し、人と社会と世界に貢献できる能力 

学修成果⑤ 

人の『喜び』『苦しみ』『痛み』を理解できる豊かな人間性とこれに基づく行動力 
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学修成果⑥ 

自らが考える意見を正確に表現し、他者を説得する能力、および他者の意見に真摯に向き合い、その主張するところを的確に汲み取るコミュニケーション能力 

 

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☒設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☒学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☒学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☒測定時期を明確にしている 

☒どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☒明示している ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない   年   月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 

法務研究科アセスメントポリシー 

NO 測定時期 学修成果 測定方法①：直接評価 測定方法②：間接評価 

1 
・直接評価：修了時 

・間接評価：１年～３年次 

進取の精神を持って、伝統の殻を破る新し

い概念を構築する力 
リサーチ・ペーパー及び論文の作成数と評点 学生アンケート 

2 ・１年～３年次 
自主独立の精神を持って自他の個性を認

め、公正な視点で多様性を受容する姿勢 
科目担当者に対するアンケート 学生アンケート 

3 
・直接評価：１年～３年次 

・間接評価：３年次 

法律学の専門知識、批判的・創造的な思考

力、社会に生起する事象の調査能力、およ

び法的問題の分析能力を駆使し、問題を解

決する能力 

エクスターンシップ、クリニックの評価/コメント 法律科目の成績・ＧＰＡ 

4 
・直接評価：修了後 

・間接評価：２年～３年次 

新たな時代を切り拓いて正義を体現する法

の担い手として、複雑で多様化した現代社

＜法の担い手となること・人と社会と世界への貢献＞ 

→司法試験合格者数、弁護士/裁判官/検察官となった人数 

クリニック報告書、エクスターンシップ報告書、及び

交換留学・トランスナショナルプログラム参加人数 
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＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

 

 

   

 

※確認事項 3-1、3-2、3-3、3-4、3-5、3-6、3-7、3-8、3-9、3-10 は該当なし 

会における様々な課題に敢然と挑戦し、人

と社会と世界に貢献できる能力 

5 ・３年次 
人の『喜び』『苦しみ』『痛み』を理解で

きる豊かな人間性とこれに基づく行動力 
エクスターンシップ、クリニックの評価/コメント 

クリニック報告書、エクスターンシップ報告書、およ

び「稲門法曹会奨励賞」の応募・受賞状況 

6 ・１年～３年次 

自らが考える意見を正確に表現し、他者を

説得する能力、および他者の意見に真摯に

向き合い、その主張するところを的確に汲

み取るコミュニケーション能力 

ソクラティック･メソッド（双方向の質疑応答）を用いた講義科

目・演習科目等のＧＰＡから総合的に測定 
学生アンケート 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：会計研究科 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                 

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した   2020 年 10 月  会議名：会計研究科運営委員会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☒パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☒明示している ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

 

＜ディプロマ・ポリシーに基づく学修成果＞ 

１．会計および隣接領域の専門家として不可欠な高い倫理意識を身につけている。 

２．会計および隣接領域の専門家として不可欠な知識を修得している。 

３．会計および隣接領域の専門家として不可欠なコミュニケーション能力を修得している。 

４．会計および隣接領域の専門家として不可欠な自ら問題解決にあたることができる応用力を修得している。 
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確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☒設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☒学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☒学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☒測定時期を明確にしている 

☒どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☒明示している ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 

早稲田大学会計研究科では、ディプロマ・ポリシーにおいて、以下としている。  

「当研究科の修了においては、社会の各方面で活躍する専門家の養成を目標としたプログラムを十分に履修し、高い倫理意識のもと、会計および隣接領域の

専門家として不可欠な知識の修得とコミュニケーション能力の向上を通じて、自ら問題解決にあたることができる応用力を身につけることが期待される。」  

このような学修成果の達成状況を評価することを目的として、以下を定める。  

１．学修成果とその測定方法  

学修成果  
測定方法  

直接評価 2に活用できる情報  間接評価 3に活用できる情報  

高い倫理意識  ・高い倫理意識を育む科目の履修状況  

・修了時における宣誓書の提出  

・修了時におけるアンケート  

専門家として不可欠な知識の修得  ・資格試験合格状況  

・短答 3 科目免除科目履修者割合  

・1 人当たり取得単位数 

・修了時におけるアンケート  

・標準年限内学位取得率  

コミュニケーション能力(スキルや素養を活かすため

に、他者との相互理解を実現することができる力)  

・1 人当たりワークショップ科目取得単位数  

・1 人当たり Professional Communication 系統科

目取得単位数  

・修了時におけるアンケート  

自ら問題解決にあたることができる応用力  ・1 人当たり実務・応用科目取得単位数  

・テーマ研究・専門職学位論文単位取得者数  

・修了時におけるアンケート  
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＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

アドミッション・ポリシー 

 

2022 年 2 月 実施している入試のうち、「IT・数理能力を重視した入試」

を「IT 能力を重視した入試」に変更した。 

入試名称の変更による。 

 

※確認事項 3-1、3-2、3-3、3-4、3-5、3-6、3-7、3-8、3-9、3-10 は該当なし 

 ２．実施・見直し体制  

毎年、学位授与式実施後、速やかに評価指標を活用して、学修成果を測定する。その結果に基づき、3 つのポリシー、学修成果およびアセスメント・ポリシー

の見直しを検討する。また、カリキュラムや教育手法などの改善についても必要に応じて実施する。  
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：スポーツ科学研究科 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                 

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した 2020 年  11 月  会議名：スポ科院教授会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☒明示している ☒要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

① リテラシー  

外国語の実践的な総合力としての高度な「言語力」を身につけ、情報・データ等の収集・分 析・表現能力としての高度な「データ・リテラシー」を身につけている。  

② 専門性  

科学的・論理的な思考力と専門知識や方法論を身につけている。  

③ 学際性  

多様な専門性を横断する学際的（インターディシプリナリー）な視点から研究対象をとらえることができる。  

④ 国際性  

一元的な思想や価値観にとらわれない国際的（インターナショナル）な視点から研究対象をとらえることができる。  
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⑤ 独創性  

進取の精神をもって伝統の殻を破る新しい概念を構築し、発展させる力を身につけている・進取の精神をもって伝統の殻を破る新しい概念を構築する力を身につけてい

る。 

 

 

 

＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

 

 

   

 

 

   

 

 

   

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☐設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☒設定していない    2022 年  11 月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☐学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☐学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☐測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 
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※以下は該当する学部・研究科のみ記載 

 

確認事項 3-7   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑦  指摘事項：  学生の受け入れ方針を学位課程ごとに設定していないため、これを定め公表 

                                      するよう是正されたい。 

該当箇所： 政治学研究科博士後期課程、経済学研究科、法学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科、 

社会科学研究科、スポーツ科学研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学生の受け入れ方針を公表している 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

早稲田大学では、『学問の独立』の教育理念のもとで、一定の高い基礎学力を持ち、かつ知的 好奇心が旺盛で、本学の理念である進取の精神に富む、勉学意欲の高い学

生を、わが国をはじめ 世界から多数迎え入れている。   

本研究科では、スポーツ科学に期待される社会的要請の高まりに対応し、スポーツ関連の幅広い事業分野で専門職として活躍し、スポーツ科学の発展に大いに貢献でき、

多様な学問・文化・ 言語・価値観の交流を育み、地域社会に主体的に貢献する意欲と可能性のある人材を受け入れる。   

修士課程 2 年制では、学術研究者および高度職業人を育成するために、スポーツ文化、スポーツビジネス、スポーツ医科学、身体運動科学、コーチング科学、Health 

and Exercise Science、Sport Management の 7 つの研究領域において、スポーツ関連の幅広い事業分野で活躍できる人材を求める。   

また、実務経験者を対象とする修士課程 1 年制では、トップスポーツマネジメント、スポーツ クラブマネジメント、健康スポーツマネジメント、介護予防マネジメン

ト、エリートコーチング、 スポーツジャーナリズムの 6 つのコースにおいて、それぞれの分野で活躍できる人材を求める。   

博士後期課程では、スポーツ科学に関わる豊かな学識を有し、高度な研究能力を備えたスポーツ科学の研究者となり得る人材を求める 
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※確認事項 3-1、3-2、3-3、3-4、3-5、3-6、3-8、3-10 は該当なし 

確認事項 3-9   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑨  指摘事項：  研究指導計画として研究指導の方法及びスケジュールを定めていないため、こ

れを定めあらかじめ学生に明示するよう是正されたい。                                    

該当箇所： 商学研究科修士課程、商学研究科博士後期課程、基幹理工学研究科修士課程、基幹理工学研究科博士後期課程、創造理工学研究科修士課程、創造理工

学研究科博士後期課程、先進理工学研究科修士課程、先進理工学研究科博士後期課程、環境・エネルギー研究科修士課程、環境・エネルギー研究科博

士後期課程、人間科学研究科修士課程、人間科学研究科博士後期課程、スポーツ科学研究科修士課程及びスポーツ科学研究科博士後期課程 

（１）指摘事項への対応を行った 

☐前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☒前回報告以降に対応も

しくは修正 

 2021 年  12 月  会議名：スポーツ科学学術院教授会 

⇒(2)を記入 ※変更後の内容を別途ご提出ください 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の研究指導計画を公表している 

☐公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

要項 p２２～２７：50kenkyukayoukou2022.pdf (waseda.jp) 

☐公表されていない 公表予定時期： 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：基幹理工学研究科 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                 

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した  2022  年 7 月  会議名：基幹理工学研究科運営委員会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない  2022  年 11 月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

●研究科 

学修成果１．科学技術に関する広い知識を身に着ける。 

学修成果２．人文・社会科学系の知識を含む幅広い教養を備える。 

学修成果３．各専攻で必要とされる基礎的科学技術とその根幹にある数学、および両者の架け橋となる応用数理を軸とする教育研究のための基礎知識、スキル、態度を身

に着ける。 

学修成果４．各専門分野の深化・発展に貢献、新しい学問領域に創造的に取り組むことが可能となる、 

専門的知識、スキル、態度を身に着ける。 

●数学応用数理専攻 

学修成果１． 
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(理学) 修士・博士：純粋数学の研究を通して、修士は自然科学の高度な知識と新たな真理を解明する能力を、博士は自然科学の高度な知識と新たな真理を解明する理学的

能力つける。 

(工学) 修士・博士：応用数学の研究を通して、修士は工学の基礎知識を応用する技術と能力を、博士は工学の幅広い知識を備え応用を実現する技術と工学的能力をつけ

る。 

学修成果２． 

(理学) 修士・博士：工学への応用を視野に入れた幅広い知識を備え、応用を実現する技術と能力をつける。 

(工学) 修士・博士：理学への応用を視野に入れた自然科学の高度な知識と新たな真理を解明する能力をつける。 

学修成果３． 

(理学) 修士・博士：現代社会の諸現象や最先端の科学を数理的に解明し、新しい理論を構築できる創造力をつける。 

(工学) 修士・博士：現代社会の諸現象や最先端の科学を数理的に解明し、新しい理論を構築できる創造力をつける。 

学修成果４． 

(理学) 修士・博士：国際性豊かなコミュニケーション力により研究を推進させ、成果を社会へと還元できる。 

(工学) 修士・博士：国際性豊かなコミュニケーション力により研究を推進させる。さらに、博士は、成果を社会へと還元できる力を身につける。 

学修成果５． 

(理学) 修士・博士：主体的に問題を解決する能力と、分析力・思考力・推論力を活かした総合判断力を身につけ、未来の科学技術に貢献できる。 

(工学) 修士・博士：主体的に問題を解決する態度・能力と、分析力・思考力・推論力を活かした総合判断力を身につけ、未来の科学技術に貢献できる。 

●機械科学・航空宇宙専攻 

学修成果１．機械科学・航空宇宙工学の研究を通して，修士課程では基礎知識を応用する技術と能力を，博士後期課程では先端的な研究領域を新たに開拓する高い研究能

力を修得する． 

学修成果２．機械科学・航空宇宙工学の研究を通して，問題を発見し，それに対する解を提案 して論理的に説明する高度な解決能力を身につける． 

学修成果３．機械科学・航空宇宙工学の先端的研究領域において，新しい概念の構築を志向して努力する態度と，当該分野の研究を先導する高い能力を身につける． 

学修成果４．機械科学・航空宇宙工学の研究を通して，自らの研究成果を広く国内外に発信 し，社会との相互理解を実現するために必要な高いコミュニケーション能力

を志向して努力する態度と豊かな国際性を身につける． 

学修成果５．主体的に問題を解決する能力に加え，修士課程では，分析力，解析力，思考力，応用展開力を生かした総合判断力を習得し，博士後期課程では総合判断力を

活用して未来の科学技術に貢献できる人材を育成する． 

●電子物理システム学専攻 

学修成果１． 

（理学）修士・博士：演習およびゼミ活動を通して、修士は自然科学の高度な知識と新たな真理を解明するための能力を、博士は自然科学の高度な知識と新たな真理を解

明する理学的能力をつける。 

163



（工学）修士・博士：演習およびゼミ活動を通して、修士は工学の基礎知識を備え、それを応用するための技術と能力を、博士は工学の幅広い知識を備え、それを高度に

応用するための技術と工学的能力をつける。 

学修成果２． 

（理学）修士・博士：研究活動を通して、未解明の自然現象や未達成の工学システムを専門的かつ高度な数学と物理を用いて考究し、新しい理論と実装技術解析方法を構

築するための創造力をつける。 

（工学）修士・博士：研究活動を通して、未達成の工学システムを専門的かつ高度な数学と物理を用いて考究し、新しい応用や実装技術を構築できる創造力をつける。 

学修成果３． 

（理学）修士・博士：国際性豊かなコミュニケーション力により研究を推進させる力、成果を社会へと還元できしようとする姿勢を身につける。 

（工学）修士・博士：国際性豊かなコミュニケーション力により研究を推進させる力、成果を社会へと還元しようとする姿勢を身につける。 

学修成果４． 

（理学）修士・博士：分析・思考・推論・プレゼンテーション力を活かして主体的に課題を達成できる力、未来の科学技術に貢献できしようとする姿勢を身につける。 

（工学）修士・博士：分析・思考・推論・プレゼンテーション力を活かして主体的に課題を達成できる力、未来の科学技術に貢献しようとする姿勢を身につける。 

●情報理工・情報通信専攻 

学修成果１． 

＜修士＞実社会における情報通信、情報科学、情報工学技術の役割や責任について、幅広い側面を志向し、多面的に考える能力をつける。 

＜博士＞実社会における情報通信、情報科学、情報工学技術の役割や責任について、地球的な視野を志向し、行動する能力をつける。 

学修成果２． 

＜修士＞情報通信、情報科学、情報工学技術に対する現代社会の要求に基づき、課題発見・問題解決する能力をつける。 

＜博士＞情報通信、情報科学、情報工学技術に対する現代社会の要求を理解した上で、課題発見・問題解決する能力をつける。 

学修成果３． 

＜修士＞実社会における情報通信、情報科学、情報工学技術の役割や責任について、幅広い側面を志向し、多面的に考える能力をつける。 

＜博士＞実社会における情報通信、情報科学、情報工学技術の役割や責任について、地球的な視野を志向し、行動する能力をつける。 

学修成果４． 

＜修士＞ 専門技術者として求められる論理的な記述力、口頭発表力等の高度なコミュニケーション能力を備える。 

＜博士＞ 専門技術者として求められる論理的な記述力、口頭発表力、討議力、チーム力 等の高度なコミュニケーション能力を身につける。 

●表現工学専攻 

学修成果１．科学技術と芸術表現を横断する高度な知識や技術を理解できる。 

学修成果２．先進的なメディア表現を支える高度な技術を応用・展開できる。 

学修成果３．国際的な動向を踏まえた高度なメディアを制作・公開できるようになる。 
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学修成果４．社会ニーズに応じた高度な価値や仕組みを理解・設計できるようになる。 

学修成果５．科学技術と芸術表現を融合して、修士は高度な問題解決を実践し、博士は新しい学問領域に取り組み、世界で活躍できる。 

●材料科学専攻 

学修成果１．材料科学に現れる諸現象を検討し，材料科学における諸問題の解明，解析のための新たな基礎数学理論の構築，数理的手法や高精度数値シミュレーション手

法の開発，そしてそれらを用いた材料科学における諸現象の解析を行う力を習得する。 

学修成果２．機械構造材料を対象に，強度特性，耐久性，軽量化，機能性の高度化を追求し，マルチスケールで材料の変形や強度特性，破壊現象，機能性を実験及び数値

シミュレーションにより評価する力を習得する。 

学修成果３．社会の持続的発展の鍵を握る様々な金属材料の製造・加工技術の開発とその基礎学理の探求を行う力を習得する。 

学修成果４．材料の基礎物性に関して，量子力学，固体物理，結晶学，統計力学，X 線分光などを用いて，微視的視点に立った基礎的研究を行う力を習得する。 

 

 

 

＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

    

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☐設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☒設定していない  2023  年 6 月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☐学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☐学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☐測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 
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※以下は該当する学部・研究科のみ記載 

確認事項 3-1   2020 年度認証評価における指摘事項への対応①   指摘事項：学位授与方針を学位課程ごとに設定していない      

該当箇所：基幹理工学研究科、社会科学研究科、環境・エネルギー研究科、人間科学研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学位授与方針を公表している 
☒公表している ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期：  年  月 

（３）変更後の内容 

 

 

確認事項 3-2   2020 年度認証評価における指摘事項への対応②  指摘事項： 学位授与方針を授与する学位ごとに定めていない     

該当箇所： 基幹理工学部、創造理工学部、先進理工学部、経済学研究科、法学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、 

環境・エネルギー研究科修士課程、人間科学研究科修士課程 

（１）指摘事項への対応を行った 

☐前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☒前回報告以降に対応も

しくは修正 

 2022 年 7 月  会議名：基幹理工学研究科運営委員会 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学位授与方針を公表している 
☐公表している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

●学部 

早稲田大学の総合性・独創性を活かし，体系的な教育課程と，全学的な教育環境と学生生活環境のもとに，多様な学問・文化・言語・価値観の交流を育み，地球

社会に主体的に貢献できる人材を育成する。 

さらに現代社会においては，科学技術に関する広い知識と，人文・社会科学系の知識を含む幅広い教養を備え，将来への洞察力を持って時代を切り拓く人材の

育成が求められている。また新しい時代の科学技術を確立するとともに，学問の枠組み・意味さらには学問とその活用の関係を再構築することが時代の大きな要
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請となっている。 

基幹理工学研究科では社会を支えるキー・テクノロジーである情報，機械，航空宇宙，エレクトロニクス，物質・材料，エネルギー，アートとメディアに関する基

礎的科学技術とその根幹にある数学，および両者の架け橋となる応用数理を軸に据えつつ，各専門分野での教育研究を展開する。そして各専門分野の深化・発展

に貢献するばかりでなく，新しい学問領域に創造的に取り組み，時代を切り拓き世界で活躍できる研究者・高度専門科学技術者の育成を目指す。 

●数学応用数理専攻 

数学は森羅万象を認識し理解し記述するための学問であり、それゆえ文明の発祥とともに生まれ、社会の発展とともに進化してきた。現代においても日常生活のすみずみ

まで数学の成果が利用され、未来の科学技術に対する数学の価値はますます重みを増している。本専攻では、広大な数学分野の発展を支えるため、最先端の数学理論を開

拓し、国際性豊かなコミュニケーション力を有し、また数学を社会に還元する人材を育む教育を行う。また、この目標の実現のため、代数、幾何、解析などの基礎数学領

域および現象、情報、統計などの応用数学領域のそれぞれに専門家が結集し、多様かつ高度な専門教育・研究指導を提供する。そして修士課程において、教員の研究指導

のもとで研究を行い、研究成果を修士論文としてまとめあげる。修士論文の審査を行い、純粋数学・応用数学領域において自然科学の観点から真理を探究する知識と能力

を有すると認められた場合に、修士（理学）の学位を授与する。応用数学領域において工学の基礎知識を応用する技術と能力を有すると認められた場合に、修士（工学）

を授与する。博士課程においては、研究指導のもとで独創的な研究を行い数編の論文を国際誌・学会などで発表し、研究成果を博士論文としてまとめあげる。博士後期論

文の審査において、自然科学の高度な知識と新たな真理を解明する能力を有すると認められた場合には、博士（理学）の学位を授与する。工学の幅広い知識を備え、応用

を実現する技術と能力を有すると認められた場合には、博士（工学）の学位を授与する。 

●機械科学・航空宇宙専攻 

科学技術は時代と共にその範囲を急速に拡大させると共に，先端的な分野は絶えず進化を続けて，将来にわたる持続可能な社会の実現を目指して変化し続けている．現在

社会が抱える地球規模の環境，エネルギー問題の解決には，物質，エネルギー，環境，情報などに関連する幅広い理工学分野の高度な専門知識が必要とされ，それらの知

識を積極的に活用できる高い能力を持った人材の育成が不可欠となる．本専攻では，あらゆる産業の基盤となる力学を中心とした機械科学と，それを基盤とした航空宇宙

工学の最先端の研究や技術開発を通して，新たな科学的価値の創造と技術革新に寄与できる技術者や研究者，ならびに豊かなコミュニケーション能力を有して国際的に活

躍できる真の人材を育成することで，社会に貢献することを目的とする．この目的を実現するために，機械科学や航空宇宙工学の各分野において専門家が集結し，高度な

専門教育と研究指導を提供する．修士課程においては，各教員の研究指導のもとで研究・開発に従事し，研究成果を修士論文として纏め上げる．修士論文発表による審査

を行い，機械科学および航空宇宙工学の分野において工学の基礎知識を応用する技術と能力を有すると認められた場合に，修士（工学）の学位を授与する．博士後期課程

においては，各教員の研究指導のもとで最先端分野の研究に従事し，研究成果を広く国内外に公表すると共に，博士論文として纏め上げる．機械科学および航空宇宙工学

の分野において幅広い知識を備え，先端的な研究領域を開拓する高い研究能力を有すると認められた場合には，博士（工学）の学位を授与する。 

●電子物理システム学専攻 

電子物理システム学は、原子・分子を基本素材とした自己集積、自己組織化による高次構造形成、あるいは超微細加工技術によるナノメータからマクロなサイズ に至る

機能システムの実現のために、電子と光を媒介とする機能発現、機能集積 によるシステム化という新しい学術分野を開拓することを目指す学術領域であ る。多くの基幹

産業が電子と光の物理現象がもたらす技術の高度化に注目し、電子と光を対象とした素材やデバイス開発とそれらのシステム応用を推進している。大規模集積回路開発の

延長線上にあるオンチップシステムはその活用範囲に広がりを示しており、それによるディジタル化は豊かな高度情報化社会の基盤となっており、国際性豊かなコミュニ
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ケーション能力も必要とされている。電子物理システム学専攻は、電子と光の高度な技術活用によって 経済の活性化を期する、との強い社会的要請に基づき、恒久普遍

的な物理学に基礎をおきつつ、電子光技術に関するより高度な専門教育を行う。また、基礎物性分野、エレクトロニクス分野、フォトニクス分野、情報システム分野を柱

として研究指導を提供する。修士課程では、上記の４分野のいずれかに属する研究指導のもとで研究を行い、学会発表等を通して完成度を高め、その研究成果を修士論文

としてまとめあげる。修士論文の審査を行い、自然科学の真理を探究する知識と能力を有すると認められた場合に修士（理学）を、工学の基礎知識を応用する技術と能力

を有すると認められた場合に修士（工学）を授与する。博士課程においては、上記の４分野のいずれかに属する研究指導のもとで独創的な研究を行い、数編の論文を国際

誌・学会等で発表し、研究成果を博士論文としてまとめあげる。博士論文の審査において、自然科学の高度な知識と新たな真理を解明する能力を有すると認められた場合

に博士（理学）を、工学の幅広い知識を備え、応用を実現する技術と能力を有すると認められた場合に博士（工学）を授与する。 

●情報理工・情報通信専攻 

＜修士＞社会活動や科学技術を推進するためのキーテクノロジと位置付けられる情報技術と通信技術を融合した ICT（Information and Communications Technology）系

学問領域は、著しく進展しつつあるネットワーク及びコンピュータ技術を背景に、情報関連の学問分野の融合と共に、情報に関する新しい学問領域と産業を生み出し、社

会変革をもたらしている。本専攻の学生は、ICT 系学問領域を学び、高度な専門知識を身につけるを目指す。この目標の実現のため、専攻は情報通信、情報科学、情報工

学の 3 つの学問領域を基軸とし、それぞれの領域における専門家による、グローバル社会の視点に立った、多様かつ高度な専門教育・研究指導を提供する。学生は、教員

の研究指導のもとで研究を行い、研究成果を修士論文としてまとめあげる。その過程を通じて、多面的に考える能力、課題解決能力、応用実現技術、能力ならびに高度な

コミュニケーション能力を身につける。専攻は修士論文の審査を行い、情報通信、情報科学、情報工学の領域において工学の基礎知識を応用 する技術と能力を有すると

認められた場合に、修士（工学）を授与する。 

＜博士＞社会活動や科学技術を推進するためのキーテクノロジと位置付けられる情報技術と通信技術を融合した ICT（Information and Communications Technology）系

学問領域は、著しく進展しつつあるネットワーク及びコンピュータ技術を背景に、情報関連の学問分野の融合と共に、情報に関する新しい学問領域と産業を生み出し、社

会変革をもたらしている。本専攻の学生は、ICT 系学問領域を学び、高度な専門知識を身につけるを目指す。この目標の実現のため、専攻は情報通信、情報科学、情報工

学の 3 つの学問領域を基軸とし、それぞれの領域における専門家による、グローバル社会の視点に立った、多様かつ高度な専門教育・研究指導を提供する。学生は、指導

教員の指導のもとで独創的な研究を行い、数編の論文を国際会議・論文誌などで発表し、研究成果を博士論文としてまとめあげる。その過程を通じて、多面的に考える能

力、課題解決能力、応用実現技術、能力ならびに高度なコミュニケーション能力を身につける。博士論文の審査において、工学の幅広い知識を備え、応用を実現する技術

と能力を有すると認められた場合には、博士（工学）の学位を授与する。 

●表現工学専攻 

科学技術と芸術表現の融合によって、新たな問題解決や価値の創造を高度なレベルで行うことができ、科学技術を理解し国際的な動向や社会ニーズを踏まえたうえでの表

現の実践や技術開発など、多岐にわたる分野で活躍できる資質や高度な能力や態度を身につけ、修士論文としてまとめる。審査に合格することにより、修士（工学）の学

位を認める。博士（工学）においては、これらに加え、新しい学問領域に取り組み、世界で活躍できる能力を示した研究内容を博士論文としてまとめ、審査に合格するこ

とが求められる。 

●材料科学専攻 

材料科学専攻では，我が国の基幹産業である鉄鋼，非鉄金属などに関わる学問体系を追求し，そこに数理的な視点や次世代材料に関わる視点も加えた次世代基幹材料産業
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分野の研究開発に関わる人材を育成・輩出することを目的としている。すなわち，本専攻では，熱力学，結晶学，構造力学などの材料学の基本学理の習得を基礎として，

ミクロ材料学から大規模構造体に関わるマクロ材料学まで，トポロジーに立脚した階層横断的な視点に立ち，計算ホモロジーなどを用いた数理計算材料学，次世代スーパ

ーコンピュータによる材料シミュレーションの最適化やビックデータ解析，宇宙での材料製造・材料実験や極限環境下での材料開発を可能にする，数理情報的計算実験や

革新的な材料試験法など，材料学の先端的研究開発能力を持つ人材の教育と研究を行う。以下に示す内容を達成した者に対してそれぞれの学位を授与する。 

修士（工学）工学的視点に立った上で，材料科学を具体的な問題に応用する能力を有する。 

修士（理学）理学的視点に立った上で，材料科学の本質を探求する能力を有する。 

博士（工学）工学的視点に立った上で，材料科学を具体的な問題に応用する高度な能力を有する。 

博士（理学）理学的視点に立った上で，材料科学の本質を探求する高度な能力を有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

確認事項 3-5   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑤  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針を授与する学位ごとに定めていない。   

該当箇所： 教育学部、基幹理工学部、創造理工学部、先進理工学部、経済学研究科、法学研究科修士課程、教育学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、

先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科修士課程、人間科学研究科修士課程、経営管理研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☐前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☒前回報告以降に対応もし

くは修正 

  2022 年 7 月  会議名：基幹理工学研究科運営委員会 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 
☐公表している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☒公表していない 公表予定時期：2022 年 11 月 大学点検・評価委員会確認後 

（３）変更後の内容 

●研究科 

基幹理工学研究科は，数学応用数理，機械科学・航空宇宙，電子物理システム学，情報理工・情報通信，表現工学，材料科学の 6 専攻を設置し，学部での教育研

究を基盤に，大学院ではより高度な研究に取り組む人材を育成する。従来の大学院カリキュラムは，専門性の高い科目を集めた編成になりがちであったが，科学
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技術が飛躍的な進歩を遂げている今日，学部教育のみでは基礎学問や関連知識の修得は困難になっている。本研究科においては，学部および修士課程を基礎教育

期間と位置付け，学部・大学院（修士課程）における一貫教育の実践を理念とする。したがって，修士課程においては学部教育に深く連携したカリキュラムを設

置している。その特色は，専門分野や関連分野について体系的に学べること，幅広い関連分野を学ぶことにより，自らの専門が科学技術の領域においてどのよう

な位置にあるかを理解できることである。修士課程学生は，研究指導を受ける研究室を中心とする教育研究活動を通じて，各自の研究テーマに取り組むことによ

り研究・問題解決能力を身に付けることが可能である。 

さらに博士後期課程に進学した学生は，高度で専門的な理想および応用について研究し，その深奥を究めることを目指すことが可能である。 

●数学応用数理専攻 

修士１年次では専攻に設置された講義科目を履修し、代数、幾何、解析、現象、情報、統計などの諸分野について幅広い知識を身につける。一方、演習科目を通して、専

門領域およびその周辺領域の基礎知識と問題解決の技術を修得する。修士２年次には、専門領域の未解決な問題を理解し，解いていくセンスと能力を身につけ、その成果

として修士論文を提出する。修士論文のテーマは大きく分けて２つに分類される。１つは修士(理学）の修士論文として純粋数学・応用数学領域において自然科学の観点か

ら真理の探究に寄与する内容である。もう１つは修士(工学）の修士論文として応用数学領域において工学の基礎知識を応用する技術に貢献する内容である。 

博士１年次では、専門領域の高い知識と周辺領域の幅広い知識をバランスよく見つける。研究指導のもとで独創的な研究を行い数編の論文を国際誌・学会などで発表する

ことも奨励する。博士２年次では、専門領域の未解決な問題を積極的に解ける態度と能力を身につける。博士３年次では、博士学位論文を執筆する。博士学位論文は大き

く分けて２つに分類される。博士（理学）の博士論文として自然科学の高度な知識と新たな真理を解明することに寄与する内容である。もう１つは博士（工学）の博士論

文として工学の幅広い知識を応用し実現する技術に貢献する内容である。 

教育課程の構成及び学修成果との関連性 

修士課程では講義科目１８単位以上、演習科目１２単位を履修する。講義科目を履修により自然科学を探求するための知識、それを工学へと応用するための技術を習得す

る（学修成果１、2）。また、演習科目を通して、研究対象とする分野の最先端の理論・技術を習得する（学修成果３）。研究指導のもと修士論文作成及び研究成果発表を通

して、問題解決能力・総合判断力・国際的コミュニケーション能力を習得する（学修成果 4、５）。 

博士課程では、講義科目は 5 単位を修得し、自然科学を探求するための知識及び解明する力、それを工学へと応用するための技術と実現する力を身につける（学修成果１、

２）。研究指導のもと、最先端の科学の数理的解明や理論を構築する創造力を身につける（学修成果３）。また、博士論文や研究論文の執筆や成果発表を通して、国際社会

へと研究成果を還元し、未来の科学技術に貢献できる能力を習得する（学修成果 4、５） 

●機械科学・航空宇宙専攻 

機械科学・航空宇宙工学分野の基礎知識を応用する技術や能力を有し，当該分野の学術や技術開発を先導する高い研究能力を持った人材を育成するために，各分野の最先

端理論や技術を学習する講義科目，特定分野の高度な専門知識を教授する特論科目，専門知識を広く応用する能力を涵養する演習科目，および研究指導を配置する．修士

課程では，講義科目や演習科目の履修を通して基礎知識の習得と確認を行った上で，各専門分野の最先端研究に携わる修士論文研究に着手することにより，諸問題を多面

的かつ論理的に考える能力，課題を発見して問題解決を図る能力，プレゼンテーション・コミュニケーション能力を育成する．一方，博士後期課程では，必要に応じて履

修する特論科目や演習科目，および博士論文の研究を通して，各専門分野の最先端研究を積極的に先導して，新しい概念や理論，技術を構築して当該分野の学術・技術を

発展させる高い能力を育成する．合わせて，自らの研究成果を広く国内外に発信し，他者との相互理解を実現するための高いコミュニケーション能力と国際性を身につけ

る． 
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●電子物理システム学専攻 

電子物理システム学専攻では、物理に立脚しつつ、電子光技術を工学的に活用するための高度な知識と技能の教育を推し進める。このために、修士課程・博士課程にわた

って演習と研究を必修とし、実験や理論を通した論理構成能力の習得、ものつくりのセンスおよびシステム的思考のセンスを体得させる。基礎物性分野、エレクトロニク

ス分野、フォトニクス分野、情報システム分野のそれぞれに高度な専門科目を設置して演習と研究の内容を補完するとともに、高度な専門性と多角的視野、柔軟な思考能

力と進取の精神の獲得をはかる。４分野のうちのいずれかの分野に属する研究室に所属させ、修士論文または博士論文の執筆を通して研究の立案・実施から成果として発

信するための基本的な能力の習得を目指す。 

●情報理工・情報通信専攻 

情報通信、情報科学、情報工学の 3 つの学問領域は、急速な進展を遂げており、先端的な教育環境を維持するためには、これら密接に関係する領域の協調無くして実現す

ることは極めて困難である。しかも、一方での成果が基礎となって他方の発展を期するという、輪廻的な展開が必須であることが認識されている。そのため、本専攻では、

情報理工分野と情報通信分野の 2 分野を設け、情報理工分野にはコンピュータ・ヒューマン・インタラクション部門、情報ネットワーク部門、高度計算機部門、ソフトウ

ェア部門、情報アーキテクチャ部門の 5 部門を設置し、情報通信分野には情報システム部門、通信ネットワーク部門、メディア・コンテンツ部門の 3 部門を設置し、それ

ら分野と部門の有機的なつながりにより、情報通信、情報科学、情報工学の理論と実践をバランス良く、自主性をもって習得できるカリキュラムを提供している。 

●表現工学専攻 

修士課程では、科学技術と芸術表現を横断する知識や技術の基礎から、それらを高度なレベルで応用・展開する能力を習得する科目群を設置する。また、実習 形式の科目

を通して、メディアの制作・公開や、社会ニーズや国際際的な動向を踏まえた高度な価値や仕組みを理解・設計する能力を習得する。さらに、修士論文作成を通して、科

学技術と芸術表現を融合した高度な問題解決能力を育成する。博士課程ではこれらに加え、研究指導・博士論文作成によって、新しい学問領域に取り組み、世界で活躍で

きる能力を身につける。 

表現工学専攻では科学技術と芸術表現を横断・融合する概念である「インターメディア」を対象として、インターメディア工学部門とインターメディア芸術部門の 2 部門

を設定し、高度かつ専門的な教育・研究活動を推進している。修士課程では、部門毎の専門性を反映した講義科目を選択的に履修することにより、科学技術と芸術表現の

それぞれ及び両者を横断する高度な知識や技術を理解・応用・展開する力を身につける（学修成果 1、2）。さらに部門間の融合性を意図した演習科目の履修により、国際

的な動向や社会ニーズを読み取り、高度な仕組みやメディアの設計・制作・公開ができる能力を習得する（学修成果 3、4）。研究指導と修士 2 年次での修士論文作成を通

して、科学技術と芸術表現を融合して高度な問題解決を実践できる総合的な能力を身につける（学修成果 5）。博士課程では、研究倫理や語学等の講義科目、部門間の横

断・融合により重点を置いた上級演習科目を選択的に履修することにより、科学技術と芸術表現を横断する高度な知識や技術を理解・応用・展開する力を身につける（学

修成果 1、2）。さらに研究指導により社会ニーズに応じた高度な価値や仕組みの設計や、国際的な動向に応じた高度なメディアの制作・公開ができる能力を習得する（学

修成果 3、４）。研究論文の執筆・発表や、博士 3 年次での博士論文作成を通じて、新しい学問領域の開拓に取り組み、国際的に活躍できる総合的な能力を身につける（学

修成果 5）。 

●材料科学専攻 

本専攻では，大きな学問分野の枠として，我が国の産業の根幹である鉄鋼，非鉄金属をはじめとする基盤材料産業への人材輩出のために，基礎から先端材料研究までを目

指す「基盤材料学分野」を本専攻の基礎部門に据える一方，次世代基幹材料産業の研究開発を支える「先端材料学分野」を設置し，研究指導，演習を 2 分野に分類し，更
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にそれぞれの分野は研究内容に応じて，それぞれ，数理材料科学部門と新構造材料部門，基盤金属材料部門と基礎材料物性部門のそれぞれ 2 つずつの部門から構成されて

いる。 

確認事項 3-7   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑦  指摘事項：  学生の受け入れ方針を学位課程ごとに設定していないため、これを定め公表 

                                      するよう是正されたい。 

該当箇所： 政治学研究科博士後期課程、経済学研究科、法学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科、 

社会科学研究科、スポーツ科学研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

 年  月  会議名：基幹理工学研究科運営委員会 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学生の受け入れ方針を公表している 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期：  年  月  

（３）変更後の内容 

 

確認事項 3-8   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑧  指摘事項： 人材養成に関する目的その他の教育研究上の目的に関し、学ぶ内容や開設科目 

                                     の説明にとどまる例がみられるので、改善が求められる。                                     

該当箇所： 基幹理工学研究科電子物理システム専攻、教育学研究科教育学専攻 

（１）指摘事項への対応を行った 

☐前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☒前回報告以降に対応も

しくは修正 

 2021  年 11 月  会議名：基幹理工学研究科運営委員会 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の人材養成に関する目的その他の教育研究上の目的を

公表している 

☒公表されている ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

電子物理システム学専攻は電子と光の高度な技術活用によって経済の活性化を期するとの強い社会的要請に基づき、恒久普遍的な自然科学に基礎を置きつつ、それを工学
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※確認事項 3-3、3-4、3-7、3-6、3-10 は該当なし 

 

 

的に電子光技術と融合させることにより、その成果を地球社会に還元できる人材の育成を目標とする。今日、電子と光の活用はエネルギー・環境、電気・電子情報通信、

化学・生命において中心的な役割を果たしている。この科学技術の体系的な修得を目指して、基礎物性、エレクトロニクス、フォトニクス、情報システムを柱とする教育・

研究活動を推進し、グローバルな視点および自然科学と工学の融合による新たな科学的価値の創造と技術革新に貢献できる科学技術者の育成を目指す。 

確認事項 3-9   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑨  指摘事項：  研究指導計画として研究指導の方法及びスケジュールを定めていないため、こ

れを定めあらかじめ学生に明示するよう是正されたい。                                    

該当箇所： 商学研究科修士課程、商学研究科博士後期課程、基幹理工学研究科修士課程、基幹理工学研究科博士後期課程、創造理工学研究科修士課程、創造理工

学研究科博士後期課程、先進理工学研究科修士課程、先進理工学研究科博士後期課程、環境・エネルギー研究科修士課程、環境・エネルギー研究科博

士後期課程、人間科学研究科修士課程、人間科学研究科博士後期課程、スポーツ科学研究科修士課程及びスポーツ科学研究科博士後期課程 

（１）指摘事項への対応を行った 

☐前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☒前回報告以降に対応も

しくは修正 

 2021  年 12 月  会議名：基幹理工学研究科運営委員会 

⇒(2)を記入 ※変更後の内容を別途ご提出ください 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の研究指導計画を公表している 
☒公表されている ☒要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：創造理工学研究科 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した   2022 年 7 月  会議名：創造理工学研究科運営委員会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない  2022  年 11 月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

●研究科 

学修成果１．科学技術に関する広い知識を身につける。 

学修成果２．人文・社会科学系の知識を含む幅広い教養を備える。 

学修成果３．各専攻で必要とされる基礎的科学技術とその根幹にある基礎学問を軸とする教育研究のための基礎知識、スキル、態度を身に着ける。 

学修成果４．各専門分野の深化・発展に貢献，新しい学問領域に創造的に取り組むことが可能となる専門的知識，スキル，態度を身に着ける。 

●建築学専攻 

【修士：建築学】 

学修成果１． 「早稲田建築」の伝統に学び，現代社会が建築・都市・環境に求めるものに応える能力を培う 
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学修成果２． 地球的視野と地域固有の歴史風土を理解する視点を併せもち，国際的なフィールドで貢献する能力を養う 

学修成果３． 建築・都市デザインおよびエンジニアリングの実務に触れる機会を持ち，関連する職能と，その現代社会において果たすべき使命を理解する 

学修成果４． 建築・都市デザイン，芸術，歴史，およびエンジニアリングに関する深い知識に基づいて，創造的な提案をする能力を身につける 

学修成果５． 建築・都市および環境，構造，生産分野の，先端的な知識を積極的に吸収する能力を培う 

学修成果６． 建築・都市および環境、構造、生産分野の既往の知見に基づき、生活や地域に根差して幅広く課題を発見し、調査・分析する能力を培う 

学修成果７． 教員および学生相互の協働作業を通して、建築に関する問題を実践的に解決する能力を培う 

学修成果８． 自らのアイディアを広く社会に提案し、異分野の専門家、ならびに一般市民との協働の中でリーダーシップを発揮する能力を培う 

【博士：建築学】 

学修成果１． 「早稲田建築」の伝統に学び，現代社会が建築・都市・環境に求めるものに応える能力を培う 

学修成果２． 地球的視野と地域固有の歴史風土を理解する視点を併せもち，国際的なフィールドで貢献する能力を養う 

学修成果３． 建築・都市デザインの実務に触れる機会を持ち，建築家および関連する職能と，その現代社会において果たすべき使命を理解する 

学修成果４． 建築・都市デザインの芸術性および歴史性に関する深い知識に基づいて，創造的な提案をする能力を身につける 

学修成果５． 建築・都市および関連分野の，先端的な知識を積極的に吸収する能力を培う 

学修成果６． 建築・都市および関連分野の既往の知見に基づき、生活や地域に根差して幅広く課題を発見し、調査・分析する能力を培う 

学修成果７． 教員および学生相互の協働作業を通して、建築設計・計画の問題を実践的に解決する能力を培う 

学修成果８． 自らのアイディアを広く社会に提案し、異分野の専門家、ならびに一般市民との協働の中でリーダーシップを発揮する能力を培う 

【修士：工学】 

学修成果１． 「早稲田建築」の伝統に学び，現代社会が建築・都市・環境に求めるものに応える能力を培う 

学修成果２． 地球的視野と地域固有の歴史風土を理解する視点を併せもち，国際的なフィールドで貢献する能力を養う 

学修成果３． 建築・都市デザインおよびエンジニアリングの実務に触れる機会を持ち，関連する職能と，その現代社会において果たすべき使命を理解する 

学修成果４． 建築・都市デザイン，芸術，歴史，およびエンジニアリングに関する深い知識に基づいて，創造的な提案をする能力を身につける 

学修成果５． 建築・都市および環境，構造，生産分野の，先端的な知識を積極的に吸収する能力を培う 

学修成果６． 建築・都市および環境、構造、生産分野の既往の知見に基づき、生活や地域に根差して幅広く課題を発見し、調査・分析する能力を培う 

学修成果７． 教員および学生相互の協働作業を通して、建築に関する問題を実践的に解決する能力を培う 

学修成果８． 自らのアイディアを広く社会に提案し、異分野の専門家、ならびに一般市民との協働の中でリーダーシップを発揮する能力を培う 

【博士：工学】 

学修成果１． 「早稲田建築」の伝統に学び，現代社会が建築・都市・環境に求めるものに応える能力を培う 
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学修成果２． 地球的視野と地域固有の歴史風土を理解する視点を併せもち，国際的なフィールドで貢献する能力を養う 

学修成果３． 建築・都市デザインおよびエンジニアリングの実務に触れる機会を持ち，関連する職能と，その現代社会において果たすべき使命を理解する 

学修成果４． 建築・都市デザイン，芸術，歴史，およびエンジニアリングに関する深い知識に基づいて，創造的な提案をする能力を身につける 

学修成果５． 建築・都市および環境，構造，生産分野の，先端的な知識を積極的に吸収する能力を培う 

学修成果６． 建築・都市および環境、構造、生産分野の既往の知見に基づき、生活や地域に根差して幅広く課題を発見し、調査・分析する能力を培う 

学修成果７． 教員および学生相互の協働作業を通して、建築に関する問題を実践的に解決する能力を培う 

学修成果８． 自らのアイディアを広く社会に提案し、異分野の専門家、ならびに一般市民との協働の中でリーダーシップを発揮する能力を培う 

●総合機械工学専攻 

学修成果１． 博士学修成果１公正な視点、手段により研究開発を遂行し、発表し、成果を社会へ還元するために必要な倫理的素養を備えている。 

修士学修成果１研究開発の遂行に必要なレベルの専門的知識を有している。専門的知識のレベルとして、具体的には研究関連の学術誌の内容を概ね理解し研究に活用する

ことができる程度を目安とする。 

学修成果２． 博士学修成果２科学的に未解明の事象、かつまたは、工学的に未達成の事項について、機械工学の学理に基づいた論理的かつ系統的なアプローチにより解

明、かつまたは、達成する能力を有するようになる。結果として、国内外の査読付き学術誌相当に第一著者として複数の論文を執筆し掲載されるレベルに到達している。 

修士学修成果２科学的に未解明の事象、かつまたは、工学的に未達成の事項について、機械工学の学理に基づき、論理的かつ系統的なアプローチにより解明、達成する能

力、そのための姿勢を有するようになる。 

その結果として、自ら実施した研究成果をとりまとめ、国内外の機械工学関連の学会に研究成果を発表できるに値する能力相当を有するようになる。この能力相当の判断

に関して、指導教員を含む当該専攻の複数の教員に対する研究成果発表を行い、教員からの諮問に対して適切な回答がなされたと判断された場合を含める。 

●経営システム工学専攻 

学修成果１．  

【修士課程】社会・技術システムの設計、開発、維持、運用の重要性を主体的に理解する 

【博士後期課程】修士課程で身につけた技術を基礎に、先進的な研究開発を行い，新たな学術的知見を得て，専門論文として出版する能力を身につける． 

学修成果２．  

【修士課程】人・物・設備・金・情報などの経営資源の有効活用の技術を身につける 

【博士後期課程】国内外の学術的および実務的活動に積極的に関わり、卓越した成果を上げる能力を身につける 

学修成果３．  

【修士課程】多様な視点で問題を捉えその解決策を構想・構築する力を身につける 

【博士後期課程】 地球市民の視点からの価値を尊重し、社会システムの持続可能な開発に貢献する態度と能力を身につける 
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学修成果４．  

【修士課程】進取の精神を持って、経営システム工学に関わる諸技術の研究開発の力を身につける 

●経営デザイン専攻 

【修士】 

学修成果１． 他者にいいたいことを的確かつ効率的に伝える能力，他者のいいたいことを的確かつ効率的に理解する能力を身につける． 

学修成果２． プロジェクト研究演習，経営デザイン演習，修士論文で正解のないオープンエンドな課題に取り組むことで学ぶ問題発見能力，問題解決能力を身につける． 

学修成果３． 企業経営，品質，ファイナンス・投資，知財，リスクなどに関連する価値創造事業の経営に必要な基礎知識を身につける． 

学修成果４． ニーズ指向/技術ベースの事業化マネジメント技術，技術アライアンスマネジメント，企画・開発プロセスマネジメントなど，研究開発成果の商品化・事業

化のマネジメントを行う能力を身につける． 

学修成果５． バリューネットワーク計画，ロジスティックシステム，生産プロセス革新，環境調和型生産をマネジメントするための技術を学び，事業オペレーション改革

マネジメントを行う能力を身につける． 

学修成果６． 学修成果 1～5 を国際社会で発揮できる能力を身につける． 

学修成果７． 価値創造産業の次世代リーダーになる志を持ち，正解のないオープンエンドな課題に積極的に取り組み，チーム活動ではリーダーシップを発揮する姿勢を

身につける． 

【博士】 

学修成果１． 他者にいいたいことを的確かつ効率的に伝える能力，他者のいいたいことを的確かつ効率的に理解する能力を身につける． 

学修成果２． 学術的に未解決で，それを解決することで実務的にも有効と考えられる正解のない高度な課題に取り組むことで学ぶ問題発見能力，問題解決能力を身につ

ける． 

学修成果３． 研究開発成果の商品化・事業化のマネジメント，または事業オペレーション改革マネジメントを行う高度な能力を身につける． 

学修成果４． 学修成果 1～３を国際社会で発揮できる能力を身につける． 

学修成果５． 価値創造産業の次世代リーダーになる志を持ち，正解のないオープンエンドな課題に積極的に取り組み，チーム活動ではリーダーシップを発揮する姿勢を

身につける． 

●建設工学専攻 

学修成果１． 

 (修士)現象の根源的な構造を解明し理論化する数理能力を有し，複雑な要請や条件を「かたち」や制度にまとめあげる 

設計や計画能力を身につけ，それを論文等により対外的に発表する基礎的な能力を有する． 

（博士）現象の根源的な構造を解明し理論化する高度な数理能力を有し，複雑な要請や条件を「かたち」や制度にまとめあげる設計や計画能力を身につけ，それを論文等
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により国際的に発表する能力を有する． 

学修成果２． 

 (修士)国内外の社会基盤に係る様々な問題を理論的・実験的に自ら解明し，独創的な発想を持って新たな考え・方法を構築し，それをまた社会へと還元することができる

自走力・実行力・コミュニケーション力の基礎を身につける． 

（博士）国内外の社会基盤に係る様々な問題を理論的・実験的に自ら解明し，独創的な発想を持って新たな考え・方法を構築し，それをまた社会へと還元することができ

る自走力・実行力・コミュニケーション力を身につける． 

学修成果３． 

 (修士)高い技術者倫理を有し，持続可能型未来の創造に寄与することができる． 

（博士）極めて高い技術者倫理を有し，持続可能型未来の創造に高く寄与することができる． 

学修成果４． 

 (修士)主体的に問題を解決する能力と，分析力・思考力・推論力を活かした総合判断力の基礎を身に着け，未来の科学技術に貢献し，世界の様々な問題の解決にあたるこ

とができる． 

（博士）主体的に問題を解決する能力と，分析力・思考力・推論力を活かした総合判断力を極めて高いレベルで身に着け，未来の科学技術に貢献し，世界の様々な問題の

解決にあたることができる． 

●地球・環境資源理工学専攻 

学修成果１． 多次元な地球的視点の獲得: 

地球的視点，すなわち，地球の内部・表層（対流圏を含む）の空間，さらには歴史という時間軸も加え，地球全体を多次元的にを見据えたグローバルスケールで，地球，

資源および環境問題を捉える能力を獲得する． 

学修成果２． 現場・実験（実学）の徹底: 

フィールド調査を主体的に立案し，様々な物理および化学計測，サンプリングの実施と指導を適切に行うことができる能力を養う．また，フィールドで採取した岩石・鉱

物などの地球科学試料，大気・水・土壌などの環境試料，廃棄物，等の前処理法を含めて，非破壊および破壊の様々な機器分析技術を発展させ，指導する能力も身につけ

る． 

学修成果３． データ解析能力の涵養: 

得られたデータを「仮説発見型」と「仮説検証型」の二つの視点から解析する能力を発展させ，地球科学・地質学，資源探査・開発，リサイクリング，気候変動など複雑

な事象を定式化し，メカニズムの解明や将来挙動予測を適切に行うために必要となる実戦的なプログラミング・数値計算能力を習得する． 

学修成果４． コミュニケーション能力の習得: 

フィールド調査，教員・スタッフ・学生同士・外部との議論，さらに学会発表などを通じてコミュニケーション能力を発展させ，議論の牽引，実験・調査の指揮・指導，
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学会発表における積極的な情報発信など，地球科学および資源・環境問題の研究・技術開発におけるリーダーとして活躍できる能力を身につける． 

学修成果５． 国際性の修得: 

国外での調査・研究，海外資源の探査・開発，国境を越えた地球規模の環境問題などに対応すべく，海外調査，学会発表，留学生との交流などを深め，世界で活躍が期待

できる経験を積む． 

学修成果６． 研究立案・評価能力の獲得: 

研究の遂行においては，その背景や社会的環境，研究意義を十分に把握し，それに則った研究計画の立案，成果の評価を行なえる能力を身につける． 

 

 

＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

カリキュラム 

 

2023 年度入学者より変更 英語学位プログラム建築学科修士課程のカリキュラム カリキュラム見直しに伴う修正 

 

 

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☐設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☒設定していない  2023  年 6 月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☐学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☐学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☐測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 
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※以下は該当する学部・研究科のみ記載 

確認事項 3-2   2020 年度認証評価における指摘事項への対応②  指摘事項： 学位授与方針を授与する学位ごとに定めていない     

該当箇所： 基幹理工学部、創造理工学部、先進理工学部、経済学研究科、法学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、 

環境・エネルギー研究科修士課程、人間科学研究科修士課程 

（１）指摘事項への対応を行った 

☐前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☒前回報告以降に対応も

しくは修正 

 2022  年 7 月  会議名：創造理工学研究科運営委員会 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学位授与方針を公表している 
☐公表している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☒公表していない 公表予定時期：2022 年 11 月 大学点検・評価委員会確認後 

（３）変更後の内容 

●研究科 

早稲田大学の総合性・独創性を活かし，体系的な教育課程と，全学的な教育環境と学生生活環境のもとに，多様な学問・文化・言語・価値観の交流を育み，地

球社会に主体的に貢献できる人材を育成する。 

早稲田大学の教旨に，「学問の活用を本旨と為す」とある。これは，早稲田大学における学問とは，基礎のための基礎学問ではなく，基礎学問を応用まで発展

させ社会に貢献することの重要性を明示したものである。 

「創造」という言葉は，単に物事を細かく分割，分析して，その中の法則を考えるだけでなく，社会が直面する数々の話題に対して総合的な解決策を提案する

という意味を含んでいる。 

創造理工学研究科は，高度にして専門的な学術の理論および応用を研究，教授し，その深奥を究めて，多様な人間の価値観に基づく豊かさを実現し，文化の創造，

発展と人類の福祉に貢献するとともに人間活動を世界的な視点で支援できる人材を養成する。 

●建築学専攻 

【修士：建築学】 

本専攻は、自然環境や歴史・風土と共生する豊かな生活環境を社会に提供していく立場から、地域固有の多様な伝統と文化に根ざした広義の「建築デザイン」を実践する、

世界的視野を有する建築家、エンジニアおよび研究者を育成し、世界に誇れる建築文化を確立することをめざしている。「建築デザイン」とは芸術と工学を融合した総合

的なデザインを意味する。そこには、地域を構成する「人」「建築」「都市」「自然」が有機的に関連しあいながら、年月とともに調和のとれた生活環境を形成していくため

の、意匠設計、修復・保存再生、まちづくり等の安全性と持続可能性を担保した多様な活動が含まれる。この目標の実現のため、建築史・建築計画・都市計画の研究指導

を行う建築芸術分野と環境工学・建築構造・建築生産の研究指導を行う建築工学分野のそれぞれに専門家が結集し、多様かつ高度な専門教育・研究指導を提供する。そし
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て修士課程において、教員の研究指導のもとで研究を行い、研究成果を修士論文としてまとめあげる。修士論文の審査を行い、建築芸術分野においては、芸術の観点から

建築を総合的に探究する知識と能力を有すると認められた場合に修士（建築学）の学位を授与する。 

具体的には次に挙げる学修目標に到達した学生に，以下の学位を授与する。 

修士（建築学）： 

建築・都市デザインに関する深い知識に基づき、自ら課題を発見・分析し、実践的に解決することで、国際的なフィールドでリーダーシップを発揮できる能力の修得 

【博士：建築学】 

本専攻は、自然環境や歴史・風土と共生する豊かな生活環境を社会に提供していく立場から、地域固有の多様な伝統と文化に根ざした広義の「建築デザイン」を実践する、

世界的視野を有する建築家、エンジニアおよび研究者を育成し、世界に誇れる建築文化を確立することをめざしている。「建築デザイン」とは芸術と工学を融合した総合

的なデザインを意味する。そこには、地域を構成する「人」「建築」「都市」「自然」が有機的に関連しあいながら、年月とともに調和のとれた生活環境を形成していくため

の、意匠設計、修復・保存再生、まちづくり等の安全性と持続可能性を担保した多様な活動が含まれる。この目標の実現のため、建築史・建築計画・都市計画の研究指導

を行う建築芸術分野と環境工学・建築構造・建築生産の研究指導を行う建築工学分野のそれぞれに専門家が結集し、多様かつ高度な専門教育・研究指導を提供する。博士

課程においては、研究指導のもとで独創的な研究を行い数編の論文を国際誌・学会などで発表し、研究成果を博士論文としてまとめあげる。博士論文の審査において、建

築学の幅広い知識を備え，応用を実現する技術と能力を有すると認められた場合に博士（建築学）の学位を授与する。 

具体的には次に挙げる学修目標に到達した学生に，以下の学位を授与する。 

博士（建築学）： 

建築・都市デザインに関する深い知識に基づき、自ら課題を発見・分析し、実践的に解決することで、国際的なフィールドでリーダーシップを発揮できる能力の修得した

上で、建築学の幅広い知識を備え，応用を実現する技術と能力を有す 

る。 

【修士：工学】 

本専攻は、自然環境や歴史・風土と共生する豊かな生活環境を社会に提供していく立場から、地域固有の多様な伝統と文化に根ざした広義の「建築デザイン」を実践する、

世界的視野を有する建築家、エンジニアおよび研究者を育成し、世界に誇れる建築文化を確立することをめざしている。「建築デザイン」とは芸術と工学を融合した総合

的なデザインを意味する。そこには、地域を構成する「人」「建築」「都市」「自然」が有機的に関連しあいながら、年月とともに調和のとれた生活環境を形成していくため

の、意匠設計、修復・保存再生、まちづくり等の安全性と持続可能性を担保した多様な活動が含まれる。この目標の実現のため、建築史・建築計画・都市計画の研究指導

を行う建築芸術分野と環境工学・建築構造・建築生産の研究指導を行う建築工学分野のそれぞれに専門家が結集し、多様かつ高度な専門教育・研究指導を提供する。そし

て修士課程において、教員の研究指導のもとで研究を行い、研究成果を修士論文としてまとめあげる。修士論文の審査を行い、建築工学分野においては、工学の基礎知識

を応用する技術と能力を有すると認められた場合に修士（工学）を授与する。 

具体的には次に挙げる学修目標に到達した学生に，以下の学位を授与する。 
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修士（工学）： 

建築・都市のデザイン、芸術、歴史に関する基礎的な知識に加え、エンジニアリングに関する深い知識に基づいて、自ら課題を発見・分析し、実践的に解決することで、

国際的なフィールドでリーダーシップを発揮できる能力の修得 

【博士：工学】 

本専攻は、自然環境や歴史・風土と共生する豊かな生活環境を社会に提供していく立場から、地域固有の多様な伝統と文化に根ざした広義の「建築デザイン」を実践する、

世界的視野を有する建築家、エンジニアおよび研究者を育成し、世界に誇れる建築文化を確立することをめざしている。「建築デザイン」とは芸術と工学を融合した総合

的なデザインを意味する。そこには、地域を構成する「人」「建築」「都市」「自然」が有機的に関連しあいながら、年月とともに調和のとれた生活環境を形成していくため

の、意匠設計、修復・保存再生、まちづくり等の安全性と持続可能性を担保した多様な活動が含まれる。この目標の実現のため、建築史・建築計画・都市計画の研究指導

を行う建築芸術分野と環境工学・建築構造・建築生産の研究指導を行う建築工学分野のそれぞれに専門家が結集し、多様かつ高度な専門教育・研究指導を提供する。博士

課程においては、研究指導のもとで独創的な研究を行い数編の論文を国際誌・学会などで発表し、研究成果を博士論文としてまとめあげる。博士論文の審査において、工

学の幅広い知識を備え、応用を実現する技術と能力を有すると認められた場合に博士（工学）の学位を授与する。 

具体的には次に挙げる学修目標に到達した学生に，以下の学位を授与する。 

博士（工学）： 

建築・都市のデザイン、芸術、歴史に関する基礎的な知識に加え、エンジニアリングに関する深い知識に基づいて、自ら課題を発見・分析し、実践的に解決することで、

国際的なフィールドでリーダーシップを発揮できる能力の修得した上で、工学の幅広い知識を備え，応用を実現する技術と能力を有する。 

●総合機械工学専攻 

博士課程ディプロマポリシー 

建学の本旨に準じ機械工学の学理を公正かつ公益的な目的のために活用し、現代社会が抱える問題を自ら見いだし解決する能力が身につくよう教育を実施する。この為に

研究倫理に関する概念についても身につくよう教育を実施する。研究開発能力の具体的な到達度として、国内外の査読付き学術誌相当に第一著者として複数の論文を執筆

し掲載されるレベルに到達することをもって博士（工学）を授与する。 

修士課程ディプロマポリシー 

学理を活用して時勢の進運に資するという建学の本旨に準じ、現代社会が抱える諸問題を機械工学を基軸とした手法を用いて解決するための能力を養成する。具体的な到

達度として、国内外の学会に研究成果を発表できるに相当する能力が認められることをもって修士（工学）を授与する。 

●経営システム工学専攻 

現代社会において人々の生活は、社会・技術システムに高度に依存している。経営システム工学専攻では、それら発展する社会・技術システムの設計、開発、維持、運

用に関わる技術を扱い、地球社会に貢献できる人材を育成する。 

 修士課程においては、対象とする社会・技術システムに関する問題をマクロ・メソ・ミクロの多様なレベルから捉え、その解決策を構想する能力を身につけ、そのシ
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ステムの効果的、効率的な機能を実現するための、人・物・設備・金・情報といったシステム構成要素（経営資源）の有効活用のための設計方法論と技術の習得し、その

ための研究開発を行う基礎的な能力を身につけることを目標とする。 

 博士後期課程においては，修士課程において身につけた基礎的な技術に基づいて，専門分野の最先端の知識と技術に関して新たな学術的知見を得て，創造的に分野を切

り開き世界で活躍する能力を持った研究者・技術者となることを目指す。 

●経営デザイン専攻 

【修士】 

修士（経営工学） 

これからの事業経営リーダーには，今まで以上に先端技術に基づいた新事業開発およびそのマネジメントを行う能力や，既存事業を経営環境変化にいち早く対応させる変

革力と，そのオペレーションの改善力が求められる．経営デザイン専攻では，このような能力を有する，日本の競争力の源泉である価値創造産業の事業経営リーダーとな

る人材の育成を目的とする．全教員の研究指導の下で経営工学に関連するテーマについて研究を行い，その成果をまとめた修士論文の審査を行い，前述の事業経営リーダ

ーに必要な能力を有すると認められた場合に，修士(経営工学)の学位を授与する. 

【博士】 

博士（経営工学） 

これからの事業経営リーダーには，今まで以上に先端技術に基づいた新事業開発およびそのマネジメントを行う能力や，既存事業を経営環境変化にいち早く対応させる変

革力と，そのオペレーションの改善力が求められる．経営デザイン専攻では，日本の競争力の源泉である価値創造産業の事業経営リーダーとなる人材の育成を目的とする．

博士課程では，全教員の研究指導の下で経営工学に関連するテーマについて研究を行い，その成果をまとめた博士論文の審査を行い，学術的にも実務的にも，前述の事業

経営リーダーに必要な高度な能力を有すると認められた場合に，博士(経営工学)の学位を授与する. 

●建設工学専攻 

建設工学は，人々が安全かつ快適に健康で文化的な生活を営むことができるように，社会基盤造りを行うための学問である．それは，単に都市を構築し，道路や鉄道など

の交通施設や，電気や水道などのライフラインを整備することにとどまらない．昨今は，歴史的環境や自然景観などに配慮した総合的な生活空間の創造や，地球規模の自

然環境再生が建設工学に課せられた重要なテーマになっている．さらには，既存の基盤施設を効率的に維持・管理するための技術開発や，ハード・ソフト両面から防災力

に優れた都市へ更新してゆくことは，建設工学で取り組まれるべき課題である．建設工学専攻修士課程・博士課程では，社会基盤部門，環境防災部門，および計画・マネ

ジメント部門のそれぞれの専門家が結集し，社会が要請する様々な課題にこたえるとともに，安全・安心な，そして豊かさと快適さを実感できる社会を新たに創造してい

くことのできる，指導的人材の育成のための多様かつ高度な専門教育を提供している． 

修士課程においては，教員の指導のもとで研究を行い，研究成果を修士論文としてまとめ上げる．修士論文は，審査を行い，建設工学の基礎知識を応用する技術と能力を

有すると認められた場合に，修了要件を満足すると判断し，修士（工学）を授与する． 

博士課程においては，教員の研究指導のもとで新規性・独創性のある研究を実践し，論文を国内外のジャーナル・学会などで発表し，研究成果を博士論文としてまとめあ
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げる．博士論文の審査において，建設工学の幅広い知識を備え，応用を実現する技術と能力を極めて高いレベルで有すると認められた場合に，修了要件を満足すると判断

し，博士（工学）の学位を授与する．修士論文，博士論文ともに，研究テーマは，数理能力と総合判断力を要し，この分野に係る国内外の問題の解決に貢献できるものと

なるように設定され，その製作過程，あるいは成果の発表機会などを通して，研究で得られた知見の社会還元の方法，あるいは，それを発信するためのコミュニケーショ

ン力を養うことになる． 

●地球・環境資源理工学専攻 

修士課程においては，地球科学，地質学における様々な研究課題あるいは，社会が直面する資源と環境の多種多様な問題について，現場調査・実験・分析・数値解析とそ

れらの多面的な解釈・評価を行い，総合的な考察や解決策の提案ができる能力を身につける．地球的視点，学術研究・技術者倫理，コミュニケーション能力，国際性を身

につけ，多様な価値観に基づき，リーダーとして地球科学に関する研究・技術開発（修士（理学）），また，環境と調和した資源開発，様々な地域および全地球規模の環境

問題の解決に貢献する能力（修士（工学））を修得したと認められるとき，修了を認定し，学位を授与する． 

博士課程においては，それらをさらに発展・深化させ，人類社会の持続的な活動を実現するための高度な地球科学の研究能力（理学）や，数学・物理学・化学・生物学・

地球科学を基にした資源・環境問題に対する研究開発能力（工学）を会得する．そして，それらを有しているかを審査し，さらには，専門分野に留まらない総合的かつ高

い倫理的思考力と品格を持ち，博士（理学）よび博士（工学）にふさわしいと判断される場合に学位を授与する． 

修士（理学・工学）・博士（理学・工学）共に，カリキュラムに基づき学修を重ね，修士・博士論文をまとめ上げ，口頭発表審査を行い，各学修成果の習得度合い及び論文・

発表の内容を評価し，学位を授与・修了を認定する． 

 

確認事項 3-4   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応④  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針を学位課程ごとに設定していない。    

該当箇所： 政治学研究科、法学研究科、文学研究科、商学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科、社会科学研究科、 

人間科学研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☐前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☒前回報告以降に対応も

しくは修正 

  2022 年 7 月  会議名：創造理工学研究科運営委員会 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 
☐公表している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☒公表していない 公表予定時期：2022 年 11 月 大学点検・評価委員会確認後 

（３）変更後の内容 

●研究科 
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空間・装置・コミュニティなどの創造および循環システムの技術あるいは社会技術システムに関する実践的教育と先導的研究の展開が教育研究上の理念であ

る。 

具体的には，研究部門，専門分野あるいは専攻を超えて幅広い知識・能力を身につけるために，修士課程に先取り履修制度，後取り履修制度が準備され，ユニ

ット制度，専修コースとして，都市計画，マクロ材料コース（修士課程），先端建築実務実習コース（修士課程・博士課程），体系的ロボット工学専修コース

（博士課程）・経営技術リーダーコース（修士課程・博士課程）が設置されている。 

これらの制度，コースによって，早期に自己の研究の最先端状況を理解し，他分野の基礎的な知識能力を獲得するとともに，専門分野を越えて自己の研究と有機

的に関係する教育を体系的に受けることが保証されている。 

●建築学専攻 

【修士：建築学】 

建築芸術分野は，建築の変革と創造の理論を歴史的に考究する建築史，建築における現代の創造そのものを命題とする建築設計・計画，建築の集合としての都市に視点を

あてる都市計画の，それぞれが各々の命題と研究方法の独自性を持ちつつ，修士課程においては，専門的深化に閉ざされず，建築に対する計画者としての広い視野と高い

見識の養成を等しく目標としているのが特質である。修士論文，修士設計において，互いに関連し合う計画系一般としての主題が許容されているのは，この反映である。 

上記に掲げる知識や技術を修得されるため，専門的な講義や演習，それらを総合する研究室での実践的な活動への参加機会提供と研究指導を行う。 

【博士：建築学】 

建築芸術分野は，建築の変革と創造の理論を歴史的に考究する建築史，建築における現代の創造そのものを命題とする建築設計・計画，建築の集合としての都市に視点を

あてる都市計画の，それぞれが各々の命題と研究方法の独自性を持ちつつ，博士課程においては，専門的深化に閉ざされず，建築に対する計画者としての広い視野と高い

見識の養成を等しく目標としているのが特質である。 

上記に掲げる知識や技術を修得されるため，それらを総合する研究室での実践的な活動への参加機会提供と研究指導を行う。 

【修士：工学】 

建築工学分野は，それぞれ独自の性格をもつ。環境工学は，建築・都市における快適で健康な環境と建築設備システムの計画法，地震や火災，水害等の災害と建築の理論

化と防災計画・技術の開発，脱炭素社会に向けた省エネルギー技術開発，環境影響評価や合意形成技術，普及策等のソフト技術の開発と計画論に取り組んでいる。建築構

造では，構造材料，耐震構造，弾塑性力学，曲面構造，地盤・基礎工学，振動工学，構造制御，制震（振）構造，免震構造など，建築構造の基礎から構造設計への応用に

亘る広い範囲の専門的科学技術を学ぶ。建築生産では，建築材料における新技術応用としての新素材の特性と用法，建築構造法各種の異なる目的に対応した建築構法やデ

ィテールの開発，建築生産システムと施工管理技術の開発などの実務に直結した課題に取り組む。 

上記に掲げる知識や技術を修得されるため，専門的な講義や演習，それらを総合する研究室での実践的な活動への参加機会提供と研究指導を行う。 

【博士：工学】 

建築工学分野は，それぞれ独自の性格をもつ。環境工学は，建築・都市における快適で健康な環境と建築設備システムの計画法，地震や火災，水害等の災害と建築の理論
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化と防災計画・技術の開発，脱炭素社会に向けた省エネルギー技術開発，環境影響評価や合意形成技術，普及策等のソフト技術の開発と計画論に取り組んでいる。建築構

造では，構造材料，耐震構造，弾塑性力学，曲面構造，地盤・基礎工学，振動工学，構造制御，制震（振）構造，免震構造など，建築構造の基礎から構造設計への応用に

亘る広い範囲の専門的科学技術を学ぶ。建築生産では，建築材料における新技術応用としての新素材の特性と用法，建築構造法各種の異なる目的に対応した建築構法やデ

ィテールの開発，建築生産システムと施工管理技術の開発などの実務に直結した課題に取り組む。 

上記に掲げる知識や技術を修得されるため，専門的な講義や演習，それらを総合する研究室での実践的な活動への参加機会提供と研究指導を行う。 

●総合機械工学専攻 

博士カリキュラムポリシー 

研究指導科目のほかに研究倫理に関する概念を習得するための科目を必修科目として設置している。また、研究成果を広く世界に発信可能な能力を向上させるための科

目、研究成果の社会還元のひとつの手段として起業するための手法について習得が可能な科目群を選択必修科目として設置している。 

修士カリキュラムポリシー 

機械工学の様々な分野における先端的な研究開発の遂行に必要なレベルの専門的知識を獲得させるための講義科目と、研究開発を実践するための演習科目を設置してい

る。修士課程１年次に重点的に講義科目を履修し、２年次においては修士論文執筆のための研究に重点的に従事するよう、１年次において重点的に講義科目を履修するよ

う構成している。 

●経営システム工学専攻 

 修士課程においては，経営システム工学の対象とする社会・技術システムに関する正しい理解を身につけると同時に、その設計、開発、維持、運用に関わる諸領域の知

識・技術の習得、さらにそれら経営システム工学に関わる諸技術の研究開発のための力を講義、セミナー、研究活動を通して身につける。講義科目は修士学位に必要な単

位数のうち 6 割以上を要し、そのうち経営システム工学の基本技術として必須であるコア科目と推奨科目に区分して、各専門分野の骨格となる知識や技術を習得し履修す

る。セミナーは必要単位数の 4 割以上を要し、専門知識、問題分析、解決策の構想などの力をディスカッションを通じて身につける。 

 博士後期課程では、修士課程で身につけたことを基礎に、グローバル経営工学に関する講義およびセミナーを通じて、先進的な研究開発と問題解決の能力を身につける。

また，対外的な学術的・実務的活動に積極的に関与することで新たな学術的知見を得て，社会システムの持続的な開発に貢献する態度と能力を身につける。 

●経営デザイン専攻 

【修士】 

修士(経営工学) 

教育目標を達成するため，講義科目を中心とした価値創造に関わる知識・技術を習得させる．これらの知識・技術は，事業経営および専門領域としてマーケット・顧客開

発，製品・サービス企画・開発，SCM・ロジスティクスマネジメント，生産マネジメントの 4 領域に整理されており，各領域をカバーする 4～6 科目により体系的に学ば

せる．この知識・技術を実践で活用できるように，演習・ケースに重点を置いた科目により，問題発見・課題解決能力を習得させる．また，ビジネス構想・構築プロセス

を疑似体験するプロジェクト研究演習(ProjectBasedLearning)により，実践力を習得させる．さらに，これらの講義・演習において，グループワーク，グループ討論を多
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用し，チームマネジメントとリーダーシップを養う．研究指導では，所属研究室での指導とともに，他研究室の教員，学生との研究に関する討論の場(経営デザイン演習)

を設け，幅広い視点を身につけることによる研究能力の向上を図る．講義科目と PBL は，主に修士 1 年時に履修し，DP1～DP6 の基本的な知識について，学ぶことがで

きる．経営デザイン演習，修士論文は 2 年間を通じて履修するが，1 年時には問題の発見と定義，研究計画の立案を中心に行い，DP2，DP4，DP5 の基本的能力を身につ

ける．2 年時には，研究の遂行，まとめ，学会発表等により，DP1，DP2，DP6 の能力を高めることを狙っている．DP7 は，講義科目での講話に加えて，PBL，経営デザ

イン演習，修士論文を通じて習得させる． 

【博士】 

博士(経営工学) 

博士課程においては，主に博士論文の研究指導を通じて，DP1～DP5 に示す知識，スキル，態度・志向性を習得させる．研究指導は，所属研究室での指導とともに，博士

合同指導会で他研究室の教員と議論を行い，幅広い視点を身につけることによる研究能力の向上を図る．研究指導以外に，研究倫理系科目，英語系科目は必修とし，DP1，

DP4，DP5 の能力を高める．その他の科目は，英語系科目，産業社会系/教養系科目，人間的力量科目，専攻設置の事業経営に関する科目があり，DP1～DP5 に関して，

自身が伸ばしたい能力に応じて 3 科目以上の選択が可能である．さらに，学会での発表，論文投稿により，DP1～DP4 の能力を深化できる. 

●建設工学専攻 

建設工学専攻修士課程では，社会基盤部門，環境防災部門，および計画・マネジメント部門に係る応用的・実践的な講義・演習が提供される．講義や演習，さらにはその

中での教員との 2 年間の討論を通じて，数理能力のほか，実行力・コミュニケーション力を身に着けながら，建設工学に係る国内外の諸課題の解決に向け，主体的に解析，

実験，あるいはフィールドワークを計画・遂行し，その結果を説明できる，あるいは，その結果に対して多面的なものの見方ができる能力（総合判断力）を育むとともに，

複雑な要請や条件を「かたち」や制度にまとめあげる設計・計画能力などを育成する．その際には，単に現世代のニーズを満足するばかりでなく，将来世代の社会を損な

うことのない持続可能な未来を構築する視点を授けている．建設工学専攻博士課程では，極めて高度な知的総合力を持った技術者として，社会基盤の整備や維持管理，ま

た地球環境との調和や持続可能社会の創造に対して技術的側面から貢献するための専門教育が提供される．高い技術者倫理観に加え，創造力，総合力，および国際力を備

えた指導的人材のポテンシャルを有し，建設工学技術者として社会的要請にこたえることのできる人材の育成が 3 年間行われる． 

●地球・環境資源理工学専攻 

修士課程では，地球科学，地質学に関する高度な研究能力を持つ人材（理学），自然環境と調和した持続可能な地球資源システムの研究・技術開発を実践できる人材（工

学）を育成する．地球に関する未解明の研究課題に取り組むため，あるいは，自然環境を保全しながら効率的・合理的に資源を探査・開発し，効率的・効果的に資源を循

環させるために必要な知識を，地質学，地球・物質，資源・開発，素材・循環，人間・環境の複合的な視点から系統的に学ぶ．博士課程においてはそれらをさらに発展さ

せ，地球，資源，環境の諸分野を複合的に俯瞰し，地球科学分野（理学）と環境資源工学分野（工学）における高度な課題発見力，研究立案・遂行能力，論理的思考力，

情報発信能力を修得させる． 

修士（理学・工学）においては，1 年次より学部課程の専門内容をさらに高めた科目群を設置し，各専門分野の知見を深化させる．また，各研究演習科目でゼミ形式等で

各自の研究課題に取り組みまたその進捗を発表・共有する。2 年次ではそれらを継続しつつ修士論文をまとめ上げる． 
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博士（理学・工学）では，1 年次より高度に専門的な最先端の理論，手法を調査・修得し，研究計画を策定する．2 年次以降，それらを基に研究を遂行し，学術誌への論文

投稿を行う．専攻における予備審査会での承認後，最終的に博士論文を執筆し，公聴会を経て，最終審査を行う． 

 

確認事項 3-5   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑤  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針を授与する学位ごとに定めていない。   

該当箇所： 教育学部、基幹理工学部、創造理工学部、先進理工学部、経済学研究科、法学研究科修士課程、教育学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、

先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科修士課程、人間科学研究科修士課程、経営管理研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☐前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☒前回報告以降に対応もし

くは修正 

 2022  年 7 月  会議名：創造理工学研究科運営委員会 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 
☐公表している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☒公表していない 公表予定時期：2022 年 11 月 大学点検・評価委員会確認後 

（３）変更後の内容 

●研究科 

空間・装置・コミュニティなどの創造および循環システムの技術あるいは社会技術システムに関する実践的教育と先導的研究の展開が教育研究上の理念であ

る。 

具体的には，研究部門，専門分野あるいは専攻を超えて幅広い知識・能力を身につけるために，修士課程に先取り履修制度，後取り履修制度が準備され，ユニ

ット制度，専修コースとして，都市計画，マクロ材料コース（修士課程），先端建築実務実習コース（修士課程・博士課程），体系的ロボット工学専修コース

（博士課程）・経営技術リーダーコース（修士課程・博士課程）が設置されている。 

これらの制度，コースによって，早期に自己の研究の最先端状況を理解し，他分野の基礎的な知識能力を獲得するとともに，専門分野を越えて自己の研究と有機

的に関係する教育を体系的に受けることが保証されている。 

●建築学専攻 

【修士：建築学】 

建築芸術分野は，建築の変革と創造の理論を歴史的に考究する建築史，建築における現代の創造そのものを命題とする建築設計・計画，建築の集合としての都市に視点を

あてる都市計画の，それぞれが各々の命題と研究方法の独自性を持ちつつ，修士課程においては，専門的深化に閉ざされず，建築に対する計画者としての広い視野と高い

見識の養成を等しく目標としているのが特質である。修士論文，修士設計において，互いに関連し合う計画系一般としての主題が許容されているのは，この反映である。 

上記に掲げる知識や技術を修得されるため，専門的な講義や演習，それらを総合する研究室での実践的な活動への参加機会提供と研究指導を行う。 
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【博士：建築学】 

建築芸術分野は，建築の変革と創造の理論を歴史的に考究する建築史，建築における現代の創造そのものを命題とする建築設計・計画，建築の集合としての都市に視点を

あてる都市計画の，それぞれが各々の命題と研究方法の独自性を持ちつつ，博士課程においては，専門的深化に閉ざされず，建築に対する計画者としての広い視野と高い

見識の養成を等しく目標としているのが特質である。 

上記に掲げる知識や技術を修得されるため，それらを総合する研究室での実践的な活動への参加機会提供と研究指導を行う。 

【修士：工学】 

建築工学分野は，それぞれ独自の性格をもつ。環境工学は，建築・都市における快適で健康な環境と建築設備システムの計画法，地震や火災，水害等の災害と建築の理論

化と防災計画・技術の開発，脱炭素社会に向けた省エネルギー技術開発，環境影響評価や合意形成技術，普及策等のソフト技術の開発と計画論に取り組んでいる。建築構

造では，構造材料，耐震構造，弾塑性力学，曲面構造，地盤・基礎工学，振動工学，構造制御，制震（振）構造，免震構造など，建築構造の基礎から構造設計への応用に

亘る広い範囲の専門的科学技術を学ぶ。建築生産では，建築材料における新技術応用としての新素材の特性と用法，建築構造法各種の異なる目的に対応した建築構法やデ

ィテールの開発，建築生産システムと施工管理技術の開発などの実務に直結した課題に取り組む。 

上記に掲げる知識や技術を修得されるため，専門的な講義や演習，それらを総合する研究室での実践的な活動への参加機会提供と研究指導を行う。 

【博士：工学】 

建築工学分野は，それぞれ独自の性格をもつ。環境工学は，建築・都市における快適で健康な環境と建築設備システムの計画法，地震や火災，水害等の災害と建築の理論

化と防災計画・技術の開発，脱炭素社会に向けた省エネルギー技術開発，環境影響評価や合意形成技術，普及策等のソフト技術の開発と計画論に取り組んでいる。建築構

造では，構造材料，耐震構造，弾塑性力学，曲面構造，地盤・基礎工学，振動工学，構造制御，制震（振）構造，免震構造など，建築構造の基礎から構造設計への応用に

亘る広い範囲の専門的科学技術を学ぶ。建築生産では，建築材料における新技術応用としての新素材の特性と用法，建築構造法各種の異なる目的に対応した建築構法やデ

ィテールの開発，建築生産システムと施工管理技術の開発などの実務に直結した課題に取り組む。 

上記に掲げる知識や技術を修得されるため，専門的な講義や演習，それらを総合する研究室での実践的な活動への参加機会提供と研究指導を行う。 

●総合機械工学専攻 

博士カリキュラムポリシー 

研究指導科目のほかに研究倫理に関する概念を習得するための科目を必修科目として設置している。また、研究成果を広く世界に発信可能な能力を向上させるための科

目、研究成果の社会還元のひとつの手段として起業するための手法について習得が可能な科目群を選択必修科目として設置している。 

修士カリキュラムポリシー 

機械工学の様々な分野における先端的な研究開発の遂行に必要なレベルの専門的知識を獲得させるための講義科目と、研究開発を実践するための演習科目を設置してい

る。修士課程１年次に重点的に講義科目を履修し、２年次においては修士論文執筆のための研究に重点的に従事するよう、１年次において重点的に講義科目を履修するよ

う構成している。 
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●経営システム工学専攻 

 修士課程においては，経営システム工学の対象とする社会・技術システムに関する正しい理解を身につけると同時に、その設計、開発、維持、運用に関わる諸領域の知

識・技術の習得、さらにそれら経営システム工学に関わる諸技術の研究開発のための力を講義、セミナー、研究活動を通して身につける。講義科目は修士学位に必要な単

位数のうち 6 割以上を要し、そのうち経営システム工学の基本技術として必須であるコア科目と推奨科目に区分して、各専門分野の骨格となる知識や技術を習得し履修す

る。セミナーは必要単位数の 4 割以上を要し、専門知識、問題分析、解決策の構想などの力をディスカッションを通じて身につける。 

 博士後期課程では、修士課程で身につけたことを基礎に、グローバル経営工学に関する講義およびセミナーを通じて、先進的な研究開発と問題解決の能力を身につける。

また，対外的な学術的・実務的活動に積極的に関与することで新たな学術的知見を得て，社会システムの持続的な開発に貢献する態度と能力を身につける。 

●経営デザイン専攻 

【修士】 

修士(経営工学) 

教育目標を達成するため，講義科目を中心とした価値創造に関わる知識・技術を習得させる．これらの知識・技術は，事業経営および専門領域としてマーケット・顧客開

発，製品・サービス企画・開発，SCM・ロジスティクスマネジメント，生産マネジメントの 4 領域に整理されており，各領域をカバーする 4～6 科目により体系的に学ば

せる．この知識・技術を実践で活用できるように，演習・ケースに重点を置いた科目により，問題発見・課題解決能力を習得させる．また，ビジネス構想・構築プロセス

を疑似体験するプロジェクト研究演習(ProjectBasedLearning)により，実践力を習得させる．さらに，これらの講義・演習において，グループワーク，グループ討論を多

用し，チームマネジメントとリーダーシップを養う．研究指導では，所属研究室での指導とともに，他研究室の教員，学生との研究に関する討論の場(経営デザイン演習)

を設け，幅広い視点を身につけることによる研究能力の向上を図る．講義科目と PBL は，主に修士 1 年時に履修し，DP1～DP6 の基本的な知識について，学ぶことがで

きる．経営デザイン演習，修士論文は 2 年間を通じて履修するが，1 年時には問題の発見と定義，研究計画の立案を中心に行い，DP2，DP4，DP5 の基本的能力を身につ

ける．2 年時には，研究の遂行，まとめ，学会発表等により，DP1，DP2，DP6 の能力を高めることを狙っている．DP7 は，講義科目での講話に加えて，PBL，経営デザ

イン演習，修士論文を通じて習得させる． 

【博士】 

博士(経営工学) 

博士課程においては，主に博士論文の研究指導を通じて，DP1～DP5 に示す知識，スキル，態度・志向性を習得させる．研究指導は，所属研究室での指導とともに，博士

合同指導会で他研究室の教員と議論を行い，幅広い視点を身につけることによる研究能力の向上を図る．研究指導以外に，研究倫理系科目，英語系科目は必修とし，DP1，

DP4，DP5 の能力を高める．その他の科目は，英語系科目，産業社会系/教養系科目，人間的力量科目，専攻設置の事業経営に関する科目があり，DP1～DP5 に関して，

自身が伸ばしたい能力に応じて 3 科目以上の選択が可能である．さらに，学会での発表，論文投稿により，DP1～DP4 の能力を深化できる. 

●建設工学専攻 

建設工学専攻修士課程では，社会基盤部門，環境防災部門，および計画・マネジメント部門に係る応用的・実践的な講義・演習が提供される．講義や演習，さらにはその
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中での教員との 2 年間の討論を通じて，数理能力のほか，実行力・コミュニケーション力を身に着けながら，建設工学に係る国内外の諸課題の解決に向け，主体的に解析，

実験，あるいはフィールドワークを計画・遂行し，その結果を説明できる，あるいは，その結果に対して多面的なものの見方ができる能力（総合判断力）を育むとともに，

複雑な要請や条件を「かたち」や制度にまとめあげる設計・計画能力などを育成する．その際には，単に現世代のニーズを満足するばかりでなく，将来世代の社会を損な

うことのない持続可能な未来を構築する視点を授けている．建設工学専攻博士課程では，極めて高度な知的総合力を持った技術者として，社会基盤の整備や維持管理，ま

た地球環境との調和や持続可能社会の創造に対して技術的側面から貢献するための専門教育が提供される．高い技術者倫理観に加え，創造力，総合力，および国際力を備

えた指導的人材のポテンシャルを有し，建設工学技術者として社会的要請にこたえることのできる人材の育成が 3 年間行われる． 

●地球・環境資源理工学専攻 

修士課程では，地球科学，地質学に関する高度な研究能力を持つ人材（理学），自然環境と調和した持続可能な地球資源システムの研究・技術開発を実践できる人材（工

学）を育成する．地球に関する未解明の研究課題に取り組むため，あるいは，自然環境を保全しながら効率的・合理的に資源を探査・開発し，効率的・効果的に資源を循

環させるために必要な知識を，地質学，地球・物質，資源・開発，素材・循環，人間・環境の複合的な視点から系統的に学ぶ．博士課程においてはそれらをさらに発展さ

せ，地球，資源，環境の諸分野を複合的に俯瞰し，地球科学分野（理学）と環境資源工学分野（工学）における高度な課題発見力，研究立案・遂行能力，論理的思考力，

情報発信能力を修得させる． 

修士（理学・工学）においては，1 年次より学部課程の専門内容をさらに高めた科目群を設置し，各専門分野の知見を深化させる．また，各研究演習科目でゼミ形式等で

各自の研究課題に取り組みまたその進捗を発表・共有する。2 年次ではそれらを継続しつつ修士論文をまとめ上げる． 

博士（理学・工学）では，1 年次より高度に専門的な最先端の理論，手法を調査・修得し，研究計画を策定する．2 年次以降，それらを基に研究を遂行し，学術誌への論文

投稿を行う．専攻における予備審査会での承認後，最終的に博士論文を執筆し，公聴会を経て，最終審査を行う． 
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※確認事項 3-1、3-3、3-6、3-8、3-10 は該当なし 

確認事項 3-7   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑦  指摘事項：  学生の受け入れ方針を学位課程ごとに設定していないため、これを定め公表 

                                      するよう是正されたい。 

該当箇所： 政治学研究科博士後期課程、経済学研究科、法学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科、 

社会科学研究科、スポーツ科学研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学生の受け入れ方針を公表している 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

 

確認事項 3-9   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑨  指摘事項：  研究指導計画として研究指導の方法及びスケジュールを定めていないため、こ

れを定めあらかじめ学生に明示するよう是正されたい。                                    

該当箇所： 商学研究科修士課程、商学研究科博士後期課程、基幹理工学研究科修士課程、基幹理工学研究科博士後期課程、創造理工学研究科修士課程、創造理工

学研究科博士後期課程、先進理工学研究科修士課程、先進理工学研究科博士後期課程、環境・エネルギー研究科修士課程、環境・エネルギー研究科博

士後期課程、人間科学研究科修士課程、人間科学研究科博士後期課程、スポーツ科学研究科修士課程及びスポーツ科学研究科博士後期課程 

（１）指摘事項への対応を行った 

☐前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☒前回報告以降に対応も

しくは修正 

 2021  年 12 月  会議名：創造理工学研究科運営委員会 

⇒(2)を記入 ※変更後の内容を別途ご提出ください 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の研究指導計画を公表している 
☒公表されている ☒要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：先進理工学研究科 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                 

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した 2022 年  7 月  会議名：先進理工学研究科運営委員会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない  2022  年 11 月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

●研究科 

学修成果１．科学技術に関する広い知識を身に着ける。 

学修成果２．人文・社会科学系の知識を含む幅広い教養を備える。 

学修成果３．各専攻で必要とされる基礎的科学技術とその根幹にある基礎学問を軸とする教育研究のための基礎知識、スキル、態度を身に着ける。 

学修成果４．各専門分野の深化・発展に貢献、新しい学問領域に創造的に取り組むことが可能となる専門的知識、スキル、態度を身に着ける。 

●物理学及応用物理学専攻 

学修成果１． 数理物理学，原子核・素粒子理論，素粒子・放射線実験，宇宙物理学，物性理論，凝縮系物理学，生物物理学，情報・物理工学における専門知識の習得。 

修士(理学）：講義・演習科目の履修による現代物理学とその応用に関する諸分野の専門知識の習得。 

197



 

修士(工学)：講義・演習科目の履修による現代物理学とその応用に関する諸分野の専門知識の習得。 

博士(理学）：講義・演習科目の履修による現代物理学とその応用に関する諸分野のより実践的な専門知識の習得。 

博士(工学)：講義・演習科目の履修による現代物理学とその応用に関する諸分野のより実践的な専門知識の習得。 

学修成果２． 数理物理学，原子核・素粒子理論，素粒子・放射線実験，宇宙物理学，物性理論，凝縮系物理学，生物物理学，情報・物理工学における専門技術の習得。 

修士(理学）：講義・演習科目の履修による現代物理学とその応用に関する諸分野の専門技術の習得。 

修士(工学)：講義・演習科目の履修による現代物理学とその応用に関する諸分野の専門技術の習得。 

博士(理学）：講義・演習科目の履修による現代物理学とその応用に関する諸分野のより実践的な専門技術の習得。 

博士(工学)：講義・演習科目の履修による現代物理学とその応用に関する諸分野のより実践的な専門技術の習得。 

学修成果３． 数理物理学，原子核・素粒子理論，素粒子・放射線実験，宇宙物理学，物性理論，凝縮系物理学，生物物理学，情報・物理工学における研究手法の習得。 

修士(理学）：研究指導科目の履修による現代物理学とその応用に関する諸分野の研究手法の修得。 

修士(工学)：研究指導科目の履修による現代物理学とその応用に関する諸分野の研究手法の修得。 

博士(理学）：研究指導科目の履修による現代物理学とその応用に関する諸分野のより実践的な研究手法の修得。 

博士(工学)：研究指導科目の履修による現代物理学とその応用に関する諸分野のより実践的な研究手法の修得。 

学修成果４． 現代物理学とその応用研究を開拓する進取の精神の修得。 

修士(理学）：研究指導科目の履修による現代物理学の課題解決の研究に挑戦する進取の精神の修得。 

修士(工学)：研究指導科目の履修による現代物理学の工学的応用の研究に挑戦する進取の精神の修得. 

博士(理学）：研究指導科目の履修による現代物理学の課題解決の研究に挑戦する進取の精神の修得。 

博士(工学)：研究指導科目の履修による現代物理学の工学的応用の研究に挑戦する進取の精神の修得。 

学修成果５． 現代物理学とその工学的応用分野での研究展開能力(現代物理学とその工学的応用について重要な課題を発見して研究計画を立案する能力)の修得。 

博士(理学）：研究指導科目の履修による現代物理学の先端的課題を解決する研究展開能力の修得。 

博士(工学)：研究指導科目の履修による現代物理学の工学的応用を開拓する研究展開能力の修得。 

学修成果６． 現代物理学とその工学的応用分野での研究情報発信能力(文章並びに口頭でのプレゼンテーション能力，コミュニケーション能力)の修得。 

博士(理学）：研究指導科目の履修による現代物理学の先端的課題解決に関する研究情報発信能力の修得。 

博士(工学)：研究指導科目の履修による現代物理学の工学的応用開拓に関する研究情報発信能力の修得。 

●化学・生命化学専攻 

学修成果１．  

[修士課程] 
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無機・分析化学，有機化学，物理化学，または生命化学分野の専門的な知識を習得する． 

[博士課程] 

優れた研究成果をあげて論文を学術雑誌に発表する． 

学修成果２． 

 [修士課程] 

無機・分析化学，有機化学，物理化学，または生命化学分野の高度な実験操作を習得する． 

学修成果３． 

 [修士課程] 

自然科学の研究者としての正しい倫理観を身につける。 

学修成果４．  

[修士課程] 

研究成果を適切にまとめ、国内外の学会で発表する能力を身につける。 

学修成果５． 

 [修士課程] 

研究を通じて自発的に自ら問題を発見し解決する能力を身につける 

●応用化学専攻 

学修成果１． 

修士は先端の化学の専門知識、化学に関係する分野の知識と、現代社会の課題と持続可能性についての知識を有し、活用できる。博士は最先端化学の深い専門知識、化学

に関係する広範な分野の知識と、現代社会の課題と持続可能性についての高度な知識を有し、自在に活用できる。 

学修成果２． 

学術的および社会的課題を発見し、その解決方法を設計する実践力および姿勢を有している。 

学修成果３． 

化学の学術的価値および社会的価値を創出する研究力および姿勢を有している。 

●生命医科学専攻 

学修成果１． 分子・細胞レベルで生命現象を理解・探求する力を身につける。 

学修成果２． 生命科学・医科学研究を推進する際の道具として物理・化学・数学・情報科学を使いこなす力を身につける。 

学修成果３． 理工学と生命科学の知識を統合し，先端バイオテクノロジーを開発する力を身につける。 
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学修成果４． 基礎医学と医工学を学び，病気の原因の探求や診断・治療技術を開発する力を身につける。 

学修成果５． 最先端の生命科学研究事例を理解し，独創的な研究をグローバルに展開する力を身につける 

●電気・情報生命専攻 

学修成果１． 電気工学を主として学ぶ者は、電力・エネルギー応用システムのための電気・エネルギー系専門知識を身に付け、国際性豊かなコミュニケーション力を身に

付けることができる。 

学修成果２． 電子工学を主として学ぶ者は、ナノサイエンスや医用エレクトロニクスを応用するための電子・材料系専門知識を身に付け、国際性豊かなコミュニケーシ

ョン力を身に付けることができる。 

学修成果３． 情報工学を主として学ぶ者は、システムデザインやデータサイエンスのための制御・情報系専門知識を応用するための技能を身に付け、国際性豊かなコミ

ュニケーション力を身に付けることができる。 

学修成果４． 生物工学を主として学ぶ者は、生物工学を理解するための生命システムの動作原理の専門知識を応用するための技能を身に付け、国際性豊かなコミュニケ

ーション力を身に付けることができる。 

学修成果５． 本専攻が編成する複数の専門分野にまたがって工学を学ぶ者は、融合領域研究を推進するための俯瞰的な知識を応用するための技能を身に付け、国際性豊

かなコミュニケーション力を身に付けることができる。 

学修成果６． 電気科学を主として学ぶ者は、電力・エネルギーシステムのための電気・エネルギー系専門知識を探究する能力を身に付け、国際性豊かなコミュニケーショ

ン力を身に付けることができる。 

学修成果７． 物性科学を主として学ぶ者は、ナノサイエンスや医用エレクトロニクスのための電子・材料系専門知識を探究する能力を身に付け、国際性豊かなコミュニ

ケーション力を身に付けることができる。 

学修成果８． 情報科学を主として学ぶ者は、システムデザインやデータサイエンスのための制御・情報系専門知識を探究する能力を身に付け、国際性豊かなコミュニケ

ーション力を身に付けることができる。 

学修成果９． 生命科学を主として学ぶ者は、生命科学を理解するための生命システムの動作原理の専門知識を探究する能力を身に付け、国際性豊かなコミュニケーショ

ン力を身に付けることができる。 

学修成果１０． 本専攻が編成する複数の専門分野にまたがって自然科学を学ぶ者は、融合領域研究を推進するための俯瞰的な知識を探究する能力を身に付け、国際性豊

かなコミュニケーション力を身に付けることができる。 

学修成果１１． 本専攻で学ぶ者は全て、学修態度・志向性について、研究倫理を身に付けることができる。 

●生命理工学専攻 

学修成果１． 機械工学、物理学、化学、または人間科学を中心とした生命理工学各分野の基礎的な専門知識を習得する。 

学修成果２． 生物学、または物理学を中心とした生命理工学各分野の基礎的な専門知識を習得する。 
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学修成果３． 機械工学、物理学、化学、または人間科学を中心とした生命理工学各分野の発展的な専門知識を習得する。 

学修成果４． 生物学、または物理学を中心とした生命理工学各分野の発展的な専門知識を習得する。 

学修成果５． 生命倫理に係る知識を習得する。 

学修成果６． 専門分野の異なる学生と学際的課題に関するグループワークを行い、わかりやすくプレゼンテーションする能力を獲得する。 

学修成果７． 研究指導、演習科目を通じて、研究推進に直接必要な知識を獲得しつつ、論理的に構成する力、表現する力を習得する。 

学修成果８． 研究に対して主体的に取り組む態度を涵養する。 

学修成果９． 修士論文研究、博士論文研究を通じて、問題の本質を見出す力、自ら構想する力、学際的専門知識を活用して課題を解決する力を習得する。 

学修成果１０． 学術的価値のある修士論文、博士論文を書く力を身に着ける。なお、博士課程の研究においては、査読付きのオリジナル論文を規定の数以上発表する。 

●ナノ理工学専攻 

学修成果１．  

（理学）修士・博士 

物理化学現象をそれらの基本原理から理解し、真理を探究する知識と能力をつける。 

（工学）修士・博士 

物理化学現象をそれらの基本原理から理解し、基礎知識を応用する技術と能力をつける。 

学修成果２．  

（理学）修士・博士 

科学・技術に対する現代社会の要請を的確に把握・理解し、新しい研究分野・体系を構築する創造力をつける。 

（工学）修士・博士 

科学・技術に対する現代社会の要請を的確に把握・理解し、新しい研究分野・体系を構築する創造力をつける 

学修成果３．  

（理学）修士・博士 

国際性豊かなコミュニケーション力により研究を推進できる。 

（工学）修士・博士 

国際性豊かなコミュニケーション力により研究を推進でき、成果を社会へと還元できる。 

学修成果４．  

（理学）修士・博士 

主体的に問題を解決する能力に加えて、多様な人々と協働して問題を解決する能力とを備え、様々な問題の解決に当たることができる姿勢。 
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（工学）修士・博士 

主体的に問題を解決する能力に加えて、多様な人々と協働して問題を解決する能力とを備え、様々な問題の解決に当たることができる姿勢。 

●共同先端生命医科学専攻 

学修成果１． 臨床研究特論、医療レギュラトリーサイエンス特論科目や演習科目、GLP/GCP/GMP 概論科目の履修により医療レギュラトリーサイエンス分野の専門知

識を幅広く習得し、学術論文の執筆に応用する能力を身に付ける。 

学修成果２． 先端医療演習や共同先端医療現場実習によって、医療レギュラトリーサイエンス分野の異分野融合を体験することで、研究・開発・審査・医療・患者・社会

などの多角的な立場で思考できる能力を身に付ける。 

学修成果３． 生命・医療倫理特論科目による正しい生命倫理の理解から、それを実践するための思考力・判断力を身に付ける。 

学修成果４． 生物統計学特論・演習科目の履修により、薬事や医療の現状調査から得られた数値データを客観的に捉え、統計的手法により分析した結果を基に論理を構

成する能力を習得する。 

学修成果５． 医療 RS セミナー演習科目の履修と研究指導により、国際的な比較調査とコミュニケーションによって、医療と社会の間に潜在する問題を発見できる力を習

得する。 

学修成果６． 医療 RS セミナー演習科目の履修と研究指導により、生命科学・医療・社会の事象を多面的に捉え、医療の現状を健全に批判し、近未来で起こりうる問題を

予測して解決策の設定や建設的な提案を行うことによってプレゼンテーションやコミュニケーション能力を養う。 

●共同先進健康科学専攻 

学修成果１． 学生は、理学・工学・農学の領域において、基礎的な知識を身につける  

学修成果２． 学生は、生命科学・環境科学・食科学のいずれかに関する最先端の専門知識や実験・計測技術を身につける  

学修成果３． 学生は、健康科学分野における研究者や技術者としての研究倫理・社会的使命を心得る  

学修成果４． 学生は、博士論文研究に関する活動を通じて、実践的な研究能力を備え、研究成果を効果的に発信・議論するコミュニ ケーション能力を身に付ける 

●共同原子力専攻 

修士（理学）学修成果１． 研究倫理に係る科目を履修し，原子力工学に携わる技術者，研究者として高い倫理観と深い教養を持ち，グローバル化する社会とのコミュニケ

ーション能力を有し，社会に貢献できる。 

修士（理学）学修成果２． 原子力専門科目を履修し，原子力および放射線にかかわる専門分野の知識と技術を身につける。 

修士（理学）学修成果３． 原子力および放射線の分野において，修得した専門知識と研究能力を用いて既存の問題点や課題を明らかにするとともに，これらの具体的な解

決方法を見い出し，それを自らの力で計画的に解決できる。 

修士（理学）学修成果４． 原子力および放射線の分野における専門分野の高度な知識と学際的な理論展開力を身につける。 

修士（理学）学修成果５． 東京都市大学の原子力専門科目を履修し，原子力および放射線にかかわる専門分野の知識と技術を身につける。 
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修士（工学）学修成果１． 研究倫理に係る科目を履修し，原子力工学に携わる技術者，研究者として高い倫理観と深い教養を持ち，グローバル化する社会とのコミュニケ

ーション能力を有し，社会に貢献できる。 

修士（工学）学修成果２． 原子力専門科目を履修し，原子力および放射線にかかわる専門分野の知識と技術を身につける。 

修士（工学）学修成果３． 原子力および放射線の分野において，修得した専門知識と研究能力を用いて既存の問題点や課題を明らかにするとともに，これらの具体的な解

決方法を見い出し，それを自らの力で計画的に解決できる。 

修士（工学）学修成果４． 原子力および放射線の分野における専門分野の高度な知識とそれらを実社会に応用するための技術を身につける。 

修士（工学）学修成果５． 東京都市大学の原子力専門科目を履修し，原子力および放射線にかかわる専門分野の知識と技術を身につける。 

博士（理学）学修成果１． 研究倫理に係る科目を履修し，原子力工学に携わる技術者，研究者として高い倫理観と深い教養を持ち，グローバル化する社会とのコミュニケ

ーション能力を有し，社会に貢献できる。 

博士（理学）学修成果２． 原子力および放射線の分野において，修得した専門知識と研究能力を用いて既存の問題点や課題を明らかにするとともに，これらの具体的な解

決方法を見い出し，それを自らの力で計画的に解決できる。 

博士（理学）学修成果３． 原子力および放射線の分野における専門分野の卓越した知識と学際的な理論展開力を身につけ，新たな問題点や課題を明らかにすることがで

きる。 

博士（理学）学修成果４． 新たな問題点や課題の具体的な解決方法を見い出し，それを自らの力で計画的に解決できるだけでなく，指導的な力を発揮できる。 

博士（工学）学修成果１． 研究倫理に係る科目を履修し，原子力工学に携わる技術者，研究者として高い倫理観と深い教養を持ち，グローバル化する社会とのコミュニケ

ーション能力を有し，社会に貢献できる。 

博士（工学）学修成果２． 原子力および放射線の分野において，修得した専門知識と研究能力を用いて既存の問題点や課題を明らかにするとともに，これらの具体的な解

決方法を見い出し，それを自らの力で計画的に解決できる。 

博士（工学）学修成果３． 原子力および放射線の分野における専門分野の卓越した知識とそれらを実社会に応用するための技術を身につけ，新たな問題点や課題を明ら

かにすることができる。 

博士（工学）学修成果４． 新たな問題点や課題の具体的な解決方法を見い出し，それを自らの力で計画的に解決できるだけでなく，指導的な力を発揮できる。 

●先進理工学専攻 

学修成果１．物理学の工学的応用における専門知識、専門技術、研究手法、研究展開能力（物理学の工学的応用について重要な課題を発見して研究計画を立案する能力）、

研究情報発信能力（文章並びに口頭でのプレゼンテーション能力、コミュニケーション能力）を習得する。 

学修成果２．現代物理学における専門知識、専門技術、研究手法、研究展開能力（現代物理学について重要な課題を発見して研究計画を立案する能力）、研究情報発信能力

（文章並びに口頭でのプレゼンテーション能力、コミュニケーション能力）を習得する。 

学修成果３．純粋化学の分野において，物理化学・有機化学・無機化学における新たな真理を明らかにして化学を発展させるために必要な研究計画の立案方法，物質の合
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成方法，物性測定・解析法，研究結果を総合して学術論文や学位論文を作成する能力を習得する。 

学修成果４．応用化学の分野において，社会で役立つ化学と化学技術に関する学問を学び，それらの社会実装に資する実践的方法論を修得する。機能材料創製や，環境・

エネルギー分野の課題解決はその例である。 

学修成果５．生命科学における理論・計測・解析に必要な学問を学び、それらを基盤とした実践的研究を通して実験手法や方法論を修得する。 

学修成果６．電気・電子・情報・通信系の学問・技術領域を基盤として、実社会の課題解決に資する研究を展開するための実験方法と方法論を修得する。 

 

 

＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

アドミッションポリシー 21 年 10 月 ・一貫制博士課程一般入試の実施時期変更（7 月および 1

月の年 2 回から 7 月の年 1 回に変更） 

・一貫制博士課程推薦入試新設（12 月出願） 

・一般入試を年 2 回実施していたが、

12 月出願はほぼ当学在学生からの出願

となるため、一貫制博士課程一般入試

の12月出願を廃止する一方で推薦入試

を新設した。 

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☐設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☒設定していない  2023  年 6 月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☐学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☐学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☐測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 
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※以下は該当する学部・研究科のみ記載 

確認事項 3-2   2020 年度認証評価における指摘事項への対応②  指摘事項： 学位授与方針を授与する学位ごとに定めていない     

該当箇所： 基幹理工学部、創造理工学部、先進理工学部、経済学研究科、法学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、 

環境・エネルギー研究科修士課程、人間科学研究科修士課程 

（１）指摘事項への対応を行った 

☐前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☒前回報告以降に対応も

しくは修正 

 2022 年 7 月  会議名：基幹理工学研究科運営委員会 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学位授与方針を公表している 
☐公表している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

●研究科 

早稲田大学の総合性・独創性を活かし，体系的な教育課程と，全学的な教育環境と学生生活環境のもとに，多様な学問・文化・言語・価値観の交流を育み，地球社会

に主体的に貢献できる人材を育成する。 

先進理工学研究科においては，世界第一線級の研究・教育環境の実現を目標に学理の探求と実践に努め，社会と共生しながら学際的・先端的な学問領域を開拓していく。

そして，理学と工学の双方向の活発な交流を基礎として，大学院教育の場としての三機能，すなわち「研究（知の創造）」，「教育（知の継承）」，「社会への実践的貢

献（知の活用）」を実現し，この中で，修得した専門知識を基盤として新分野へ果敢に挑戦しかつ新しい領域を開拓できる研究者・技術者を育成することを目標とする。

すなわち，修士課程修了者は研究・技術開発職やシステム開発管理職として，また博士後期課程修了者は研究専門職あるいは技術開発リーダーとして，十分な資質と能力

を有する人材として育成し，社会に送り出すことを目標とする。 

●物理学及応用物理学専攻 

物理学及応用物理学専攻では，現代物理学の重要な課題とその工学的応用について教育研究活動を行っている。修士(理学），修士(工学），博士(理学），博士(工学）の全て

において、現代物理学とその応用に関する最先端の専門知識・技術と研究手法，及び，未開拓の領域に挑戦することのできる能力，すなわち課題発見・解決能力，ならび

に情報発信・コミュニケーション能力を習得することは必須である。さらに，各学位において，以下のような方針で各学位を授与する。修士(理学）：現代物理学の専門知

識・技術と課題を解決する研究能力の修得。修士(工学）：現代物理学の応用に関する専門知識・技術と研究能力の修得。博士(理学）：現代物理学の先端的課題を解決する

実践的研究能力の修得。博士(工学)：現代物理学の応用研究を開拓する実践的研究能力の修得 

●化学・生命化学専攻 

205



 

本専攻では、物理化学、有機化学、無機・分析化学、生命化学分野の高度な最先端の知識と実験法，研究倫理を習得し，自ら研究課題を見出して解決できる能力を育成す

る．修士課程において、各教員の研究指導のもとで研究を行い、研究成果を修士論文としてまとめる。修士論文の審査を行い、自然科学の本質を探究する知識・能力を有

し，倫理観を具備すると認められた場合に、修士（理学）の学位を授与する。博士課程においては、研究指導のもとで優れた研究成果をあげて論文を学術誌に発表して、

博士論文としてまとめる。博士論文の審査において、自然科学の高度な知識をもち，学問分野を発展させたと認められた場合には、博士（理学）の学位を授与する。 

●応用化学専攻 

最先端の化学の専門知識、化学に関係する広範な分野の知識と、現代社会の課題解決と持続可能な社会の実現に向けた化学の応用を学修する。学術的および社会的課題を

発見し、その解決方法を設計する実践力を培う。化学の学術的価値および社会的価値を創出する研究力を身につける。工学の基礎知識を応用する技術と能力を有して研究

者ないしエンジニアとして社会に貢献できる者に対して修士（工学）の、工学の幅広い知識を備えて応用を実現する技術と能力を有して研究開発をリードできる者に対し

て博士（工学）の学位を授与する。 

●生命医科学専攻 

ミクロやナノといった分子レベルで事象を捉える学問である物理と化学を基盤とし，主に分子生物学を中心に生命現象を理解しながら生命科学，医科学，医工学の知識を

身につける。これらの知識を活かし，理工系と医学系の 2 つの分野を融合させた新たな分野の研究を展開する力を身につける。修士論文の審査を行い、生命科学・医科学

領域において自然科学の観点から真理を探究する知識と能力を有すると認められた場合に、修士(理学)の学位を授与する。医科学・医工学領域において工学の基礎知識を

応用する技術と能力を有すると認められた場合に、修士(工学)を授与する。博士課程においては、研究指導のもとで独創的な研究を行い論文を国際誌・学会などで発表し、

研究成果を博士論文として まとめあげる。博士論文の審査において、自然科学の高度な知識と新たな真理を解明する能力を有すると認められた場合には、博士(理学)の学

位を授与する。工学の幅広い知識を備え、応用を実現する技術と能力を有する と認められた場合には、博士(工学)の学位を授与する。 

●電気・情報生命専攻 

生命・電気・電子・情報という広範な学問領域を、共通基礎科目および各領域に特化した専門科目を履修することにより体系的にそれぞれの領域の本質に触れるとともに、

異なる分野の多様な思考プロセスを俯瞰することにより、既存の学問領域の垣根を越えた視点から物事を捉える能力を身に付ける。そして、修士課程において、教員の研

究指導のもとで研究を行い、研究成果を修士論文としてまとめあげる。修士論文の審査を行い、電気工学、電子工学、情報工学の領域において工学の基礎知識を応用する

技術と能力を有すると認められた場合に、修士（工学）を授与する。また、生命科学、情報科学の領域において、自然科学の観点から真理を探究する知識と能力を有する

と認められた場合に、修士（理学）の学位を授与する。博士課程においては、研究指導のもとで独創的な研究を行い数編の論文を国際誌・学会などで発表し、研究成果を

博士論文としてまとめあげる。博士論文の審査において、工学の幅広い知識を備え、応用を実現する技術と能力を有すると認められた場合には、博士（工学）の学位を授

与する。また、自然科学の高度な知識と新たな真理を解明する能力を有すると認められた場合には、博士（理学）の学位を授与する。 

修士（工学）工学の基礎知識を応用する技術と能力を有する。 

博士（工学）工学の幅広い知識を備え、応用を実現する技術と能力を有する。 

修士（理学）自然科学の観点から真理を探究する知識と能力を有する。 
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博士（理学）自然科学の高度な知識と新たな真理を解明する能力を有する。 

●生命理工学専攻 

生命理工学専攻は、複数の学科、学術院から教員が参画して、“工学”と”理学“の融合を図り、さらに東京女子医科大学の“医学”も加えた独創的な教育、研究環境の整備を

進めてきた。教育、研究の多くは、先端生命医科学センター（TWIns）において展開される。バックグラウンドの異なる教員が集結し、独創的な研究を行う環境を整備し

ている。本専攻では、社会のニーズに合致したバイオ新産業に果敢に挑戦できるエンジニアや生物学研究の最先端を切り拓く人材を育成することを目的としている。この

ために、研究に対して主体的に取り組み、専門分野の異なる学生と学際的課題に関するグループワークを行い、わかりやすくプレゼンテーションする能力、生命倫理に係

る知識、問題の本質を見出す力、自ら構想する力、学際的専門知識を活用して課題を解決する力を習得し、学術的価値のある論文を書く力を身につけたものに修士の学位

を与え、それらを発展させ自ら研究を切り拓く能力を身につけたものに博士の学位を与える。具体的には、修士課程では、上記の知識、能力に加えて、機械工学、物理学、

化学、または人間科学における基礎的な専門的知識を習得し、審査において修士論文が学術的な価値を持つと認められた場合に修士（工学）を授与する。また、上記の知

識、能力に加えて、生物学、または物理学における基礎的な専門的知識を習得し、審査において修士論文が学術的な価値を持つと認められた場合に修士（理学）の学位を

授与する。博士課程では、上記の知識、能力に加えて、機械工学、物理学、化学、または人間科学における発展的な専門的知識を習得し、査読付きのオリジナル論文を既

定の数以上発表し、審査において博士論文が学術的な価値を持つと認められた場合に博士（工学）を授与する。また、上記の知識、能力に加えて、生物学、または物理学

における発展的な専門的知識を習得し、査読付きのオリジナル論文を既定の数以上発表し、審査において博士論文が学術的な価値を持つと認められた場合に博士（理学）

の学位を授与する。 

●ナノ理工学専攻 

ナノ理工学専攻には、ナノエレクトロニクス分野、ナノケミストリー分野、ナノ基礎物性分野があり、それぞれの特徴を活かした専門分野を構成している。原子・分子ス

ケールから理解を深めるナノサイエンスおよびナノテクノロジーは、あらゆる科学技術分野における基礎・基盤をなす学問分野であり、本専攻では上記３分野に属する専

門家が多様かつ相補的・融合的な専門教育・研究指導を提供する。修士課程においては、専門的な講義・演習の受講に加えて教員の研究指導の下で研究を行い、研究成果

を修士論文としてまとめ上げる。研究実施においては、特に、国際会議での発表や英語論文の投稿を始めとする成果の発信も推奨している。修士論文の審査において、自

然科学の観点から真理を探究する知識と能力を有すると認められた場合に修士（理学）の学位を授与する。また、工学の基礎知識を応用する技術と能力を有すると認めら

れた場合に修士（工学）の学位を授与する。博士課程においては、教員の研究指導の下で独創的な研究を行い、国際会議や論文にて成果を発表する。それらの成果を博士

論文としてまとめ上げる。博士論文の審査において、自然科学の高度な知識と新たな真理を探求するための能力を有すると認められた場合には、博士（理学）の学位を授

与する。また、工学の幅広い知識を備え、その応用を実現する技術と能力を有すると認められた場合には、博士（工学）の学位を授与する。 

●共同先端生命医科学専攻 

医療レギュラトリーサイエンスは、生命科学・医薬・医療機器・医療技術・医療政策の社会実装における評価・予測・調整・決断を科学的根拠に基づいて行うために、自

然科学（医学・工学）のみならず、社会科学（経済学・経営学・法学など）や人文科学（倫理学・心理学など）を融合的に体系化するものである。従って、(1) 医療レギ

ュラトリーサイエンス研究分野の研究の手法と専門知識とを習得しており、当該分野の専門家やリーダーとして活動し、社会への実践的貢献（知の活用）ができる能力が
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あると認められ、かつ、(2)新規課題の発見と調査分析、評価尺度や技術標準の提案、実験分析手法の開発、課題解決策や政策の立案などに関する科学研究を行い、少なく

とも 1 報の原著論文（英文）が受理され、博士論文を提出した者に学位を授与する。 

●共同先進健康科学専攻 

・共同先進健康科学専攻は、その特徴である領域融合型の大学院教育研究を通じて、多様な課題に対し解決能力と探究能力を発揮しうる人材の育成することを主眼として

いる。豊かな教養と国際感覚を養い、高い倫理観を有する人材を養成することを教育研究上の理念としている。具体的には、早稲田大学と東京農工大学との共同大学院カ

リキュラムの履修により下記の能力を身に付ける。・理学・農学・工学に関する基礎的な知識に加え、生命科学・環境科学・食科学のいずれかに関する最先端の専門知識を

習得し、これを活用する能力を身につける。・博士論文研究に関する調査や指導を通じて、健康科学分野を構成する学際領域から課題を発見し、実践的な研究を行う能力

を身につける。・健康科学分野における研究者や技術者の社会的使命を心得て、科学研究成果の社会実装にむけた研究開発リーダーとなりうる素養を身につける。・専攻が

主催するセミナーを通じ、研究成果を効果的な発信・議論に必要な実践的なプレゼンテーション能力・コミュニケーション能力を身につける。・博士論文研究に関する査

読付き論文を発表し、博士論文に係る試験および審査に合格することで、健康科学に関する高度な知識と応用を実現する能力を有すると認め、学位を授与する。 

●共同原子力専攻 

エネルギー安全保障や環境問題に大きな関わりを持つ原子力工学に携わる技術者，研究者として高い倫理観と深い教養を持ち，グローバル化する社会で求められるコミュ

ニケーション能力を兼ね備えた人材を育成する。原子力および放射線にかかわる専門分野の知識と技術を身につけた人材の育成を目標とする。原子力および放射線の分野

において，修得した専門知識と研究能力を用いて既存の問題点や課題を明らかにするとともに，これらの具体的な解決方法を見い出し，それを自らの力で計画的に解決で

きる能力を有している人材を育成し，社会に送り出すことを目標とする。修士（理学）の授与を受ける者については，これらに加え，原子力および放射線の分野における

専門分野の高度な知識と学際的な理論展開力を身につけた人材を育成する。修士（工学）の授与を受ける者については，これらに加え，原子力および放射線の分野におけ

る専門分野の高度な知識とそれらを実社会に応用するための技術を身につけた人材を育成する。博士（理学）の授与を受ける者については，これらに加え，原子力および

放射線の分野における専門分野の卓越した知識と学際的な理論展開力を身につけ，新たな問題点や課題を明らかにするとともに，これらの具体的な解決方法を見い出し，

それを自らの力で計画的に解決できるだけでなく，指導的な力を発揮できる人材を育成する。博士（工学）の授与を受ける者については，これらに加え，原子力および放

射線の分野における専門分野の卓越した知識とそれらを実社会に応用するための技術を身につけ，新たな問題点や課題を明らかにするとともに，これらの具体的な解決方

法を見い出し，それを自らの力で計画的に解決できるだけでなく，指導的な力を発揮できる人材を育成する。以上に加え，共同大学院相手校（東京都市大学）の定めるデ

ィプロマ・ポリシーを反映し，両校の特色を生かした総合理工学としての原子力の課題発見力および解決力を身につけた人材の育成を目指す。 

●先進理工学専攻 

物理・化学・生命科学・工学の各領域に特化した専門科目、広範な領域を俯瞰し、課題設定・解決に資する広い視野を養う俯瞰科目、学外機関での研修を通して産官学の

連携を体験する進取科目を体系的に履修することにより、国際社会が抱える課題に取り組む理工系博士人材として必要な能力を身に付ける。博士課程においては、研究指

導のもとで独創的な研究を行い数編の論文を国際誌・学会で発表し、研究成果を博士論文としてまとめる。博士論文の審査において、自然科学の高度な知識と新たな真理

を解明する能力を有すると認められた場合には、博士（理学）の学位を授与する。また工学の幅広い知識を備え、実社会に応用する技術と能力を有すると認められた場合
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には、博士（工学）の学位を授与する。博士（理学）自然科学の高度な知識と新たな真理を解明する能力を有する。博士（工学）工学の幅広い知識を備え、応用を実現す

る技術と能力を有する。 

 

確認事項 3-4   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応④  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針を学位課程ごとに設定していない。    

該当箇所： 政治学研究科、法学研究科、文学研究科、商学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科、社会科学研究科、 

人間科学研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☐前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☒前回報告以降に対応も

しくは修正 

 2022  年 7 月  会議名：先進理工学研究科運営委員会 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 
☐公表している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☒公表していない 公表予定時期：2022 年 11 月 大学点検・評価委員会確認後 

（３）変更後の内容 

●研究科 

現代社会では世界規模で急速な科学技術の進歩，特に多様な学問分野の融合による新しい学際的な領域の形成が起こっており，これらの変革に対応し，常に最先端のグロ

ーバルな場で活躍できる人材の育成が必要とされる。そこで本研究科では，学際領域の分野を扱う専攻を複数設置して人材の育成にあたる。本研究科は，学部において各

専門分野に応じた基礎学問体系を着実に修得した学生を受け入れ，その専門性をさらに深めると同時に，ほかの専門領域にも展開し新たな融合領域を開拓しうる能力（す

なわち実践力）も涵養できるような教育課程を提供する。これらを実現するため，基礎である各専攻の専門科目，研究者としての思考方法を学ぶための研究部門ごとの研

究指導・演習科目を設置する。さらに，学際的な領域の修得をより効果的に促進するため，学部・大学院合併科目の設置や，本研究科への進学内定者が学部 4 年次に大学

院科目の履修を行える先取り履修制度，さらに他専門分野の学部に設置されている基礎的科目を履修できる後取り履修制度を設け，学際的分野の知識を円滑に修得できる

ようにする。加えて，研究倫理の修得にも重点を置いた教育課程を編成・実施する。 

●物理学及応用物理学専攻 

当専攻での学修においては，学部の物理学科，応用物理学科卒業と同程度の学識を身につけていることを前提としており，その基礎に立脚して以下のような方針で学修を

進める。修士(理学），修士(工学），博士(理学），博士(工学）の全てに共通する事項として，物理学及応用物理学の主要な研究分野である数理物理学，原子核・素粒子理論，

素粒子・放射線実験，宇宙物理学，物性理論，凝縮系物理学，生物物理学，情報・物理工学について最先端の専門知識と研究手法を学び，現代物理学の課題解決及び工学

的応用の研究に従事することによって，実践的研究能力（課題発見能力，課題解決能力，文章並びに口頭でのプレゼンテーション能力，コミュニケーション能力）を習得

する。さらに，各学位において，以下の方針で学修を進める。修士(理学）：現代物理学の専門知識・技術と課題を解決する研究能力の学修。修士(工学）：現代物理学の応
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用に関する専門知識・技術と研究能力の学修。博士(理学）：現代物理学の先端的課題を解決する実践的研究能力の学修。博士(工学)：現代物理学の応用研究を開拓する実

践的研究能力の学修。 

●化学・生命化学専攻 

各部門（物理化学、有機化学、無機・分析化学、生命化学）において、各教員による研究指導と演習科目を設置している．修士課程においては、指導教員が担当する演習

科目 A,B,C,D を必ず履修する必要がある。それらに加えて，特論科目と研究倫理科目が設置されている．また、履修することが望ましいコア科目と推奨科目が設置されて

おり、所定の単位を取得する必要がある。博士課程においては、必修科目である研究倫理科目と Doctoral Student Technical Writing のほか、所定の講義科目の単位を取得

する必要がある。 

●応用化学専攻 

最先端の化学、関連分野、および社会課題と持続可能性への化学の応用を教授する多数の講義科目を設置している。課題の発見および解決方法の設計を可能とする実践力

を培う演習科目を設置している。化学に関連する学術的価値および社会的価値を創出する研究力を養う研究指導および修士論文・博士論文を設置している。 

●生命医科学専攻 

講義科目では、理工学系、生命科学系、医学系の専門科目に加えて、実際の研究・開発に必要となる情報科学や研究倫理をバランスよく学ぶ。配属研究室において化学物

質や分析装置の取扱い、遺伝子・タンパク質の取扱い、細胞培養、動物実験を実践的に学び、さらにバイオイメージングやバイオマテリアルを用いた最新のバイオテクノ

ロジーを身につける。これらの知識と技術を活かし、修士課程では実践的な研究を行い修士論文にまとめ、その遂行能力と論文執筆の能力を評価する。博士課程では研究

指導のもと独創的な研究を行い、国際学会や国際誌で発表し、博士論文としてまとめる能力を身につける。 

●電気・情報生命専攻 

生命・電気・電子・情報という広い学問領域の中で、自身の適性や修得すべき知識・技術を見出すことが可能となるように、研究分野と学科目との関連性を履修ロードマ

ップという形式で明示し、多様な科目の中から主体的に履修できるように設計している。 

●生命理工学専攻 

学際領域専攻としての特徴を生かすため、バックグラウンドの異なる教員が生命理工学に係る多様な特論科目を用意している。また、先端医療の見学を通じた議論や、生

体工学分野のものづくりや電子工作を体験できる実習科目を用意している。なお、2001 年の開設当初から、生命理工学分野に不可欠な倫理教育科目と、様々なバックグラ

ウンドを有する学生が共通の課題に向かってグループワークを行い、生命理工学専攻の教員と討論を行う２つの必須特論科目を用意している。 

●ナノ理工学専攻 

本専攻は学際領域専攻として位置付けられる。学部教育で身につけた基礎知識を基に、学生はナノサイエンスおよびナノテクノロジーに関する教育を全く新しい環境で受

けることになる。ナノエレクトロニクス分野、ナノケミストリー分野、ナノ基礎物性分野の 3 分野があり、専攻内に共通する講義、それぞれの分野内に研究指導と演習、

講義科目が設置されている。いずれかの研究分野に所属して研究指導教員の指導に基づき、分野内の科目を中心に履修する。修士（理学）の学位を取得しようとする学生

に対しては、全く新しい学問領域を協力して開拓するために必要な能力を身につけるための教育を行う。修士（工学）の学位を取得しようとする学生に対しては、新産業
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創出に貢献する能力を身につけるための教育を行う。博士（理学）の学位を取得しようとする学生に対しては、全く新しい学問領域を独自に開拓する実践的な教育を行う。

博士（工学）の学位を取得しようとする学生に対しては、新産業創出に関わる実践的な教育を行う。 

●共同先端生命医科学専攻 

医療レギュラトリーサイエンス分野のディプロマ・ポリシーに掲げた内容の能力を涵養できるような教育課程を提供する。当該分野の専門知識である、生物統計学、生命・

医療倫理学、臨床研究、医療レギュラトリーサイエンスの特論科目を初年次春学期に設置する。更にそれに対応する演習科目、先端医療の現場での実習を初年次秋学期に

設置、2 年次には他分野の専門家と議論するセミナー科目を設置し、研究指導と連携して、多角的な思考力、判断力、分析力、論理構成能力、課題発見・解決・コミュニ

ケーション・プレゼンテーション能力を涵養する。なお、学修成果１から６は、学術論文の投稿と受理によって確認する。 

●共同先進健康科学専攻 

・早稲田大学と東京農工大学との共同大学院カリキュラムを横断的に履修可能とし、先進健康科学に関連する理学・農学・工学を結び付ける様々な専門分野に対応した専

門科目・総合科目、実践英語教育科目、プレゼンテーションや研究倫理などを含む演習科目を設置している。・専門科目の履修を通して、健康科学分野を構成する学際領域

の相互関連性を学び、生命科学・環境科学・食科学の学際領域における課題を発見する能力を養成する。また、実践英語教育科目により、プロフェッショナルコミュニケ

ーション、テクニカルプレゼンテーションによる国際的な英語技術修練に取り組む。演習科目である先進健康科学計画研究及び実践プレゼンテーション特論 I を通して、

解決課題力の養成、解決策を立案し実践する能力を養い、研究倫理を学ぶ。・上記の専門的知識やスキルを身に着けつつ、先進健康科学特論での博士論文研究の中間報告

を行い、査読付き論文発表に向けた研究指導を受け、独創的な研究展開力、課題設定力、技術開発力を習得させる。・実地研修による海外研修、国際学会発表への参加を促

し、国際的研究環境における実践的プレゼンテーション能力を養う。 

●共同原子力専攻 

東京都市大学と授業，演習，研究指導等の共同教育課程を編成し，総合理工学としての原子力の課題発見力および解決力を身につけるために，多彩なカリキュラムを提供

して，技術的にも人間的にも高い能力を有するグローバル人材を育成するための教育課程を編成する。さらに，コミュニケーション能力を高め，原子力の知識と技術を身

につけた専門家としての自己の将来設計を高めるための教育課程を編成する。原子力および放射線の分野において身につけた専門知識と研究能力を用いて，実社会での課

題を探求する問題発見・解決能力，並びに，これらの具体的な解決方法を見い出し，それを自らの力で計画的に解決できる能力を修得するための教育課程を編成する。修

士（理学）課程では，これらに加え，原子力および放射線の分野における専門分野の高度な知識と学際的な理論展開力を修得するための教育課程を編成する。修士（工学）

課程では，これらに加え，原子力および放射線の分野における専門分野の高度な知識とそれらを実社会に応用するための技術を修得するための教育課程を編成する。博士

（理学）課程では，これらに加え，原子力および放射線の分野における専門分野の卓越した知識と学際的な理論展開力を身につけ，新たな問題点や課題を明らかにすると

ともに，これらの具体的な解決方法を見い出し，それを自らの力で計画的に解決できるだけでなく，指導的な力を発揮する能力を修得するための教育課程を編成する。博

士（工学）課程では，これらに加え，原子力および放射線の分野における専門分野の卓越した知識とそれらを実社会に応用するための技術を身につけ，新たな問題点や課

題を明らかにするとともに，これらの具体的な解決方法を見い出し，それを自らの力で計画的に解決できるだけでなく，指導的な力を発揮する能力を修得するための教育

課程を編成する。 
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●先進理工学専攻 

履修すべき科目を専門科目、俯瞰科目、進取科目に分類することにより、理工系博士人材として必要な知識・技術を体系的に修得することを可能としている。また物理・

化学・生命科学・工学の各専門領域は多様な科目の中から学生自らが主体的に履修できるとともに、専攻独自の俯瞰的な科目を設置することによって広範な知識・技術の

学習を促すように設計している。専門科目：自身の研究課題を鑑み，指導教員と相談しながら理工学術院に設置されている科目を主として系統的に履修する。 俯瞰科目：

政治学研究科ジャーナリズムコースおよび創造理工学研究科経営デザイン専攻設置科目から自身に必要な知識に合わせて履修する。進取科目：研究機関または企業におい

て実習を行うことにより実社会の課題解決・社会実装のための方法論を学ぶ。 

 

確認事項 3-5   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑤  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針を授与する学位ごとに定めていない。   

該当箇所： 教育学部、基幹理工学部、創造理工学部、先進理工学部、経済学研究科、法学研究科修士課程、教育学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、

先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科修士課程、人間科学研究科修士課程、経営管理研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☐前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☒前回報告以降に対応もし

くは修正 

 2022  年 7 月  会議名：先進理工学研究科運営委員会 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 
☐公表している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☒公表していない 2022 年 11 月 大学点検・評価委員会確認後 

（３）変更後の内容 

●研究科 

現代社会では世界規模で急速な科学技術の進歩，特に多様な学問分野の融合による新しい学際的な領域の形成が起こっており，これらの変革に対応し，常に最先端のグロ

ーバルな場で活躍できる人材の育成が必要とされる。そこで本研究科では，学際領域の分野を扱う専攻を複数設置して人材の育成にあたる。本研究科は，学部において各

専門分野に応じた基礎学問体系を着実に修得した学生を受け入れ，その専門性をさらに深めると同時に，ほかの専門領域にも展開し新たな融合領域を開拓しうる能力（す

なわち実践力）も涵養できるような教育課程を提供する。これらを実現するため，基礎である各専攻の専門科目，研究者としての思考方法を学ぶための研究部門ごとの研

究指導・演習科目を設置する。さらに，学際的な領域の修得をより効果的に促進するため，学部・大学院合併科目の設置や，本研究科への進学内定者が学部 4 年次に大学

院科目の履修を行える先取り履修制度，さらに他専門分野の学部に設置されている基礎的科目を履修できる後取り履修制度を設け，学際的分野の知識を円滑に修得できる

ようにする。加えて，研究倫理の修得にも重点を置いた教育課程を編成・実施する。 

●物理学及応用物理学専攻 

当専攻での学修においては，学部の物理学科，応用物理学科卒業と同程度の学識を身につけていることを前提としており，その基礎に立脚して以下のような方針で学修を
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進める。修士(理学），修士(工学），博士(理学），博士(工学）の全てに共通する事項として，物理学及応用物理学の主要な研究分野である数理物理学，原子核・素粒子理論，

素粒子・放射線実験，宇宙物理学，物性理論，凝縮系物理学，生物物理学，情報・物理工学について最先端の専門知識と研究手法を学び，現代物理学の課題解決及び工学

的応用の研究に従事することによって，実践的研究能力（課題発見能力，課題解決能力，文章並びに口頭でのプレゼンテーション能力，コミュニケーション能力）を習得

する。さらに，各学位において，以下の方針で学修を進める。修士(理学）：現代物理学の専門知識・技術と課題を解決する研究能力の学修。修士(工学）：現代物理学の応

用に関する専門知識・技術と研究能力の学修。博士(理学）：現代物理学の先端的課題を解決する実践的研究能力の学修。博士(工学)：現代物理学の応用研究を開拓する実

践的研究能力の学修。 

●化学・生命化学専攻 

各部門（物理化学、有機化学、無機・分析化学、生命化学）において、各教員による研究指導と演習科目を設置している．修士課程においては、指導教員が担当する演習

科目 A,B,C,D を必ず履修する必要がある。それらに加えて，特論科目と研究倫理科目が設置されている．また、履修することが望ましいコア科目と推奨科目が設置されて

おり、所定の単位を取得する必要がある。博士課程においては、必修科目である研究倫理科目と Doctoral Student Technical Writing のほか、所定の講義科目の単位を取得

する必要がある。 

●応用化学専攻 

最先端の化学、関連分野、および社会課題と持続可能性への化学の応用を教授する多数の講義科目を設置している。課題の発見および解決方法の設計を可能とする実践力

を培う演習科目を設置している。化学に関連する学術的価値および社会的価値を創出する研究力を養う研究指導および修士論文・博士論文を設置している。 

●生命医科学専攻 

講義科目では、理工学系、生命科学系、医学系の専門科目に加えて、実際の研究・開発に必要となる情報科学や研究倫理をバランスよく学ぶ。配属研究室において化学物

質や分析装置の取扱い、遺伝子・タンパク質の取扱い、細胞培養、動物実験を実践的に学び、さらにバイオイメージングやバイオマテリアルを用いた最新のバイオテクノ

ロジーを身につける。これらの知識と技術を活かし、修士課程では実践的な研究を行い修士論文にまとめ、その遂行能力と論文執筆の能力を評価する。博士課程では研究

指導のもと独創的な研究を行い、国際学会や国際誌で発表し、博士論文としてまとめる能力を身につける。 

●電気・情報生命専攻 

生命・電気・電子・情報という広い学問領域の中で、自身の適性や修得すべき知識・技術を見出すことが可能となるように、研究分野と学科目との関連性を履修ロードマ

ップという形式で明示し、多様な科目の中から主体的に履修できるように設計している。 

●生命理工学専攻 

学際領域専攻としての特徴を生かすため、バックグラウンドの異なる教員が生命理工学に係る多様な特論科目を用意している。また、先端医療の見学を通じた議論や、生

体工学分野のものづくりや電子工作を体験できる実習科目を用意している。なお、2001 年の開設当初から、生命理工学分野に不可欠な倫理教育科目と、様々なバックグラ

ウンドを有する学生が共通の課題に向かってグループワークを行い、生命理工学専攻の教員と討論を行う２つの必須特論科目を用意している。 

●ナノ理工学専攻 

213



 

本専攻は学際領域専攻として位置付けられる。学部教育で身につけた基礎知識を基に、学生はナノサイエンスおよびナノテクノロジーに関する教育を全く新しい環境で受

けることになる。ナノエレクトロニクス分野、ナノケミストリー分野、ナノ基礎物性分野の 3 分野があり、専攻内に共通する講義、それぞれの分野内に研究指導と演習、

講義科目が設置されている。いずれかの研究分野に所属して研究指導教員の指導に基づき、分野内の科目を中心に履修する。修士（理学）の学位を取得しようとする学生

に対しては、全く新しい学問領域を協力して開拓するために必要な能力を身につけるための教育を行う。修士（工学）の学位を取得しようとする学生に対しては、新産業

創出に貢献する能力を身につけるための教育を行う。博士（理学）の学位を取得しようとする学生に対しては、全く新しい学問領域を独自に開拓する実践的な教育を行う。

博士（工学）の学位を取得しようとする学生に対しては、新産業創出に関わる実践的な教育を行う。 

●共同先端生命医科学専攻 

医療レギュラトリーサイエンス分野のディプロマ・ポリシーに掲げた内容の能力を涵養できるような教育課程を提供する。当該分野の専門知識である、生物統計学、生命・

医療倫理学、臨床研究、医療レギュラトリーサイエンスの特論科目を初年次春学期に設置する。更にそれに対応する演習科目、先端医療の現場での実習を初年次秋学期に

設置、2 年次には他分野の専門家と議論するセミナー科目を設置し、研究指導と連携して、多角的な思考力、判断力、分析力、論理構成能力、課題発見・解決・コミュニ

ケーション・プレゼンテーション能力を涵養する。なお、学修成果１から６は、学術論文の投稿と受理によって確認する。 

●共同先進健康科学専攻 

・早稲田大学と東京農工大学との共同大学院カリキュラムを横断的に履修可能とし、先進健康科学に関連する理学・農学・工学を結び付ける様々な専門分野に対応した専

門科目・総合科目、実践英語教育科目、プレゼンテーションや研究倫理などを含む演習科目を設置している。・専門科目の履修を通して、健康科学分野を構成する学際領域

の相互関連性を学び、生命科学・環境科学・食科学の学際領域における課題を発見する能力を養成する。また、実践英語教育科目により、プロフェッショナルコミュニケ

ーション、テクニカルプレゼンテーションによる国際的な英語技術修練に取り組む。演習科目である先進健康科学計画研究及び実践プレゼンテーション特論 I を通して、

解決課題力の養成、解決策を立案し実践する能力を養い、研究倫理を学ぶ。・上記の専門的知識やスキルを身に着けつつ、先進健康科学特論での博士論文研究の中間報告

を行い、査読付き論文発表に向けた研究指導を受け、独創的な研究展開力、課題設定力、技術開発力を習得させる。・実地研修による海外研修、国際学会発表への参加を促

し、国際的研究環境における実践的プレゼンテーション能力を養う。 

●共同原子力専攻 

東京都市大学と授業，演習，研究指導等の共同教育課程を編成し，総合理工学としての原子力の課題発見力および解決力を身につけるために，多彩なカリキュラムを提供

して，技術的にも人間的にも高い能力を有するグローバル人材を育成するための教育課程を編成する。さらに，コミュニケーション能力を高め，原子力の知識と技術を身

につけた専門家としての自己の将来設計を高めるための教育課程を編成する。原子力および放射線の分野において身につけた専門知識と研究能力を用いて，実社会での課

題を探求する問題発見・解決能力，並びに，これらの具体的な解決方法を見い出し，それを自らの力で計画的に解決できる能力を修得するための教育課程を編成する。修

士（理学）課程では，これらに加え，原子力および放射線の分野における専門分野の高度な知識と学際的な理論展開力を修得するための教育課程を編成する。修士（工学）

課程では，これらに加え，原子力および放射線の分野における専門分野の高度な知識とそれらを実社会に応用するための技術を修得するための教育課程を編成する。博士

（理学）課程では，これらに加え，原子力および放射線の分野における専門分野の卓越した知識と学際的な理論展開力を身につけ，新たな問題点や課題を明らかにすると
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ともに，これらの具体的な解決方法を見い出し，それを自らの力で計画的に解決できるだけでなく，指導的な力を発揮する能力を修得するための教育課程を編成する。博

士（工学）課程では，これらに加え，原子力および放射線の分野における専門分野の卓越した知識とそれらを実社会に応用するための技術を身につけ，新たな問題点や課

題を明らかにするとともに，これらの具体的な解決方法を見い出し，それを自らの力で計画的に解決できるだけでなく，指導的な力を発揮する能力を修得するための教育

課程を編成する。 

●先進理工学専攻 

履修すべき科目を専門科目、俯瞰科目、進取科目に分類することにより、理工系博士人材として必要な知識・技術を体系的に修得することを可能としている。また物理・

化学・生命科学・工学の各専門領域は多様な科目の中から学生自らが主体的に履修できるとともに、専攻独自の俯瞰的な科目を設置することによって広範な知識・技術の

学習を促すように設計している。専門科目：自身の研究課題を鑑み，指導教員と相談しながら理工学術院に設置されている科目を主として系統的に履修する。 俯瞰科目：

政治学研究科ジャーナリズムコースおよび創造理工学研究科経営デザイン専攻設置科目から自身に必要な知識に合わせて履修する。進取科目：研究機関または企業におい

て実習を行うことにより実社会の課題解決・社会実装のための方法論を学ぶ。 

 

確認事項 3-7   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑦  指摘事項：  学生の受け入れ方針を学位課程ごとに設定していないため、これを定め公表 

                                      するよう是正されたい。 

該当箇所： 政治学研究科博士後期課程、経済学研究科、法学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科、 

社会科学研究科、スポーツ科学研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学生の受け入れ方針を公表している 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 
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※確認事項 3-1、3-3、3-6、3-8、3-10は該当なし 

 

 

 

確認事項 3-9   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑨  指摘事項：  研究指導計画として研究指導の方法及びスケジュールを定めていないため、こ

れを定めあらかじめ学生に明示するよう是正されたい。                                    

該当箇所： 商学研究科修士課程、商学研究科博士後期課程、基幹理工学研究科修士課程、基幹理工学研究科博士後期課程、創造理工学研究科修士課程、創造理工

学研究科博士後期課程、先進理工学研究科修士課程、先進理工学研究科博士後期課程、環境・エネルギー研究科修士課程、環境・エネルギー研究科博

士後期課程、人間科学研究科修士課程、人間科学研究科博士後期課程、スポーツ科学研究科修士課程及びスポーツ科学研究科博士後期課程 

（１）指摘事項への対応を行った 

☐前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☒前回報告以降に対応も

しくは修正 

 2021  年 12 月  会議名：先進理工学研究科運営委員会 

⇒(2)を記入 ※変更後の内容を別途ご提出ください 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の研究指導計画を公表している 
☒公表されている ☒要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：大学院 環境・エネルギー研究科 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                 

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した 2021 年７月、2022 年 7 月  会議名：環境・エネルギー研究科運営委員会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☐各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☐複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☒明示している 

☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

昨年度策定版を明示、次年度版の要項校正時に反映 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

【次回更新予定の内容】 

学修成果１． 【修士課程（工学・学術共通）】 

講義科目を通じて、環境・エネルギー分野において、工学あるいは社会・人文科学の基礎知識と応用力を習得している。 

学修成果２． 【修士課程（工学・学術共通）】 

共同演習や研究指導・個別演習を通じて、環境・エネルギー問題の解決に向け、工学あるいは社会・人文科学的な解析・設計手法を駆使し、学問領域統合型アプロー

チによる実践的・戦略的な活動ができる能力を習得している。 

学修成果３． 【修士課程（工学・学術共通）】 
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国際環境リーダー認定プログラムを通じて、コミュニケーション力・国際性：環境・エネルギー分野に高い見識を持ち、かつまた市民感覚を理解し、国際的視点で対

処できる。 

学修成果４． 【修士課程（工学・学術共通）】 

修士論文を通じて、自律と寛容の精神：大学の主体性・自律性を堅持した社会との協働や社会のための技術・手法の開発・提案・実践を推進できる。 

学修成果５． 【博士後期課程（工学・学術共通）】 

研究指導のもと独創的な研究を行い、数編の査読付き論文や国内外の学会での発表を行い、研究成果を博士論文として取りまとめる能力を習得している。 

 

ご参考：DP 

早稲田大学の総合性・独創性を生かし、体系的な教育課程と、全学的な教育環境と学生生活環境のもとに、多様な学問・文化・言語・価値観の交流を育み、地球社会に

主体的に貢献できる人材を育成する。深刻化する環境・エネルギー問題の解決に向け、工学あるいは社会・人文科学的な解析・設計手法の駆使や学問領域統合型アプロ

ーチによる実践的・戦略的な活動のできる能力を養うとともに、当該分野に高い見識を持ち、かつまた市民感覚を理解し、国際的視点で対処できる人材の育成を目指し

ている。この目標の実現のため、環境・エネルギー分野に関連する理工学、社会人文科学の専門家が結集し、多様かつ高度な専門教育・研究指導を提供する。修士課程

においては、教員の研究指導により、研究成果を修士論文として取りまとめる。修士論文審査を行い、環境・エネルギー分野において、工学の基礎知識と応用力を有す

ると認めた場合に、修士（工学）を授与する。環境・エネルギー分野において、社会・人文科学の基礎知識と応用力を有すると認めた場合に、修士（学術）を授与す

る。博士後期課程においては、研究指導のもと独創的な研究を行い、数編の査読付き論文や国内外の学会での発表を行い、研究成果を博士論文として取りまとめる。博

士論文の審査において、環境・エネルギー分野において、工学の幅広い知識を備え、応用する技術と能力を有すると認められる場合に、博士（工学）を授与する。環

境・エネルギー分野において、社会・人文科学の幅広い知識を備え、応用する技術と能力を有すると認められる場合に、博士（学術）を授与する。 

 

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☐設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☒設定していない ２０２２年１１月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☐学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☐学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☐測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 
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＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

 

 

   

 

 

※以下は該当する学部・研究科のみ記載 

確認事項 3-1   2020 年度認証評価における指摘事項への対応①   指摘事項：学位授与方針を学位課程ごとに設定していない      

該当箇所：基幹理工学研究科、社会科学研究科、環境・エネルギー研究科、人間科学研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学位授与方針を公表している 
☒公表している ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

 

 

 

 

 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 
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確認事項 3-2   2020 年度認証評価における指摘事項への対応②  指摘事項： 学位授与方針を授与する学位ごとに定めていない     

該当箇所： 基幹理工学部、創造理工学部、先進理工学部、経済学研究科、法学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、 

環境・エネルギー研究科修士課程、人間科学研究科修士課程 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学位授与方針を公表している 
☒公表している ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

 

 

 

確認事項 3-4   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応④  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針を学位課程ごとに設定していない。    

該当箇所： 政治学研究科、法学研究科、文学研究科、商学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科、社会科学研究科、 

人間科学研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☒前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 
☒公表している ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 
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確認事項 3-5   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑤  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針を授与する学位ごとに定めていない。   

該当箇所： 教育学部、基幹理工学部、創造理工学部、先進理工学部、経済学研究科、法学研究科修士課程、教育学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、

先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科修士課程、人間科学研究科修士課程、経営管理研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応もし

くは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 
☒公表している ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

 

確認事項 3-7   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑦  指摘事項：  学生の受け入れ方針を学位課程ごとに設定していないため、これを定め公表 

                                      するよう是正されたい。 

該当箇所： 政治学研究科博士後期課程、経済学研究科、法学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科、 

社会科学研究科、スポーツ科学研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学生の受け入れ方針を公表している 
☒公表されている ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 
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※確認事項 3-3、3-6、3-8、3-10 は該当なし 

確認事項 3-9   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑨  指摘事項：  研究指導計画として研究指導の方法及びスケジュールを定めていないため、こ

れを定めあらかじめ学生に明示するよう是正されたい。                                    

該当箇所： 商学研究科修士課程、商学研究科博士後期課程、基幹理工学研究科修士課程、基幹理工学研究科博士後期課程、創造理工学研究科修士課程、創造理工

学研究科博士後期課程、先進理工学研究科修士課程、先進理工学研究科博士後期課程、環境・エネルギー研究科修士課程、環境・エネルギー研究科博

士後期課程、人間科学研究科修士課程、人間科学研究科博士後期課程、スポーツ科学研究科修士課程及びスポーツ科学研究科博士後期課程 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)を記入 ※変更後の内容を別途ご提出ください 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の研究指導計画を公表している 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート 学部・研究科名：国際コミュニケーション研究科 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                 

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した 2022 年 4 月  会議名：国際コミュニケーション研究科運営委員会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☒パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☐設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☒設定していない 2023 年 3 月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☐各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☐複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☐知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☐「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない 2023 年 3 月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 
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＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☐設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☒設定していない 2023 年 3 月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☐学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☐学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☐測定時期を明確にしている 

☐どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない 2023 年 3 月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 
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※以下は該当する学部・研究科のみ記載 

 

※確認事項 3-1、3-2、3-4、3-5、3-6、3-7、3-8、3-9、3-10 は該当なし 

確認事項 3-3   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応③  指摘事項： 学位授与方針に、修得すべき知識、技能、能力など当該学位にふさわしい学習 

                                     成果を示していない     

該当箇所： 法学部、政治学研究科博士後期課程ジャーナリズムコース、経済学研究科、文学研究科、教育学研究科（教職大学院を除く）、国際コミュニケーション

研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応も

しくは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の学位授与方針を公表している 
☐公表している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

学位授与方針に、修得すべき知識、技能、能力等当該学位にふさわしい学習成果を追記した。https://www.waseda.jp/fire/gsiccs/en/about/overview/ 
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２０２２年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：経営管理研究科 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                 

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した 2015 年 6 月  会議名：経営管理研究科開設準備委員会 

☐確認していない    年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☒設定している ⇒(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☒各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☒複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☒知識、スキル、態度・志向性をバランスよく含んでいる 

☒「学生は、～することができる」といった形式にするなどわかりやすい記述となっている 

（３）学修成果を明示している 
☒明示している ☐要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示している学修成果（昨年度報告している箇所もご記入ください。ホームページ等のリンクではなく、学修成果をご記入ください。） 

学位プログラムの学修成果  

  

MBA  

学修成果 1. 関連分野を概念的に理解し、不確実な環境でも知識を応用できる。  

学修成果 2. 自律的で建設的な批判的思考力を持ち、口頭および書面によるコミュニケーションができる。  

学修成果 3. グローバルな視点と倫理観を持ったリーダーシップを持ち、ダイナミックでグローバルな組織をリードすることができる。  

学修成果 4. 問題発見・解決力：新たな問題を言語化またはモデル化し、解を提案、論理的に説明できる。  
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MScF  

学修成果 1. ファイナンスにおける十分な専門知識を持っている。  

学修成果 2. ファイナンスにおいて重要な問題を発見し，その解決策を提示することができる。  

学修成果 3. プレゼンテーションとライティングの両面でのコミュニケーション能力を身に着けている。  

学修成果 4. グローバルな視野を持ち，金融倫理について深く理解している。  

学修成果 5. 問題発見・解決力：新たな問題を言語化またはモデル化し、解を提案、論理的に説明できる。 

 

確認事項 3   学修成果の測定方法の設定 

（１）アセスメント・ポリシーを設定している 
☒設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☐設定していない    年  月  設定予定 

（２）アセスメント・ポリシーの内容 

☒学修成果と測定方法の関連性が明確になっている 

☒学修成果を複数の方法（可能な限り「直接評価」と「間接評価」の組み合わせ）で測定する 

☒測定時期を明確にしている 

☒どの水準をもって達成とするか学部・研究科内で合意している 

（３）アセスメント・ポリシーを明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☒明示していない 2022 年 9 月 明示予定 

◆明示しているアセスメント・ポリシー （別紙での提出も可） 

MBA プログラム 

測定時期 学修成果 測定方法 

１～２年次 学修成果１：関連分野を概念的に理解し、不確実な環境でも知識を

応用できる 

直接評価：科目等での取り組み状況をルーブリックで評価 

間接評価：学生アンケート 

１～２年次 学修成果 2：自律的で建設的な批判的思考力を持ち、口頭および書

面によるコミュニケーションができる 

直接評価：科目等での取り組み状況をルーブリックで評価 

間接評価：学生アンケート 

１～２年次 学修成果３：グローバルな視点と倫理観を持ったリーダーシップを

持ち、ダイナミックでグローバルな組織をリードすることができる 

直接評価：科目等での取り組み状況をルーブリックで評価 

間接評価：学生アンケート 

１～２年次 学修成果 4：問題発見・解決力：新たな問題を言語化またはモデル

化し、解を提案、論理的に説明できる。 

直接評価：科目等での取り組み状況をルーブリックで評価 

間接評価：学生アンケート 
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＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2021 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

 

グローバル・パートナー入試 

2022 年度 9 月入学（全日制グ

ローバルプログラム）から導入 

従来からある全日制グローバルプログラム

の枠組みの中で、台湾三三会推薦の出願者

を一般入試方式により、書類審査、筆記試

験、面接を行い、選考する。 

経営管理研究科のグローバル化戦略において、台湾は

最重点強化国であるため。（参考) 2019 年には海外初

の同窓会拠点として台湾 WBS 稲門会を設置済み。 

台湾三三会との提携により、現地企業との関係の強化

が可能となり、クチコミによる MBA 志願者の増加、

共同研究のリサーチサイトとしての協力、ノンディグ

リーEMBA の展開等、経営管理研究科のグローバル

な展開をより加速化できる可能性が高い。 

その取組の一環として本入試制度を創設した。 

  

MSc in Finance プログラム 

測定時期 学修成果 測定方法 

１～２年次 学修成果 1. ファイナンスにおける十分な専門知識を持っている 直接評価：科目等での取り組み状況をルーブリックで評価 

間接評価：学生アンケート 

１～２年次 学修成果 2. ファイナンスにおいて重要な問題を発見し，その解決

策を提示することができる 

直接評価：科目等での取り組み状況をルーブリックで評価 

間接評価：学生アンケート 

１～２年次 学修成果 3. プレゼンテーションとライティングの両面でのコミュ

ニケーション能力を身に着けている 

直接評価：科目等での取り組み状況をルーブリックで評価 

間接評価：学生アンケート 

１～２年次 学修成果 4. グローバルな視野を持ち，金融倫理について深く理解

している 

直接評価：科目等での取り組み状況をルーブリックで評価 

間接評価：学生アンケート 

１～２年次 学修成果 5. 問題発見・解決力：新たな問題を言語化またはモデル

化し、解を提案、論理的に説明できる。 

直接評価：科目等での取り組み状況をルーブリックで評価 

間接評価：学生アンケート 
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※以下は該当する学部・研究科のみ記載 

※確認事項 3-1、3-2、3-3、3-4、3-6、3-7、3-8、3-9、3-10 は該当なし 

確認事項 3-5   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑤  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針を授与する学位ごとに定めていない。   

該当箇所： 教育学部、基幹理工学部、創造理工学部、先進理工学部、経済学研究科、法学研究科修士課程、教育学研究科、基幹理工学研究科、創造理工学研究科、

先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科修士課程、人間科学研究科修士課程、経営管理研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 

☒前回報告で対応完了済 （２）を記入 

☐前回報告以降に対応もし

くは修正 

   年  月  会議名： 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 
☒公表している ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

大学院経営管理研究科の目標は、ビジネス社会において専門的能力と的確な判断力を備え、世界的視野で活躍できる高度専門職業人を育成することである。  

学位プログラムとしては「経営管理修士（専門職）：Master of Business Administration，ＭＢＡ」「ファイナンス修士（専門職）：Master of Science in Finance，ＭＳｃＦ」

の２つがあり、いずれも国際的視野、職業倫理を涵養し、理論と実証、およびその実務への応用を体系的に修得できるバランスのとれた教育体系を提供している。  

大学院経営管理研究科には、多様なバックグラウンドをもった者が入学してくると想定している。ビジネスやファイナンスに関する基礎的な知識をすでに有している者

は、基礎的な知識を再確認し、入学まで関係の少なかった学問領域の基礎を履修することで、専門的な新しい概念や理念をより深く理解することができる。一方、学部ま

での教育課程において基礎知識を学んだことのない者は、入学後に基礎的な知識を修得することが、専門的な選択科目の履修や論文の作成のために必要である。  

そうした多様な入学者に対応するべく，段階的な学習を明示することとし、講義科目としては、必修コア科目、選択必修コア科目及び選択科目を設置する。また、優れた

問題発見・解決能力及び専門性を育成することを目的に、専門研究（専門職学位論文またはプロジェクト研究論文）を必修としている。  

ＭＢＡでは、ジェネラリストとしての人財育成に対応して、必修コア科目も「人材管理」「マーケティング」「会計学」「ファイナンス」「経営戦略」等の経営学の主要分野

を広くカバーしている。必修コア科目において広範な基礎知識を獲得した後に、個々の学生の問題意識に関連する選択科目を履修し、さらに論文執筆を通して、「実践知」

（Actionable Knowledge）の獲得を目指す。  

一方、国際社会に通用する高度金融人財の育成を目的とするＭＳｃＦの必修コア科目は“Corporate Finance”, “Equity Investment”, “Fixed Income Investment”な

どのファイナンスにおける最重要領域と、金融工学分野の基礎となる“Mathematics”， “Statistics”, “Econometrics”等で構成される。選択科目についても金融派生商品、

リスク・マネジメント等に関する先端的な科目が設置されている。 
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